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JICA概要
名　　  称　　独立行政法人 国際協力機構  Japan International Cooperation Agency（JICA）

代  表  者  名　　理事長 北岡伸一
所   在  地　　〒102-8012 東京都千代田区二番町5-25二番町センタービル
電 話 番 号　　03-5266-6660～6663（代表）
設立年月日　　2003年10月１日

資   本   金　　８兆2,420億円（2020年10月末）
常勤職員数　　1,929名（定員ベース／2020年1月末）
目 的　　独立行政法人国際協力機構法（平成14年法律第136号）に基づき設立。

開発途上地域等の経済及び社会の開発若しくは復興又は経済の安定に
寄与することを通じて、国際協力の促進並びに我が国及び国際経済社会の
健全な発展に資することを目的とする。

国を創り、
世界を変える力となる。
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世界が直面する課題、それが　JICAの前線。JICA tackling global issues

世界の変革を目指す「グローバルな意志」を形にしていくために。

SDGsで示された17の目標

　2015年9月、ニューヨーク国連本部において開催され

た「国連持続可能な開発サミット」において、193の加盟

国によって合意された世界を変革するための目標、それが

「持続可能な開発目標～Sustainable Development 

Goals=SDGs」である。SDGsは、17の目標（ゴール）と、目

標達成を目指すうえでのより具体的な169のターゲットによ

って構成され、「誰も置き去りにしない～leaving no one 

left behind」ことを中核的な理念に掲げている。まさに、こ

の地球上に生きるすべての人々がより幸福で豊かな未来

を築くために、国際社会が協力して取り組まなければなら

ない課題を明示したのが、SDGsであると言えるだろう。

　JICAは、世界最大規模の国際協力機関として、世界

のさまざまな地域で、開発途上国に対する協力を行って

いる。貧困、飢餓、紛争、感染症の蔓延、社会基盤の未

整備……途上国が直面する課題は実にさまざまだが、

JICAはあらゆる現場において、常に途上国の実情に寄り

添い、途上国の人 と々共に、すべての人 に々開発の恩恵

がゆき渡る事業を創り上げることを目指してきた。JICA職

員が自らの仕事について語るとき、よく「国創り」という言葉

が使われるが、この「国創り」の最前線においてJICAが取

り組むのは、まさに世界の課題に対峙し、途上国の人々が

より幸福で豊かな未来を築くための力となることである。

　グローバル化が進行し、相互依存を深める世界の中

では、自国のみで平和や繁栄を享受することは難しい。従

って、SDGsに代表される、世界の変革を目指し、人々の

幸福な暮らしを願う「グローバルな意志」は、そのまま

JICAの事業の立脚点でもある。日本のODAの一元的

実施機関であるJICAは、日本と国際社会との友好関係

構築や世界の平和と安定への貢献を通じ、日本の持続

的発展の力となることを重要なテーマとしていることは言うま

でもない。また、日本の経験や知見を世界が抱える課題の

解決に生かし、国内外の様々なパートナーと連携しなが

ら途上国自身の可能性を引き出していくJICAの事業は、

世界との信頼関係構築のツールとして大きな力を発揮す

るものである。JICAは2017年7月、「信頼で世界をつなぐ」

という新たなビジョンを策定したが、そこには、人々や国同

士が信頼で結ばれる世界を作り上げることに向けた、

JICAの確固たる決意が込められていると言えるだろう。

　地球上のあらゆる地域において、JICA職員は、途上

国の現場に飛び込み、途上国の人 と々共に汗を流し、考

え抜き、本当に途上国の人 に々求められる事業を創り出

す努力を重ねる。JICA職員が奮闘する事業の前線、そ

れは、地球の課題に挑み、世界の変革を目指す「グロー

バルな意志」に、明確な形を与えていく現場に他ならない。
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ODA
（政府開発援助）

二国間援助

多国間援助

技術協力

円借款

民間連携
●海外投融資
●中小企業
海外展開支援等

無償資金協力

その他
●国際緊急援助
●市民参加協力等
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日本のODAの
中核的実施機関
＝JICA。

その力、機能とは？

民間の事業をサポートし、
モンゴルにおける
再生可能エネルギーの普及を目指す。

学校・地域住民・保護者“みんな”の
協働によって、「インクルーシブかつ公正な
質の高い教育」を実現する。

［技術協力］

［海外投融資］

JICA’s strengths and functions

3

1

Case

Case

「みんなの学校」は、JICAが2004年からア
フリカ地域で展開している基礎教育開発
のための技術協力プロジェクト。西アフリカ

の貧困国ニジェール
の23校からスタートし
たこの事業は、2007
年までにニジェール
国内全ての学校に
普及し、現在では、セ
ネガル、マダガスカル
といった、他のアフリカ
の国々を含めて
計約４万校にも

　モンゴルでは、経済成長に伴って電力
需給が逼迫してきており、成長を支える安
定した発電能力を確保することが喫緊の
課題となっている。また同国は、世界でも有
数の気候変動の影響を受けやすい国とさ
れているにもかかわらず、電源構成のほとん
どは石炭火力によって占められ、再生可能
エネルギーの割合は６％と極めて低い。こう
した状況を打開し、持続可能で質の高い
発電インフラの開発を目指して構想された
のが、ツェツィー風力発電事業である。
　この事業は、モンゴルでインフラ投資事
業を手掛けるNewcom社と、ソフトバンク
グループの自然エネルギー開発企業であ
るSBエナジー社が共同出資してモンゴル

　2013年10月に開通した、トルコのボスポ
ラス海峡横断地下鉄建設事業は、1,837
億円という過去最大規模の円借款によっ
て実施された、まさに国家的プロジェクトで
ある。アジアとヨーロッパをつなぐ交通の要
衝に位置するイスタンブールでは、交通量
の増大による慢性的な交通渋滞と排気ガ
スによる大気汚染が深刻化しており、また、

　2015年4月25日、ネパールで発生した
マグニチュード7.8の大地震は、全壊建
物60万以上、死者9000人弱という、甚大
な被害をもたらした。JICAは、地震発生
直後の4月26日に国際緊急援助隊を派
遣し、ネパール政府、各国援助機関と密
接に連携しながら救援活動に携わるととも

　JICAは日本のODA（政府開発援助）における
二国間援助の中核を担う世界有数の国際協力機
関であり、技術協力、円借款、無償資金協力、民間
連携といった多様なスキームを駆使することで、開
発途上国の人々に真に求められる事業を実現して
いくことに努めている。ここでは、こうしたJICAの力、
機能を概観してみよう。
　先ず「技術協力」は、主に日本の技術・知識・経
験を活かして、途上国の未来を担う人材の育成や
政策・制度の構築等を支援するもの。途上国の課
題・ニーズに応じた専門家の派遣や研修を実施す
ることで、途上国自身の問題解決能力向上を促し
ていくものである。
　次に「円借款」は、長期返済・低金利という緩やか
な融資条件によって、途上国が開発への取り組みを

実施するための資金を貸し付ける有償資金協力の
代表的なスキームであり、一般的に、多額の資金を
要するインフラ整備等に活用されることが多い。　
　所得水準が低い途上国を対象に、返済義務を
課さずに社会・経済開発のための資金を提供する
のが「無償資金協力」。これは、学校、病院、井戸、
道路といった生活に不可欠な基礎インフラの整備
にあてられることが多い。
　また、日本の民間企業による優れた技術・製品の
導入、事業参入等を支援するものとして、近年ます
ます重要性が高まっているのが「民間連携」である。
ここでもJICAは、途上国における開発効果が期待
される事業を推進する企業に融資・出資を行う「海
外投融資」や、中小企業の海外展開支援といった
さまざまなスキーム、メニュー用意している。

拡がっている。サブサハラアフリカ地域では、
小学校４年生にあたる年齢の約６割の子ど
もたちが、読み書き・計算の基礎が身に着い
ていないと言われているが、こうした状況に
対し、アフリカの子どもたちの学びを改善す
るために実施されているのが「みんなの学
校」プロジェクトである。
　「みんなの学校」プロジェクトのポイント
は、従来距離のあった学校と地域住民及
び保護者の間に信頼関係を構築し、“みん
な”の協働を通じ、子どもの学びの改善を
実現すること。プロジェクトでは、地域住民
に開かれた学校運営委員会の設置のた

め、匿名選挙を通じて委員を選出。教員・
地域住民・保護者の出席する住民集会等
による質の高い情報共有を通じ、関係者
が一体となって学校運営に主体的に取り
組む体制を築いていくものだ。SDGsのゴー
ル4「インクルーシブかつ公正な質の高い
教育」を実現するため、JICAによる着実な
支援がアフリカで拡がっている。

に設立したプロジェクトカンパニーによって
開発・運営が行われるが、JICAはこのプロ
ジェクトカンパニーに対して、海外投融資
を活用したドル建て融資（プロジェクトファ
イナンス）を実施。民間の事業をサポート
することで、モンゴルにおける発電インフラ
の強化、再生可能エネルギーの普及に貢
献している。

ボスポラス海峡に架かる二つの橋も、その
設計容量を遙かに超える交通量を処理し
なければならない状況に置かれていた。ボ
スポラス海峡横断のための“もう一つの手
段”を確保することは、イスタンブールの都
市機能を向上させ、トルコ経済のさらなる
活性化を目指すうえで、必須のテーマとなっ
ていたのだ。
　JICAは本件において、円借款のアレン
ジとともに技術的なコンサルテーションにも
積極的に関与し、プロジェクトの円滑な進
行に大きな役割を担った。着工後も次 に々

遺跡が発見されるなどのハプニングにも見

に、緊急援助から復旧・復興へとシームレ
スに繋がる支援を実現していくため、無償
資金協力、円借款、技術協力といったさま
ざまな援助スキームを動員し、数多くの事
業を行っている。
　先ず、本格的な復興支援に向けた第
一次調査団を地震発生からほどない5月1
日に派遣したのを皮切りに、破壊された橋
梁、導水管、病院等の修復・再建のための
無償資金協力、災害に強い学校と住宅
建設のための円借款の供与、文化遺産を
再建するための専門家派遣、復興と災害
に強い社会を築いていくための計画策定
及び被災者の生活再建を支援するため

舞われたが、日本の高い技術により課題を
乗り越え、日本とトルコの友好関係を象徴
する新たなモニュメントが完成したのである。

の技術協力といった事業を次 に々具体化。
被災地は、交通アクセスの悪い地方部が
多く、広範囲に点在しているため、事業の
現場はさまざまな困難に直面することも多い

壮大な海底地下鉄
整備事業によって
トルコの未来を築く。

［円借款］2Case

さまざまなスキームを
駆使し、ネパールの
「より良い復興」を支える。

［無償資金協力をはじめとする複合的事業］4Case

　この他にもJICAは、海外で大規模な災害が発生
した際にレスキュー隊・医療チームの派遣や物資の
供与等を行う「国際緊急援助」、JICA海外協力隊
事業等に代表される「市民参加協力」といった多彩
なメニューを擁しており、これらを途上国の実情に応
じて臨機応変に組み合わせることで、他では真似
のできない、包括的・総合的な事業を展開している
のである。

が、「Build Back Better／より良い
復興」を実現し、ネパールの未来を支
えていくために、JICAは現在も、さまざま
な活動を続けている。
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世界の課題に挑む、
それぞれの意志。

中臺銀河 Ginga NAKADAI

瀬戸正太 Shota SETO

三好恭平 Kyohei MIYOSHI

The will to change the world

多くの人に、国際
協力を“自分ごと”
として捉えてもらう
ために。

私の仕事は必ず、
何十年後かの
世界の平和に
つながっている
ことを信じて。

国が成長していく
姿を共に構想し、
実現する。

 「国創り」という
大局的な
視点に立って
開発のボトルネック
解消に挑む。

JICAに蓄積
された膨大な
情報を活用する
ことで課題解決を
加速させていく。

途上国からの
学びを、日本に
還元していく
仕組みを作りたい。

那須毅寛 Takenori NASU

田中亜依 Ai TANAKA

植松紗友里 Sayuri UEMATSU
バングラデシュ事務所
工学研究科修了／2016年入構

コートジボワール事務所
経済学部卒／2014年入構

ガバナンス・平和構築部 法・司法チーム
教育学部卒／2008年入構

インドネシア事務所
法学研究科修了／2015年入構

企画部 業務監理・調整課
政治経済学部卒／2006年入構

バングラデシュ事務所
工学部卒／2014年入構

ここでは、６人の職員に、彼らのバックグラウンドやJICAの仕事を通じて実現したいことを
語ってもらおうと思う。多様な人材の思いが響き合い、共鳴するところに、未来のJICAの事業が生まれる。

　学生時代は軟式野球部に所属してい
ましたが、１～２年の頃は怪我もあり、なか

　学生時代は部活動で競技ダンスに打
ち込んでいました。競技ダンスは二人で
ペアを組み、演技の美しさを競うものです
が、パートナーを信頼しお互いがそれぞれ
の限界を引き上げることで、初めて“魅せ
る”ダンスに辿り着くことができます。ここで大
切なのは、信頼関係とパートナーシップ。そ
してパートナーシップの根幹にあるのは、
主体性と協調性のバランスです。途上国
とのパートナーシップを基盤にして進めら
れるJICAの仕事においても、それは同様
ではないでしょうか？　そうした意味で、ダ
ンスを通じて学んだものは私にとって大き
な財産になっています。
　私がJICAの仕事を通じて実現したい
と考えているのは、途上国の現場で蓄積
された膨大な知見を有効活用することで、
あらゆる人が「誰一人取り残されない世
界」を実現する為に動きだせる基盤を作
りたいということ。JICAに蓄積された情報
を体系化して発信していくことができれば、
世銀のデータバンクにも劣らない情報源
として機能すると思いますし、コンサルティ
ングといった、新しい事業の形にも可能
性を感じています。そうして課題解決を
加速させていく新しい仕組みを作ること
が、現在の私の野望です。

　私は、大学の卒業論文で日本の高度
経済成長を支えた「日雇い」という労働形
態の研究を行いました。その過程で、日雇
い労働者の方々が多く住んでいる宿泊
先を訪ねインタビュー調査を行い、急速
な経済成長がどのような労働によって支え
られていたのか、また、成長の陰にその恩
恵から取り残されてしまった人 の々存在が
あることを強く意識するようになりました。論
文執筆を通じて獲得したこうした視点は、
例えば、途上国で組織改革を支援する
際に、効率を重視するあまり置き去りにさ
れるものはないか、という点を常に考えること
に繋がっています。
　私がJICAを通じて実現したいことは、
一方的に日本が何かを教えるのではなく、
途上国からの学びを、日本に還元できるよ
うな仕組みや制度を作るということです。例
えば、日本で昨今話題に上ることが多い
「働き方」ひとつとっても、他国の雇用制度、
価値観等を比較・参照することで日本が
学べることも多いと感じます。そのためにも、
仕事の中で蓄積した知識・経験を体系
化し、より広いコンテクストの中で理解して
いくように努めていきたいと考えています。

　幼少期から、同じ人間同士であるにも
かかわらずなぜ戦争が起こるのか、という
漠然とした疑問を抱いており、いつか自分
なりの答えを見つけたいと考えていました。

こうした志向もあって大学では国際政治
学を学びました。国際政治学は混沌とし
た世界状況を説明するための筋道を示
す学問であり、将来的には勉強の成果
を実務に活かして、混迷を深める国際社
会の中で平和な世界を作ることに貢献し
たいと考えるようになりました。ですから、私
にとってはJICAとの出会いは必然だった
と思います。
　以前は、バングラデシュにおける電力
セクター開発を担当していましたが、
JICAの協力の特徴は、発電所などの大
規模なインフラ整備にとどまらず、省エネ
推進や人材育成、政策立案への協力な

ど、さまざまな手法を組み合わせて電力セ
クター開発のための包括的な協力を行
っている点にあります。これらの協力は間
違いなく、バングラデシュの人々の暮らし
や産業を大きく変えていくものですが、そうし
た成果も、毎日のたくさんの積み重ねの先
にやっと実現できるものだと思います。そうし
た中でも原点を忘れず、私の仕事は必ず、
「何十年後かの世界の平和につながっ
ている」ことを信じて、日々 の業務に向き合
いたいと思っています。「この仕事は本当
に何かに貢献できるのか」ということを常に
自らに問いかけながら、一歩一歩自分自
身の目標に近づいていきたいと思います。

　漠然とジャーナリストになりたいという思
いを持っていたこともあり、学生時代は新
聞社で編集補助のバイトに明け暮れま
した。記者の手伝いをしながら数々の
事件、社会の断面に接し、世の中には
思い通りにならないことが大半だという
ことを実感しました（途上国への旅行
では、もっと思い通りにならない人 も々

たくさん見ました）。また、同じバイト先に
長く勤めたこともあり、後半はマネージャ
ー的な責任ある仕事を任され、組織で
働くうえでの姿勢、心構えといったことを学
ぶこともできたのではないかと思います。
　JICAの職員は、自分のことに優先して
でも、途上国や世界を良くしたいという強
い思い、使命感を持っている素敵な方が
多い。これが、JICAの特徴で、私はとても
働きやすい職場だと思っています。多くの
人にODAを続けていくことに前向きな意
見を持ってもらうために、広く一般の方 に々

も、国際協力を“自分ごと”として捉えてもらえ
るようにしたいというのが、このところ私が考
えていることです。そのために、企業や市民
が国際協力に参加する仕組みを増やし
たり、途上国の人々が研修などで日本を
訪れる際に、さまざまな機会を設けて、日本
の人 に々接する場を作っていったりという
取り組みが今後ますます必要ではないか
と考えています。

　高校の地理の授業で世界各国の宗
教や歴史、貧困やエネルギー問題といっ
た世界が直面する課題について学び、そ
こから、国際協力の仕事を意識するように
なりました。また、土木工学の分野で技術
者として働いている親戚からさまざまな話
を聞いていたこともあり、「土木分野で国
際協力事業に携わる」ことを意識し、工学
部への進学を決めました。
　JICAで働くことの最大の魅力はまさに、
国が成長していく姿を途上国の人と一緒
に構想し、実現していくことが出来るところ
だと思います。国際協力、途上国への貢
献はさまざまな組織、企業が手掛けていま
すが、分野を問わず様 な々物事を俯瞰し
つつ、また、日本だからこそできること、日本
への利益還元も考えながら事業を実施で
きる組織は、JICAをおいて他にはないの
ではないでしょうか。こうしたJICAの中で
私が実現したいと考えているのは、多くの
人が人生の選択肢を持つことができる、
活力があり、安定した、国・社会の基盤を
造っていくこと。そのためにも、日々 の業務の
中で研鑽を積みながら、ものごとを俯瞰的
に捉える能力、そして、構想し実現する能
力を鍛えていきたいと考えています。

なか試合の出場機会に恵まれませんでし
た。しかし、ベンチ運営の役職で、周りに
指示を出し選手を鼓舞することでチームに
貢献できたことは、自分にとって大きな経験
でした。後に、プレーでチームに貢献し東
京六大学リーグで優勝しましたが、仕事に
おいても、裏方とプレイヤー、両方の役割
のバランス、メリハリはとても重要だと感じて
います。裏方としての仕事をいとわず、プレ
イヤーとしての仕事とのメリハリを付けなが
ら業務に取り組む姿勢は、部活での体験
を通じて育まれたものだと思います。
　就職活動の際は、エンジニアや総合

商社も検討しましたが、海外での研究やイ
ンターン経験から途上国支援をリードす
る仕事に就きたいという思いでJICAへの
入構を決めました。JICAは公的機関だ
からこそ、「国を創る」という大局的な視点
に立って事業を行うことができる希有の存
在だと思います。途上国へ貢献できる組
織は他にも多くありますが、JICAの使命は
その国の本質的なボトルネックを深く理解
し、開発の方向性を定める先駆けとなるこ
とです。私自身も、その国の人 に々根付く、
「国創り」と呼ぶに相応しい事業を生み出
して行きたいと考えています。

6 7



JICA Presents f o r  t h e  E a r t h l i n g s

あなたの疑問に
答えます！
Answering your questions

自身の将来について真剣に考えるようになると、
数多くの疑問が浮かび上がって来るでしょう。

ここでは、例年、学生の皆さんから投げかけられる疑問の中から
代表的なものをピックアップし、

できるだけわかりやすくお答えしていきたいと思います。
あなたの疑問を解消し、もっとJICAに近づいていただくために。

Q1海外赴任先、出張先の
中には、治安の悪い地

域もあると思います。そうした場
合、職員や家族の安全確保
はどのように行われていますか？

Q7 JICAは、大学院等で国
際協力や国際関係を

専門的に勉強した人が多い
というイメージがあります。専門
的な勉強をしていない人間でも
やっていけるでしょうか？

A 関係者の安全確保はJICAの最
優先事項です。個人レベルでの

安全対策で最も重要なのは、「危ない時
に、危ない場所に行かない」ことです。
JICAでは、海外赴任や出張を予定して
いる関係者に対して、安全対策研修を
提供する他、現地治安情勢を踏まえた
安全対策を講じることとしています。また、
現地事務所においては、最新の治安情
報を収集・分析し、適時に現地滞在中の
関係者に注意喚起する仕組みを構築し
ています。さらに、駐在者の住居防犯や
警備員の配置なども行っています。万が
一、赴任中に大きな治安事案が起こって
しまった場合には、家族も含めた関係者
全員の迅速な安否確認及び安全確保
を行う体制も整えています。

A 大学院等で専門的な勉強をする
ことは非常に有意義なことであり、

就職後にも大いに役立つことでしょう。し
かし、途上国の課題が多様化・複雑化す
る中、様々なバックグラウンドを有する人
材がJICAには必要であり、JICAの組織
としての強みも、人材の多様性にあると
考えています。業務を推進していくうえで
求められる知識は、入構後、様々な研修
や業務を通じて獲得していくことができ
ます。現時点の知識や経験の有無以上
に、「国際協力のプロフェッショナル」とし
て不断の努力を続け、自らの力を高めて
いく姿勢が求められます。

A JICAの新卒採用職員は、全員が
総合職としてさまざまな業務に携

わり、幅広い経験を持つことが期待され
ています。国際協力の現場で、途上国の
人々に対して直接技術指導等を行うの
は、外部人材である専門家、コンサルタ
ント、ボランティア等の方々であり、JICA
職員の役割は、国際協力のプロデューサ
ーとして途上国の「国創り」を支援するた
めに国家・地域レベルで援助方針を策
定し、具体的なプロジェクトを形成する
とともに、そうした外部人材の方々の協
力を得ながら、援助方針や個々のプロジ
ェクトを実行に移していくことです。ただ
し、専門能力や適性に応じたキャリアパ
スも用意されており、専門分野をより深
めていきたいと考える方は、それに応じ
た働き方を選択することも可能です。

（J ICA職員以外の求人情報について
は、国際協力キャリア総合情報サイト
『PARTNER』をご覧ください）

A 現在、女性職員の約3割がワーキ
ングマザーであり、子どもを伴っ

ての海外赴任を経験している女性職員
も数多くいます。産休・育児休業を経て
業務の第一線に復帰するという光景は、
JICAでは一般的なものになっています。
職員すべてが育児等の家族としての役割
を果たしながら充実した職業生活を営
むために、JICAでは既に、育児・介護休
業、短時間勤務、時差出勤、在宅勤務制
度など、多様な制度を整備しています。こ
れらの制度以上に、ライフイベントと仕
事を両立させている多数の先輩職員が
おり、職場内で支え合う組織文化がある
ことも、大きな力となるでしょう。

A JICAの業務に携わるうえで、英
語によるコミュニケーションが行

えることは最低限必要な条件であると言
えます。しかし、選考において、一定水準
の語学力を必須条件にすることはしてい
ません。業務遂行に必要な語学力を身
に付けていただくことは、組織の責任とし
て、入構後にしっかり取り組んでいただく
体制を整えています。入構後に獲得すべ
き語学力の最低限の目安としては、1年
以内にTOEIC800点、3年以内に同860点
といったところですが、英語を始めとする
各語学スキルの修得のためのプログラム
が豊富に用意されているほか、TPOに応
じた英語表現を学ぶ上級研修等も存在
します。

A グローバリゼーションの進展に
伴い、日本は他国との関係無し

にはその社会・経済を支えることはでき
ない、「相互依存」の世界に存在していま
す。資源やエネルギーはもとより、食料、
労働力、衣服や電化製品に至るまで、私
たちは、生活の基盤を支える多くのもの
を、途上国を含む世界各国に依存してい
るのです。このように相互依存関係が深
化した現在、開発途上国の安定と繁栄
は、日本の将来に直結していると言って
も過言ではありません。従って、JICAの
事業、ODAを通じて開発途上国の社
会・経済の発展を支援することは、日本
の未来のために必要不可欠であり、ODA
は単なる慈善ではなく、日本と世界が共
存していくためのサバイバルツールである
と言えるのです。

A JICAで働くうえでは必ず海外赴
任を経験することになります。個

人差はありますが、概ね10年間のうち一
度、3年程度が平均的な赴任期間です。
また国内勤務の場合にも、海外出張は
頻繁に行うことになります。加えて、入構
1年目の職員には、現場感覚の涵養を目
的に3か月程度短期の海外研修を行う
海外OJT (On the Job Training)が用
意されています。JICAにとっての事業の
現場は開発途上国であり、相手国のニー
ズを踏まえ、相手国の立場でものごとを
考えるといった、国際協力事業に携わる
うえで不可欠な姿勢や考え方を身に着
けるためにも、海外赴任はきわめて重要
な意味を持つものだと言えます。

A 途上国の開発における民間セク
ターの役割は非常に重要ですが、

ビジネスではやはり、最終的に利益を挙
げることが求められます。一方で、途上
国が直面する課題の中には、ビジネスの
論理だけでは解決することが困難なもの
も数多く存在します。JICAが展開する国
際協力は、公的な立場から、技術協力、
有償資金協力、無償資金協力、といった
さまざまな援助スキームを駆使すること
で、その国の長期的な社会・経済発展に
貢献していくことを目指しています。また、
インフラ整備や法制度・経済システム等
の整備を通じて民間企業の進出・投資
を促す環境を整え、途上国が自律的な
発展を遂げていくための“触媒”や“先駆
者”として機能することも、JICAの事業に
期待される大きな役割であると言えます。

Q4知識や技術を直接
途上国の人々に

伝えるような活動をしたいと
考えています。JICAに入構して、
そのような仕事に携わること
はできるでしょうか？

Q3海外赴任はどれくらいの頻度で経験するこ
とになるのでしょうか？ また、一
般的な赴任期間はどれくらいで
しょうか？

Q6開発途上国に貢献す
る仕事は、総合商社

等に就職してもできるのではな
いかと考えているのですが？

Q2 JICAで働くうえで海外
赴任は当たり前のこと

だと思いますが、特に女性職員
の場合、結婚・出産・育児と
いったライフイベントと仕事を両
立させていくのは大変なのでは
ないでしょうか？

Q8あまり英語が得意な方
ではないのですが、入

構時点で語学力はどのくらい
求められるのでしょうか？

Q5JICAの事業は“慈
チャリティ

善”
ではないと言われます

が、その本質的な違いはどこに
あるのでしょうか？
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JICAの事業の根幹にあるのは、
多くの国と信頼関係を築いていくということであり、
JICAのすべての取り組みは「信頼」の上に
成り立っている。

理事長 北岡伸一 
Shinichi KITAOKA
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I n t r o d u c t i o n

今や、世界は相互に依存しあう巨大な共同体であり、 

一国だけで、平和や豊かさを享受することは困難な状況が訪れている。 

こうした環境の中では、

他国が直面する課題にも積極的に関与する姿勢を持つことが、 

国際社会の共通利益を実現し、

日本の国益にも通じるという視点が必要になってくる。

JICAは、日本のODAを一元的に実施する、

世界有数の包括的な開発援助機関として、

世界のさまざまな地域において、

開発途上国に対する協力を行っている。

貧困、飢餓、感染症の蔓延、紛争、環境破壊、経済・社会インフラの不足……

開発途上国はそれぞれに、さまざまな課題に直面しているが、

JICAが展開する協力は決して慈
チャリティ

善ではない。

相互依存を深める世界においては、

開発途上国の未来はまっすぐに、

日本の、私たち自身の未来に繋がっている。

JICAとその職員は、国際社会の利益、ひいては日本の国益を実現するため、

世界の課題を自らのものとして捉える姿勢を持たなければならない。

開発途上国への協力を通じて、世界を変える。

そして、全ての人 に々とって豊かで幸福な未来を築く。

JICAが取り組むのはそのような、「国創り」という仕事である。

Part 2

2

C o n t e n t s

キャリアとワークスタイルの
多様性。
A Diversity of Careers and Workstyles

国際機関への出向
南アジア部 南アジア第一課／西井洋介

海外大学院への留学
中東・欧州部 中東第一課／瀬戸典子

JICA専門家としての派遣
審査部 環境社会配慮審査課／左近充直人

仕事と子育ての両立
社会基盤・平和構築部 都市・地域開発グループ／眞田明子

在外事務所長座談会─

国創りの前線を担う、
「国際協力のプロ」とは？

What is an International Cooperation 
Professional?

セネガル事務所長／森谷裕司
バングラデシュ事務所長／平田 仁
パレスチナ事務所長／三井裕子
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Interview 北岡伸一 理事長

ますます複雑化する状況に対峙しながら、
世界との信頼関係構築の前線に立つJICA。

私にとってJICAとは？
What JICA means to me ?

国際協力の潮流を
世界に発信していく存在となるために。
企画部 部長／山中晋一

さまざまな「幸せのかたち」に根差した、
開発のあり方を模索する思い。
審査部 環境社会配慮審査課 兼 監理課／村田早紀

一つひとつの国の歴史・文化まで踏まえた
事業構想を実現するために。
東・中央アジア部 中央アジア・コーカサス課／大野翔太郎

“一人でできることには限りがある”
という認識から生まれるもの。
東南アジア・大洋州部 東南アジア第五課／竹田幸子

In Focus 01 世界から見たJICA 
我々の優先課題を尊重しながら
「国創り」を支援するJICAは、
ルワンダの未来に大きく貢献しています。
駐日ルワンダ共和国大使／チャールズ・ムリガンデ氏

国を創り、
世界を変える前線へ。
Calling at the Front

ラオス 保健医療プロジェクト
人間開発部 保健第二グループ 保健第四チーム／衣斐友美
人間開発部 保健第二グループ 保健第四チーム／藤田恵里

ヨルダン シリア難民受入ホストコミュニティ支援
中東・欧州部 中東第二課／吉川正紀
地球環境部 水資源グループ／木村真樹子

ミャンマー ティラワ経済特別区開発プロジェクト
東南アジア・大洋州部 東南アジア第四課／永井進介
民間連携事業部 海外投融資課／小川 亮

アフリカ 回廊開発
社会基盤・平和構築部 都市・地域開発グループ／讃井一将
アフリカ部 アフリカ第一課 兼 計画・TICAD推進課／内山貴之

キーワードで読み解く、
JICAと国際協力の今。
Understanding JICA & International 
Cooperation through Key Words

ODA／開発協力大綱／SDGs／JICAの機能
プロジェクトサイクル／JICAのビジョン／民間連携
開発パートナーシップ

In Focus 02 世界から見たJICA
事業を計画し実行していくうえでの緻密さ、
長期的視点、クオリティの高さにおいて、
JICAの能力は出色のものだと思います。
国連開発計画（UNDP）駐日代表／近藤哲生氏

Interview 井倉義伸人事部長

新しい価値を生み出す創造的な事業に挑み、
JICAに自己変革をもたらす若い力のために。

人材育成制度

採用関連情報

機構概要

※登場人物の所属部署・役職は取材当時のものであり、本誌発行時のそれと異なる場合があります。
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ますます複雑化する状況に
対峙しながら、世界との
信頼関係構築の前線に立つJICA。
2017年7月、JICAは「信頼で世界をつなぐ」をキーワードとする
新たなビジョンを発表した。国連加盟国によって「持続可能な開発目標（SDGs）」が
合意され、国際協調への機運が高まる一方で、孤立主義、排外主義的な
思潮が台頭するなど、世界はますます複雑化の様相を呈している。ここでは、
理事長／北岡伸一へのインタビューを通じて、ビジョン策定の背景にあった問題意識や、
複雑化する世界に対峙するJICAのこれから、
そして、JICA職員に求められるもの等について、話を聞いた。

北岡伸一 Shinichi KITAOKA 理事長

日本を世界に開いていく
先兵としての責務を担ってきたJICA
──理事長は長らく、研究者として世界の動きを俯
瞰的にご覧になってこられていますし、2004年から
2006年には、国連大使として外交の前線に立った
経験もお持ちです。そうした立場から、日本の
ODA、JICAの事業をどのように捉えておられるかと
いう点について、先ず話をお聞きしたいと思います。

北岡　研究者としての私の専門は、近代日本の政治
外交史です。ですから大学での講義の中でも、戦後
日本の外交とODAといったテーマにもよく触れてきま
した。日本のODAはもともと戦後賠償から始まった
わけですが、初期段階におけるODAの中心的なテ
ーマは、敗戦国となった日本がどうやって国際社会
の名誉ある一員へと復帰できるか、ということでした。
60年以上に及ぶODAの歴史を俯瞰すれば、やはり
非常に早い段階から国際社会に対する協力を始め、
それを継続してきたことは、日本と世界との信頼関
係を築いていくうえで極めて大きな役割を担ってきた
と思います。そうした意味でJICAは、日本を世界に

開いていくための先兵であったと思いますし、その
責務を立派に果たしてきたのではないでしょうか。
　米国のオバマ大統領が初めて来日した際に、「アメ
リカが日本に安全を提供し、日本がその上に経済的
に発展し、それが東南アジアに循環することで地域
の民主化も実現された」と述べましたが、とりわけ
東南アジア諸国の経済発展にとって日本のODAが
果たした貢献は大きかったと思います。もちろん、各
国の発展は一義的にはそれぞれの国、国民の努力の
賜ですし、マネーフローベースで考えれば、プライベ
ートセクターが各国に投資を行い、産業を発展させ
ていくことが重要でしょう。しかし、民間の投資の前
提となるインフラ整備等においてODAが果たした役
割は極めて大きい。またJICAの事業という点で考え
れば、円借款によるインフラ開発もさることながら、
人づくりの協力等も含めた技術協力、無償資金協力
とさまざまなメニューを組み合わせて開発途上国に
向き合っています。このような多彩な機能・能力を備
えた開発援助機関は、世界を見てもあまり例があり
ません。そうした意味でもJICAは、世界の中でも大
きな存在感を持っていると言えるでしょう。

I n t e r v i e w
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孤立主義、排外主義的な傾向が
世界に台頭してくる中で、

「信頼で世界をつなぐ」ことの大切さが、多くの国、
人 の々間で認識されて

きているのではないでしょうか。

──2016年には、初のアフリカ開催（ケニア、ナイ
ロビ）となった第６回アフリカ開発会議（TICAD Ⅵ）
のような象徴的なイベントもありましたが、こうした
国際会議等も含めて、理事長は世界の現場を精力
的に訪れておられます。そうした中で感じていらっし
ゃる、世界からの日本、JICAへの期待といったもの
について、次にお聞きしたいのですが。

北岡　2015年9月にSDGs（持続可能な開発目標）
が国連で採択され、同年12月には地球温暖化に関
するパリ協定の合意が成されましたが、このあたり
は、近年における国際協調の動きの一つのピークだ
ったと言えるでしょう。しかし翌2016年になると、英
国のEU離脱、アメリカ第一主義を標榜するトランプ
政権の誕生といった、国際協調の潮流への反作用と
も言えるような動きが目立つようになってきました。
戦後世界は、liberal international order、つまり、
自由主義的世界秩序に基づいて発展してきたわけで
すが、日本にとっても、開かれた環境の中で通商・
貿易を行うことができる自由主義的世界秩序を維持
していくことは大きな国益だったわけです。そしてこの
自由主義的世界秩序は、マルチラテラリズム（multi-
lateralism）＝多国間協調主義をベースにして成
り立っている。従って日本にとっては、多国間協調
主義を維持していくことは非常に重要なテーマであ
ると思いますし、国際協力の前線を担うJICAに、
多国間協調主義をしっかりと支える役割を担って欲
しいという世界からの期待は極めて大きいと思います。
　また、先に触れられたTICAD Ⅵについてお話し
すると、この成功の最大の要因はやはり、アフリカ
各国が主体性、当事者意識を持って取り組んだこと
にあると言えるでしょう。JICAが国際協力の現場に
おいて最も重視しているものは“パートナーシップ”
と“オーナーシップ”、即ち、相手国と対等の立場
に立って信頼関係を構築し、あくまでも相手国を主
役とした事業を実現するということですが、こうした
我々の姿勢がアフリカ各国に伝わり、確かなオーナ
ーシップが根付いていることを実感することができた
ことは、JICAにとってもとても喜ばしいことでした。

──「信頼関係構築」というお話もありましたが、
JICAは2017年7月、「信頼で世界をつなぐ」という
新しいビジョンを発表されました。ここで、ビジョン
策定の背景にどのような議論、問題意識といったも

あらゆる事業の根幹にある「信頼」

のがあったのかについてもお聞きしたいと思います。

北岡　私はそもそも歴史学者なので、歴史の中で積
み重ねられた伝統、文化、価値観といったものを大
切にしたいという思いがあります。JICAの事業の根
幹にあるのはやはり、多くの国と信頼関係を築いてい
くということであり、JICAのすべての取り組みは「信
頼」の上に成り立っているわけです。「信頼で世界を
つなぐ」というのは、こうしたJICAが歴史の中で培
ってきた伝統・文化を正面から採りあげて、ビジョン
として表明しようということですね。
　JICAというのはご存知の通り、Japan International 
Cooperation Agencyの略ですが、この“cooperation=
協力”という言葉を組織名称に使用している機関は、
世界的に見ても実は珍しいのです。他国はだいたい
“assistance＝援助”という言葉を使っている。
“assistance＝援助”ではなく“cooperation=協力”
を、自らを表す言葉として選択するところを見ても、
JICAはその成り立ちから、相互の「信頼」に基づく
事業を展開していこうという確かな意志を持っていた
ことが感じ取れる。また先ほど、JICAが事業の現
場において最も重視するのは“パートナーシップ”と
“オーナーシップ”であるということをお話ししまし
たが、経済発展の主役はその国の人々だというスタ
ンスで、現場における人と人との関係性を大切にし
ながら、相手国と対等の目線で事業を行う姿勢を貫
いてきたからこそ、JICAは途上国との間にかけがえ
のない信頼関係を築くことができたと言えるのではな
いでしょうか。最近では、IMFのクリスティーヌ・ラ
ガルド専務理事（当時、現欧州中央銀行総裁）な
どもいろいろな場所で「信頼」という言葉を口にさ
れていますが、孤立主義、排外主義的な傾向が世
界に台頭してくる中で、「信頼で世界をつなぐ」こと
の大切さが、多くの国、人々の間で認識されてきて
いるのではないでしょうか。
──新たな試みという意味では、理事長は“日本発
の開発学の構築”を提唱しておられます。これにつ
いてもお聞きしたいのですが。

北岡　非西欧諸国の中で、自国の伝統を維持しな
がら経済発展を実現し、かつ近代的な民主主義、
自由、法の支配が確立されている国という意味では、
日本はやはり最も成功したケースの一つと言えるでし
ょう。従って、日本は開発途上国にとっての優れた
モデルケースになると思いますし、またODAの経験
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においても、日本が長らく支援してきた東南アジア、
北東アジアは大きく発展しており、日本、JICAが手
掛けてきた開発援助の手法、方法論は、世界の中
でも非常に高く評価されています。私が考えている
のは、こうした日本に蓄積された知見を発信してい
く仕組みを構築することで、日本を世界の開発学の
中心にしたいということ。具体的には、国内のいく
つかの大学と連携して開発学のプログラムを用意し
てもらう「JICA開発大学院連携」という構想をスタ
ートさせていますが、ここに、途上国から将来の国

創りを担う優秀な人材を派遣してもらい、日本の歴
史や文化も含めて学んでもらうような場を作っていき
たいと考えています。こうした取り組みによって、も
ちろん、途上国の未来を担う人材を育んでいくと同
時に、日本に対する信頼や共感の輪も広げていきた
い。これも、「信頼で世界をつなぐ」ための事業の
一つになるのではないかと考えています。

──新たなビジョンを踏まえて、JICAもさまざまな
新しい試みにトライしていくことになると思いますが、
そこでJICA職員に求められるのは、どのようなもの
だとお考えになるでしょうか？

北岡　JICAは、途上国の経済社会インフラ整備等
の事業に対し、年間１兆円前後の投融資を手がける
世界有数の開発金融機関でもあります。もちろん、

“慎重さの罠”を逃れ
「バッターボックスに立つ」こと
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目の前の現実ばかりを見て萎縮して
しまうのではなく、

歴史を俯瞰的に捉える視点を
持つことができれば、

革新的な発想の拠り所となる出来事、
知見が至る所に

見つけられるはずです。

我々は営利目的で行うわけではありませんが、各国
の経済・財政状況を的確に判断できる力や高度な金
融知識なども当然必要になってくる。また、JICA職
員は人材開発や制度設計といったさまざまな事業に
携わるわけですから、本当に多様で高度な知識が
求められることになります。従って、積極的に学ぶ
姿勢、貪欲に最先端の知識に接する姿勢を持つこ
とは、JICA職員に不可欠であると言えます。
　それに加えて、JICAの仕事は結局のところ人と人
との関係の中で創られていくものですから、関係者
との間に確かな信頼関係を築いていける人間的な魅
力も極めて重要です。JICA職員が仕事の中で接す
るのは、一般市民から大統領クラスに至るまで実に
さまざまです。これら多種多様な人々に向き合い、
しっかりとした関係を築いていける力を、JICA職員
は身に付けていかなければなりません。そのために
は、もちろん知識とそれに基づく分析力といったもの
も大切ですが、それらを踏まえたうえでの、他者か
ら信頼を勝ち得ていく力、人間力といったものが、
極めて重要になってくるでしょう。
　またビジョンと併せて、それを実現していくための
“アクション”、行動指針も提示していますが、そこ
にも掲げた使命感（Commitment）、現場主義とい
ったものは、JICA職員は常に意識していなければな
らないと思います。JICAの仕事は、途上国の現場
に飛び込み、途上国の人 と々苦労を分かち合う中で
実現されるものです。そして、途上国の人 に々とって
JICA職員は、初めて接する日本人であることもまま
ある。つまり、JICA職員の行動、印象が、日本と
いう国の評価に直結するわけです。従ってJICA職
員は、自身が日本を代表しているという使命感を持
ちながら、途上国の人 と々対等の立場に立ち、本当
に途上国の人々に求められる事業を実現していくと
いう姿勢を持って、日々の仕事に取り組まなければ
なりません。その上に築かれる日本、日本人に対す
る共感、信頼こそが、実はJICAの事業の最も重要
な成果なのではないかと私は思います。
──さまざまなお話をお聞きしてきましたが、最後に、
これからJICAを志望する学生の皆さんも含めて、若い
人材に期待するのはどのようなことになるでしょうか？

北岡　若い方と話をする機会があると、私は「バッ
ターボックスに立て」ということをよく言います。つま
り、責任感と当事者意識を持って事に臨みなさい、
ということですね。日本人というのは往々にして、自

身では何もやらないにもかかわらず、脇から人の批
判をして事足れりとする傾向が強い。これでは、本
当の意味で社会を進化させる革新や変革は起こせま
せん。ですから、これから社会に出ようとする若い
方には、自らバッターボックスに立つ気概を持って、
それぞれが取り組む仕事に真摯に向き合って欲しい
と思います。
　今、若者たちが保守化しているということがよく言
われます。しかし私は、それは必ずしも若者たちだ
けのことではなく、日本社会全体が“慎重さの罠”
とでもいうものに囚われているように思えてなりませ
ん。ですから何かを変えるときも、インクリメンタリ
ズム（incrementalism=漸進主義）というか、大
胆な変革ではなく、少しずつ修正していく方向を選
択してしまうことが多い。では、そうした“慎重さの罠”
から抜け出すために何が必要かというと、私は歴史
を学ぶことだと思います。例えば、明治維新で成し
遂げられたことを考えてみてください。300以上あっ
た藩、士農工商という身分制度をドラスティックに
廃止して、まったく新しい国の形を創ったわけです
ね。目の前の現実ばかりを見て萎縮してしまうので
はなく、歴史を俯瞰的に捉える視点を持つことがで
きれば、革新的な発想の拠り所となる出来事、知見
が至る所に見つけられるはずです。
　また、仕事を楽しむ姿勢を持つこともとても大切
だと思います。論語にあるでしょう……「之を知る者
は之を好む者に如かず。之を好む者は之を楽しむ
者に如かず」……ものごとをただ知識として知ってい
る人よりも、本当に楽しんでいる人のほうがずっと素
晴らしいと。好奇心旺盛に、「とにかくやってみよう」
と世界の現場に向き合っていくような姿勢を持った
方にとっては、JICAの仕事は他のどんなものにも増
して、楽しく、喜びに満ちたものになるのではないで
しょうか。
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私にとって
JICAとは

?

1Pa r t

What JICA 
means to me ?

10

組織を考えるうえで、
戦略やビジョンと同様に大切なのが、

“文化”や“理念”“風土”といったものだろう。
特に職業選択の局面においては、
対象とする組織の文化、風土等に

共感できるかどうかは、
重要な意味を持ってくるのではないだろうか。

４人の職員が語る
「自分にとってのJICA」、

そして、「JICAの仕事が意味するもの」……
その言葉の中に、

JICAの豊かな組織文化を読み取って
いただければと思う。
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国際協力の潮流を
世界に発信していく存在
となるために。

山中晋一 Shinichi YAMANAKA
企画部 部長

経済学部卒／1984年入構

1Pa r t 私にとってJICAとは?

インドと日本の
緊密な関係を築いたもの
「私は２度インドに駐在しており、最初はまだ若手職員
だった1988年から３年間、２度目は2009年から2012年
まで、今度は事務所長としての赴任でした。20年近いイ
ンターバルを置いて再びインドの地を訪れたわけですが、
この間にインドは急激な経済成長を遂げ、日印関係自体
も遙かに緊密度を増してJICAへの期待も高まっていまし
た。ですから、所長として駐在した３年間は、大変忙し
くはあったけれどもとても仕事がしやすく、楽しかった。
しかし、最初の駐在時は本当に苦しかったですね（笑）。
インド人というのは非常に論理的で、こちらが要求したこ
とを“はいそうですか”とは受け入れてくれない。私もまだ
若くて、知識・経験的にも未熟でしたから、インド人のカ
ウンターパートからギリギリ絞られるわけです。最初のイ
ンド駐在は本当に、現場で鍛えられる体験だったと思い
ます」
　山中晋一はこのように、自身の現場体験について快活
に語り始める。話の通りインドと深く関わってきた山中に
とって、自身のその後の歩みに大きな意味を持つ体験と
は、どのようなものだったのだろう？
「１度目の駐在期間の後半、1991年にインドは深刻な
経済危機に陥り、経済学者出身で、後に首相となるマン
モハン・シン氏が大蔵大臣に就任してその克服に取り組
みますが、JICAはこの時、世銀やIMFも支援をとまどう
中で円借款による緊急財政支援を行い、インド経済危

機の回避に貢献しました。融資実行の現場には私も立ち
会いましたが、これは特に印象深い仕事として刻印され
ています。後に政府高官や有識者にお会いすると、91年
のJICAの支援を多くの方が覚えていて、未だに感謝の
気持ちを持ってくれていたのは、本当に嬉しかったです
ね。先ほど、２度目の駐在の際は非常に仕事がしやすか
った、というお話をしましたが、それも、長い時間をか
けて培われた信頼関係の賜であり、若き日の私の苦労も、
信頼を支える礎の一部になっているはずだと思います」

　今では企画部長として50名余りの職員を率い、事業戦
略の立案や日本政府との調整を総括する立場にある山中
だが、これからのJICAに求められるものについては、ど
のように考えているのだろうか。
「JICAの仕事において最も重要なものの一つは、“現場
力”というか、途上国の現場での体験に基づいて事業
を構想していく力だと思いますが、このところ私は、それ
だけでは不十分だと考えるようになりました。これは中
東・欧州部長を務めていた頃のことですが、米国ブルッ
キングス研究所との共同研究によって、中東安定化に向
けた政策提言をまとめたことがあります。ご存知の通り中
東は、難民問題やテロといった、現在国際社会の中で最
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“現場力”と“発信力”を結びつける
ことで生まれるもの
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さまざまな
「幸せのかたち」に

根差した、
開発のあり方を
模索する思い。
村田早紀 Saki MURATA
審査部 環境社会配慮審査課 兼 監理課
国際公共政策大学院修了／2016年入構

1Pa r t 私にとってJICAとは?

「学生の頃から漠然と、先進国における資本主義のあり
方というか、経済至上主義のようなものに疑問を抱いてい
たところがありました。とにかくGDPを伸ばして、経済成
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“環境社会配慮”について学ぶ原点だったと思います」
　このように語る村田早紀は、現在審査部に所属し、
JICAが手掛けるさまざまなプロジェクトを環境社会配慮
的観点から審査・監理する業務を担当している。環境社
会配慮とは、開発がもたらす負の側面……環境や生態系、
地域住民への悪影響等をできる限り回避する、或いは最
小限におさえる、という考え方で、JICAが推進する事業
において、現在最も重視されている評価軸の一つであると
言っていいだろう。村田は修士論文のテーマとして既に環
境社会配慮に取り組んだというが、そうした世界に対する
興味・関心のあり様は、どのように育まれたのだろうか？
「中学生の頃に国際交流のボランティアに参加したのが、
世界に対して興味を持つきっかけだったと思います。外国
人の方と一生懸命コミュニケーションして話が通じたとき
に、ああ、なんて楽しいんだろうと(笑)。そうした思いが
高じて、高校は米国ニューハンプシャー州の全寮制校に

“環境社会配慮”という
テーマとの出会い

留学しましたが、先進国ではない、もっと“違う海外”を
知りたいという思いもずっと抱いていました。
　大学では広く国際関係論について学びましたが、授業
の中で、開発のための融資が環境や人々の生活にどのよ
うな影響を及ぼしているかを検証するというものがあり、
そこで、環境社会配慮というテーマに出会ったという形です」

　世界への純粋な憧れから出発し、年齢を重ねるごとに
思索を深めてきた村田は、自身の興味に真っ直ぐに向き
合うことで、JICAというフィールドにたどり着いた。学問
の世界とはまた異なる実務の現場、世界の課題と対峙す
るJICAの仕事、組織文化を、村田は今、どのように捉え
ているのだろうか？
「入構１年目の海外OJTでは３ヶ月間バルカン事務所に派
遣されましたが、その時にとても感銘を受けたのが、JICA
の職員がナショナルスタッフ（現地採用職員）の方 を々とて
も尊重していることでした。途上国で事業を行ううえでは、
もちろん英語だけのコミュニケーションでは足りない部分も
多いので、ナショナルスタッフが担う役割は非常に大きい
のですが、それは単に言語の問題だけでなく、“事業はそ
の国の人のもの”というオーナーシップ、現場主義の考え
方が、事務所内の日常的なコミュニケーションにまでしっ
かりと貫かれているということだと思います。こうした姿勢
によって途上国の人 と々接するからこそ、本当に現地の人々
に求められる事業を実現できているのだということを身をも
って感じることができたのは、とても大きな収穫でした。
　またJICAの職員は、皆なんらかの夢を持って仕事に取
り組んでいる方ばかりで、そこは本当に素晴らしいと思っ
ています。上司や先輩方はそれぞれ自分自身のテーマ、や
りたいことを持っていて、それを実現するためにこの組織
に所属しているということがよくわかる。私自身、とりあえ
ずお金のために職についてといった働き方は想像できず、
自分がやりたいことを仕事にしたいと考えて就職活動し、
JICAに出会ったというところがありますから、今の環境は
とても恵まれていると思います。来週から初めてナイジェリ
アに単独のミッションとして出張するのですが、もっともっ
と自分を高めて、確かなプロとして事業に貢献できる人材
になっていきたいです」
　本物のプロフェッショナルと呼べる人材の根幹には、極
めて純粋な仕事に向かう動機が存在することが多い。ピュ
アに世界と向き合い、自身のモチーフにこだわりながら仕
事に取り組む村田は間違いなく、これからのJICAにとって
不可欠な、“国際協力のプロ”への道程を歩んでいるようだ。

夢を実現するために仕事をする、
という幸福
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一つひとつの国の
歴史・文化まで踏まえた

事業構想を
実現するために。

大野翔太郎 Shotaro ONO
東・中央アジア部 中央アジア・コーカサス課

総合人間学部卒／2006年入構

1Pa r t 私にとってJICAとは?

青年期に抱いた疑問に導かれて
「高校時代、家族でチベットに行ったことがあるのですが、
そこで抱いた疑問が、その後国際協力の仕事を志向する
きっかけになったと思います。チベットは現在、中国の自
治区という位置づけですが、もともとはチベット族が自ら
統治する独立国家でした。しかし私が訪れた時は、首都
ラサにも既に数多くの漢民族が入ってきており、チベット
族が多く暮らす地域は明らかに、漢民族の居住エリアに比
べて貧しく、インフラ整備も遅れている。何故こういうこと
が起こるのか、と」
　以来、少数民族問題、平和構築というテーマが、大野
翔太郎の胸のうちにどっしりと根をおろすことになる。大学
進学に際しても、少数民族問題を学ぶことを軸に学部を
選択した大野がJICAと出会ったのは、必然的なものだっ
たのだろう。
「入構以来主に担当してきたのは、円借款によるインフラ
開発です。バングラデシュの運輸交通インフラ、中国の廃
棄物処理施設、そして現在も、ジョージア、アゼルバイジ
ャン、アルメニアといったコーカサス地域における道路、
電力セクター等の開発を手掛けています。確かに、インフ
ラ開発は直接的に少数民族問題や平和構築に貢献するわ
けではないかもしれませんが、基礎的なインフラが整備さ
れて国全体としての経済のパイが拡大すれば、トリクルダ
ウンでその国に暮らす少数民族の人 に々もその恩恵が波及
し生活も改善していくはず。直接的に少数民族に対して支
援することも重要ですが、長期的にはその国自体が成長し

ないと問題解決しないのではないか……そんな思いを持っ
て仕事をしてきました。また2009年から、戦争が終結し
復興を目指す過程にあったイラクに赴任し、事務所立ち上
げや上下水道整備等の事業を手掛けましたが、赴任中に
携わった技術協力案件（政府関係者を日本に招いて研修
を行う）では、中央政府関係者だけでなくクルド自治政
府関係者にも参加してもらうように、我々の方で働きかけ
たこともありました。JICAは戦争終結後、『一つのイラク』
となるよう支援をしていましたが、私たちがイラク入りする
前の日本への派遣者リストにはイラク中央政府関係者ばか
りで、クルド自治政府関係者はほとんど入っていない。一
部の関係者のみで復興を進めていくのではなく、全ての人
が平和の配当をきちんと享受しないといけないと」

　大野はまた、2014年から１年間、海外長期研修としてイ
ギリス、ヨーク大学に留学し、「戦後復興学～Post War 
Recovery Studies」を学んでいる。青年期から少数民族
問題、平和構築に関心を持ち、イラクという“復興の現場”
も体験してきた大野にとっては、まさに待望の機会だった
のではないだろうか。
「一度俯瞰して、平和構築に関する体系的な理論を学び
たかった、というのは大きいですね。留学中の勉強で私が
特に興味を持ったのは、政治・経済システム等が紛争に至
る過程や紛争後の体制構築にどのような影響を及ぼすの
か。例えば、民主主義・自由主義経済は絶対的に正しい
システムなのか、といったことです。実際、旧共産圏の国々
を中心に、紛争後の国に、欧米型自由主義経済が急速に
移植されることで国のシステムが崩壊した国もあることを知
り、実際にそうした国を訪問する機会にも恵まれました。こ
うした勉強を踏まえ、中央アジア・コーカサスという地域
を担当することになった今、歴史や文化といった、その国、
地域のコンテクストをしっかりと踏まえたうえで、一つひと
つの事業を考えていかなければならない、と改めて強く感
じるようになりました。民主主義的な価値観に立脚した単
一的な方法論だけが正解ではないと思いますし、ある国で
成功したやり方が、必ずしも別の国にとってベストなものと
は限らない。JICAでも開発途上国の“オーナーシップ”“パ
ートナーシップ”を重要視していますが、それよりもさらに
踏み込んで、一つひとつの国の文化・歴史等を踏まえて事
業を構想していかなければならないと考えています」
　青年期に抱いた疑問に導かれ、国際協力の前線に立っ
た大野は、その解を探る思索をJICAでの体験を通じて深
めながら、新しい時代の事業の形を構想しようとしている。

民主主義は絶対的な
システムなのか？ という問い
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“一人でできることには
限りがある”という

認識から生まれるもの。
竹田幸子 Sachiko TAKEDA

東南アジア・大洋州部 東南アジア第五課
法学部卒／2006年入構

1Pa r t 私にとってJICAとは?

揺るぎない一本の柱を
職員皆が共有している組織
「ある円借款案件の契約条件を詰めていくプロセスで、
上司に烈火のごとく怒られたことがあります。専門部局の
担当者から“基本的なひな型としてはこういうことです”
と言われたのをそのまま上司に持っていったら、『君はち
ゃんと自分の頭を使って考えたのか、自分自身の仕事と
して、本当にその国にとってベストなものを提案したいと
考えているか』と。JICAにはこのような、常に途上国の
ために最善のものを案件ごとに考え抜く、といった文化
が根付いていますし、日本の代表として、途上国の経済・
社会発展に貢献していくという明確な目標、揺るぎない
一本の柱を、職員皆が共有している。そういうところが、
私にとってはとても魅力的でした」
　このように語る竹田幸子は、米国大学院への留学、
開発系コンサルティング会社での業務経験を経てJICA
に入構したという経歴を持っている。現在は東南アジア・
大洋州部に所属し、さまざまな課題に取り組んでいる竹
田だが、コンサルティング会社勤務時代はJICAから業
務を依頼される立場だったという。
「JICA等からの依頼を受けて、案件形成から事業完了
後の効果検証に至る、プロジェクトのさまざまなフェイズ
における調査を行うのが、私が勤務していたコンサルテ
ィング会社の仕事でした。そうした中で、JICAの中に身
を置いた方が、途上国の政策立案プロセスに深く関与で
きるということが見えてきたことが、JICAで働きたいと考

える大きな動機になりました。そして何よりも、JICAの方々
がとても魅力的であったことが、転職を決めた最大のポ
イントでしたね」

　JICA入構後の竹田は、ベトナムにおける経済政策や
各種制度などの改善を後押しするプログラムや円借款に
よる上下水道整備事業等の審査を手掛け、2009年から
はフィリピンに次長として駐在。防災、水、農業といった
幅広い事業を推進する傍ら、ナショナルスタッフ（現地
採用職員）の育成にも注力したという。また竹田はワー
キングマザーでもあり、フィリピン駐在は単身赴任だった
というから、仕事に取り組むうえでさまざまな葛藤もあっ
たのではないかと推察されるが、どうなのだろうか？
「単身赴任するというのは、私にとっては本当に究極の
選択でした。夫が家事全般に精通していて娘との関係も
良好でしたし、娘も中学受験を頑張りたいという意志を
持っていたので最終的にはそれを尊重しましたが、自分
の中で葛藤がなかったと言うと嘘になるでしょう。ですか
ら、フィリピン駐在中は毎日朝晩スカイプをつないで娘
と会話し、運動会などのイベントがある時は、金曜午後
のフライトでマニラをたって月曜早朝にまた東京を出発す
るという、そんな生活をおくっていました。しかし、JICA
で働く以上在外勤務は当然のことだと考えていましたし、
私が特別なケースだという意識はまったくありませんでし
た。そして何より、仕事は本当に楽しくてやりがいがある。
確かに、家族に負担をかけたことは間違いないと思いま
すが、“大きな困難を乗り越えて”というような思いは私
自身にはなかったというのが正直なところです。
　ベトナムを担当していた頃に悟ったことがあるのです
が、それはつまり“一人でできることには限りがあるのだ
から、人に頼ろう”ということ。たとえ私が必死に頑張っ
て勉強しても、金融政策に精通した専門家のような高度
な知見を獲得することはできません。一人で何でも完璧に
やらなければと頑張るより、専門家を動員し、その知見
をまとめた方が、相手国にとってもより良い事業になるは
ずです。同じように仕事と家庭を両立していくうえでも、“家
族に頼ろう”と達観できるようになってからは、随分気持
ちが楽になりましたね」
　竹田はあくまでも淡 と々、自身のキャリアについて笑顔
で語る。その軽やかでしなやかな感性はおそらく、後進
にとってかけがえのない“働き方”の指標を生み出し続
けているのではないか。

仕事が本当に楽しい、
その思いを推進力に
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える大きな動機になりました。そして何よりも、JICAの方々
がとても魅力的であったことが、転職を決めた最大のポ
イントでしたね」

　JICA入構後の竹田は、ベトナムにおける経済政策や
各種制度などの改善を後押しするプログラムや円借款に
よる上下水道整備事業等の審査を手掛け、2009年から
はフィリピンに次長として駐在。防災、水、農業といった
幅広い事業を推進する傍ら、ナショナルスタッフ（現地
採用職員）の育成にも注力したという。また竹田はワー
キングマザーでもあり、フィリピン駐在は単身赴任だった
というから、仕事に取り組むうえでさまざまな葛藤もあっ
たのではないかと推察されるが、どうなのだろうか？
「単身赴任するというのは、私にとっては本当に究極の
選択でした。夫が家事全般に精通していて娘との関係も
良好でしたし、娘も中学受験を頑張りたいという意志を
持っていたので最終的にはそれを尊重しましたが、自分
の中で葛藤がなかったと言うと嘘になるでしょう。ですか
ら、フィリピン駐在中は毎日朝晩スカイプをつないで娘
と会話し、運動会などのイベントがある時は、金曜午後
のフライトでマニラをたって月曜早朝にまた東京を出発す
るという、そんな生活をおくっていました。しかし、JICA
で働く以上在外勤務は当然のことだと考えていましたし、
私が特別なケースだという意識はまったくありませんでし
た。そして何より、仕事は本当に楽しくてやりがいがある。
確かに、家族に負担をかけたことは間違いないと思いま
すが、“大きな困難を乗り越えて”というような思いは私
自身にはなかったというのが正直なところです。
　ベトナムを担当していた頃に悟ったことがあるのです
が、それはつまり“一人でできることには限りがあるのだ
から、人に頼ろう”ということ。たとえ私が必死に頑張っ
て勉強しても、金融政策に精通した専門家のような高度
な知見を獲得することはできません。一人で何でも完璧に
やらなければと頑張るより、専門家を動員し、その知見
をまとめた方が、相手国にとってもより良い事業になるは
ずです。同じように仕事と家庭を両立していくうえでも、“家
族に頼ろう”と達観できるようになってからは、随分気持
ちが楽になりましたね」
　竹田はあくまでも淡 と々、自身のキャリアについて笑顔
で語る。その軽やかでしなやかな感性はおそらく、後進
にとってかけがえのない“働き方”の指標を生み出し続
けているのではないか。

仕事が本当に楽しい、
その思いを推進力に
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1994年に発生したジェノサイド（民族大虐殺）を乗り越え、「アフリカの奇跡」と呼ばれるほどの
経済成長を続けるルワンダ。ここでは、駐日ルワンダ共和国大使を務められたチャールズ・ムリガンデ氏に、
このような驚異的な成長の背景にどのような取り組みがあったのか、
そして、JICAの協力への評価について、話を聞いた。

我 の々優先課題を尊重しながら
「国創り」を支援するJICAは、
ルワンダの未来に大きく貢献しています。

世界から見たJICA
I n t e r v i e wI n  F o c u s01

チャールズ・ムリガンデ氏 Dr. Charles MURIGANDE 駐日ルワンダ共和国大使

──ルワンダは「アフリカの奇跡」と
呼ばれるほどの急速な経済発展を続
けていますが、それを可能にしたのは
どのようなものだったのかということ
を、先ずお聞きしたいと思います。

CM　ポイントは三つあると思います。
先ず一つ目は、強力なリーダーシップ
が存在すること。ポール・カガメ大統
領はルワンダの国家開発に関する明確
なビジョンを持っており、かつ、ルワ
ンダ国民が置かれている状況、人々
の生活にまで細やかな配慮が行き届
いている。こうしたビジョナリーなリー
ダーの下に、国が一つになって進んで
きたことが、先ず成長を実現できた大
きな理由だと思います。二つ目は、明
確な目標を持っていること。我々は、
“VISION 2020”という開発ビジョン
を掲げ、2020年に中所得国入りを果
たすことを目指しています。具体的行

ニーズにしっかりと耳を傾ける
ことから始まるJICAの事業

動に先立ち、目標に基づいて、経済
成長のボトルネックを解消し、発展さ
せていくべき分野を明確にしています。
そして三つ目は、さまざまな施策の実
施計画をしっかりと策定し、中央政府
から地方自治体に至る全ての行政機
構、担当者が共有していることです。
それぞれの施策の進捗状況をモニタ
リングする体制も整えていますが、こ
れも適切に機能していますね。
　あと一つ、ここに付け加えるとすれ
ば、ルワンダは1994年に凄惨なジェ
ノサイドを経験し、国が崩壊する危機
に見舞われました。これを経てルワン
ダ国民は、国をなんとか復活させたい、
国のためにできることは何でもやろうと
いう、強い意志を持つようになってい
ます。大統領はよく、日本人にできる
こと、アメリカ人にできることがルワン
ダ人にできないわけはないと言ってい
ますが、そうした強い気概を持って、
ルワンダの未来を築いていこうという
思いを国民全体が共有している。これ

が、成長の大きな推進力になっている
のではないでしょうか。
──日本、及びJICAの協力は、ルワ
ンダの中でどのように評価されている
でしょうか？

CM　日本、JICAの協力は、ルワン
ダの中でとても高く評価されていると
思います。日本は、約束したことは確
実にやってくれますし、しかも期限を
守って実行してくれます。これが、先
ず素晴らしい。加えてJICAは、我々
のニーズをしっかりと聞くことから事業
をスタートしますが、これは他の開発
援助機関にはあまりない姿勢です。機
関によっては、我 は々こんなことができ
ます、これをやってみませんかといった、
サプライベースでしか話が始まらないこ
とが多い。そうした意味で日本、JICA
の協力は、我々の優先課題に則した
大きな貢献を果たしてくれています。
　また、青年海外協力隊の方々が、
本当にルワンダ国民の生活に溶け込
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Dr. Charles Murigande
1958年、ルワンダに生まれる。60年
に勃発した内戦を逃れて家族と共にブ
ルンジに移り、ここで初等教育から中
等教育を修める。1982年、ベルギー
のFacultés Universitaires Notre-
dame de la Paix に進学、数学を専
攻。1986年に博士号を取得。1989
年に米国Howard Universityに移り、
助教授兼癌センター生物統計学部部長
を務める。1994年のジェノサイドの後
ルワンダに帰国し、復興に取り組む政
府に参加。以降、交通・通信大臣、ル
ワンダ国立大学長、外務・協力大臣、
首相府大臣、教育大臣等を歴任し、
2011年より4年間駐日大使を務めた。

1994年に発生したジェノサイド（民族大虐殺）を乗り越え、「アフリカの奇跡」と呼ばれるほどの
経済成長を続けるルワンダ。ここでは、駐日ルワンダ共和国大使を務められたチャールズ・ムリガンデ氏に、
このような驚異的な成長の背景にどのような取り組みがあったのか、
そして、JICAの協力への評価について、話を聞いた。

我 の々優先課題を尊重しながら
「国創り」を支援するJICAは、
ルワンダの未来に大きく貢献しています。

が、成長の大きな推進力になっている
のではないでしょうか。
──日本、及びJICAの協力は、ルワ
ンダの中でどのように評価されている
でしょうか？

CM　日本、JICAの協力は、ルワン
ダの中でとても高く評価されていると
思います。日本は、約束したことは確
実にやってくれますし、しかも期限を
守って実行してくれます。これが、先
ず素晴らしい。加えてJICAは、我々
のニーズをしっかりと聞くことから事業
をスタートしますが、これは他の開発
援助機関にはあまりない姿勢です。機
関によっては、我 は々こんなことができ
ます、これをやってみませんかといった、
サプライベースでしか話が始まらないこ
とが多い。そうした意味で日本、JICA
の協力は、我々の優先課題に則した
大きな貢献を果たしてくれています。
　また、青年海外協力隊の方々が、
本当にルワンダ国民の生活に溶け込

んで活動してもらっていることには感
謝の念が堪えません。彼らは、ルワン
ダの村の、それこそ村民たちと同じ環
境の中で生活を共にしながらさまざま
な活動に従事してくれています。一人
の人間として、ルワンダ国民に接する
彼らの姿勢、マインドは大変素晴らし
いと思っています。

──大使ご自身のことについても、少
しお聞きしたいと思います。経歴を拝
見すると大使は、過酷な環境の中で
勉学を続けられ、今、ルワンダの国家
開発に携わっておられる。これまで、
大使を支えてきた動機とはどのような
ものだったのかということをお聞きした
いのですが？

CM　私は1958年の生まれですが、
1960年に内戦が勃発し、私の家族は

“Leave your comfort”
本当に求められているところに
行く心の準備を

隣国のブルンジに逃れました。私は少
年時代を難民として過ごしたわけで
す。両親は貧しかったのですが、こう
した困難な状況から離脱するには教
育が何よりも大切だと考えており、私
のために必死になって学費を稼いでく
れました。しかし、大学に進むための
お金はどうしても準備できなかった。
それで私は、さまざまな財団、援助機
関に手紙を書いたのです。このうち、
国連難民高等弁務官事務所の奨学金
制度に合格し、ベルギーの大学に進
学することができました。
　1994年にルワンダでジェノサイドが
起こった時、私はアメリカの大学で教
鞭をとっていました。その時私が考え
たのは、アメリカでの生活は快適で何
の不自由もないけれども、そのかわり、
私がアメリカに大きなバリューを与える
ことはできない。しかしルワンダに帰
れば、私の能力は少しでも役に立つは
ずだということでした。そうして私は、
国が破壊され、水も電気も無いルワン

ダに帰り、人 と々苦しみを分かち合い
ながら、「国創り」に携わることを選択
しました。
　日本の学生の皆さんに申し上げたい
のは、先ず何よりも、しっかりと勉強
してくださいということです。困難な課
題に立ち向かうためには、確かな知識
に裏付けられた思考力が必要です。
皆さんは本当に恵まれた機会を与えら
れているわけですから、それを活かし
て、確かな思考力の土台を築いて欲し
い。あと一つ、お話ししておきたいのは、
“Leave your comfort”─今の快適
な生活を捨てて、本当に求められてい
るところに行く心の準備をしておいて
欲しいということです。特にJICAを志
望する学生の皆さんには、こうした覚
悟が求められるのではないでしょうか。
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ラオス 保健医療プロジェクト

ヨルダン シリア難民受入
ホストコミュニティ支援

Story 01

Story 02

  国を創り、
世界を変える
前線へ。

2P a r t

Calling at the Front

22

ラオス 保健医療プロジェクト ミャンマー 
ティラワ経済特別区
開発プロジェクト

アフリカ 回廊開発

Story 03

Story 04

JICA職員にとってのチャレンジの前線、
それは、世界の課題に挑む

現場でもある。今日もJICA職員は、
地球上のあらゆる地域で、

困難を乗り越え、ひたむきな努力を重ね、
開発途上国の人 と々共に、

その国の未来の豊かさを生み出す事業の
実現を目指す。

国を創り、世界を変える現場に立つ、職員たちの
活動をレポートしてみよう。

23



01ラオス 保健医療プロジェクト

昨今、着実な経済成長を続けているラオスだが、
妊産婦死亡率、乳幼児死亡率といった
保健医療分野の指標においては、未だに
ASEAN諸国の中でも最低レベルという
状況を脱していない。
JICAはラオスにおいても長らくさまざまな協力を
行ってきたが、保健医療分野において
近年注力しているのが
“ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ”の
実現である。ここでは、この大目標を
ターゲットとしてさまざまな事業に取り組む、
二人の職員の活動をレポートしてみよう。

S t o r y  

24

“一番届きにくい人”に
適切な保健医療サービスを
届ける……それを
実現する意志と思いの形。
昨今、着実な経済成長を続けているラオスだが、
妊産婦死亡率、乳幼児死亡率といった
保健医療分野の指標においては、未だに
ASEAN諸国の中でも最低レベルという
状況を脱していない。
JICAはラオスにおいても長らくさまざまな協力を
行ってきたが、保健医療分野において
近年注力しているのが
“ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ”の
実現である。ここでは、この大目標を
ターゲットとしてさまざまな事業に取り組む、
二人の職員の活動をレポートしてみよう。

衣斐友美 Tomomi IBI

藤田恵里 Eri FUJITA

人間開発部 保健第二グループ 保健第四チーム
法学部卒・公衆衛生学研究科修了／1999年入構

人間開発部 保健第二グループ 保健第四チーム
国際協力研究科修了／2014年入構

2Pa r t 国を創り、世界を変える前線へ

過酷な状況を“普通のこと”として
受け入れる人々
　WHOが発表した2015年の統計によると、ラオス
の妊産婦死亡率は10万人の出産に対して197人と、
ASEAN諸国のなかでも極めて高い数字を示してい
る。ラオスでは現在も、多くの母親や子どもたちが
適切な保健医療サービスを享受できないために命を
落としているが、その原因は必ずしも、貧困や医療
拠点・人材の不足、交通インフラの未整備といった
物理的要因だけではない。藤田恵里がそのことを痛
感したのは2016年10月、ラオス南部、セコン県にあ
る保健センターに初めて足を運んだときのことだ。
  ラオスの医療施設は行政区分ごとに整備されてお
り、５つの国立病院を頂点に、県病院、郡病院、
そしてコミュニティをカバーする保健センターで構成
されている。保健センターには医師はおらず、数人

の看護師や助産師たちで周辺のいくつかの村に対
し、保健サービスを提供しているケースが多い。
　訪れた保健センターは幹線道路の近くで、舗装は
されていないが通路は整備され、学校も存在する「普
通の村」にあったが、車を１時間ほど走らせると環
境は一変した。
「家屋はまばらで道はでこぼこ、川に板を１枚渡し
て橋にしていたりする状況です。また、村の子ども
たちは皆痩せていて、栄養失調気味であることが一
目でわかる。調査のために村民に話を聞くと“テレ
ビで他の地域の子どもたちの姿を見ると、この村の
子どもたちの栄養状態は悪いのかなと思うけど、自
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Tomomi IBI

国立セタティラート病院待合室

分たちにとってはそれが普通だから、なんとも思わ
ない”と。こうした環境であるにもかかわらず、村
民の多くが携帯電話を持っていることにも驚きました」
　2003年から３年間のラオス駐在も経験し、現在は
ラオスにおける保健医療事業を総括する衣斐友美
が、藤田の言葉を補足する。
「私たちが数週間の調査で訪れることができる村
は、まだいい方だと言えます。ラオスには60以上の
少数民族が暮らしていますが、こうした民族の中に
は、出産の際に自宅とは別の“お産小屋”に入る、
森に入って一人で出産する、といった土着的な風習
をいまだに守っている人 も々います。確かに保健統
計を見れば、ラオスの妊産婦死亡率、乳幼児死亡
率は未だに高いわけですが、こうした環境の中で生
活している人々は、それを“普通のこと”として受け
止めてしまっている現実がある。特に保健医療分野
においては、格差は物理的なものだけでなく、知識
や意識の部分も大きいのです。私たちの仕事におい
て重要なのはこうした、“最も厳しい環境に置かれて
いる人々”に適正な保健医療サービスを届ける仕組
みを構築することだと考えています」

　さまざまな格差を乗り越え、“最も厳しい環境に置
かれている人々”にいかにして適正な保健医療サー
ビスを届けるか……それがまさに、衣斐と藤田がラ
オスにおいて取り組む事業のテーマである。

　ラオスにおけるJICAの協力の歴史は古い。1965
年に初めて青年海外協力隊が派遣されると、2014

“ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ”の
実現というテーマ
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Eri FUJITA

年までに延べ600人以上のボランティアが派遣され
るなど、JICAは広範囲な分野において、この仏教
国の発展に貢献してきた。とりわけ保健医療分野は、
長年にわたって看護師や助産師の派遣を継続してお
り、1992年にWHOと共同で公衆衛生プロジェクト
をスタートさせて以降は、その取り組みを面的に進
化させてきた歴史を持っている。そして、こうした活
動の指針となってきたのが、開発に関する国際的な
枠組みである。
　衣斐が現地事務所に駐在した2003～06年当時、
ラオス政府は、2000年に国連ミレニアムサミットで
採択された「ミレニアム開発目標」（MDGs）をター
ゲットとして、さまざまな保健医療事業に取り組んで
いた。
「保健医療を改善するためにはさまざまなトピックに
取り組まなければなりませんが、MDGsの時代は特
に“乳幼児死亡率の削減”“妊産婦の健康の改善”
といった、MDGsに示された母子保健分野を中心
に、JICAとしても協力を行ってきました」と衣斐は
解説する。
　2015年９月、MDGsの後継として国連によって採
択された、新たな開発のためのアジェンダ、それが「持
続可能な開発目標（SDGs）」である。SDGsは、17
の目標とそれをブレイクダウンした169のターゲット
によって構成されるが、この目標の一つ“すべての
人に健康と福祉を”は、日本・JICAが従来から提
唱してきた「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
（UHC）」の考え方を基に設定されたものだ。UHC
とは「すべての人が、十分な質の保健医療サービス

を、必要な時に、負担可能な費用で受けられる」環
境を整えることを意味する。
「ラオスでも2016年あたりから、保健医療分野にお
いて掲げる方針をMDGsからUHCへとシフトさせて
いくようになりました。もちろんこれまでの取り組み
がベースにあるわけですが、私が駐在していた頃を
フェーズ１とすれば、現在はフェーズ３あたりになる
でしょうか。今、私たちがラオス政府と共に進めて
いるのは、2025年を目標に、ラオス全土にUHCを
定着させていく試みと言えます」と、衣斐は一連の
流れを説明する。
　こうしたタイミングで保健医療チームに異動し、
ラオスを担当することになったのが藤田である。
「現在、ラオスにおいてJICAが進めている取り組
みは“サービスデリバリーの強化”“保健人材の育
成”“アクセスの改善”という三つの柱を持っていま
す。このそれぞれを、技術協力や無償資金協力とい
ったさまざまな援助スキームを活用しながら具体的
な事業へと落とし込んでいくことが、私たちの仕事と
いうことになります」と藤田は解説するが、“2025年
までにUHCを達成する”という大目標を掲げながら

チャンパサック県病院
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セタティラート病院

個別事業を現場の中で具体化していく作業は、言葉
で整理するほど容易なものではなかった。

「この案件は他の事業とどんなつながりがあって、
2025年までにUHCを達成するという大目標の中でど
ういう位置づけにあるのか……その整理というか、
関係者との調整が思いの他大変でした」と、藤田は
言う。
  例えば、十分な保健医療サービスを提供し、病院
での臨床研修に最適な環境を整えるための、首都
ビエンチャンにある国立セタティラート病院と、ラオ
ス南部の中核病院であるチャンパサック県病院の新
棟建築・機材供与に関する案件。
「二つの病院からは当初、あんな機材が欲しい、
こんな機能を含んだ施設を建ててほしい、というさ
まざまなリクエストが寄せられました。JICAの支援
を通じ、ラオスの保健医療サービスの改善に協力し
たいという気持ちは一緒ですが、一方で予算も限ら
れるなか、私たちとしてもすべての要請に応えること
はできません。UHCという大きなテーマを射程に入
れつつ個々の事業の意味を整理し、それに基づい
て関係者と調整していくわけですが、その過程では
かなり議論が白熱する局面もありました」
　ラオス政府関係者との交渉の場で、藤田はこんな
体験もした。セタティラート病院改修に関連して、
当初の要請には入っていなかった手術室の改修と、
母子保健科診察室の拡張を新たに盛り込みたいと、
ラオス側が主張してきたのだ。
「手術室の改修に関しては、高い技術レベルが求
められることもあり、日本の協力によって実施するこ

“自立性”と“持続性”をいかに
担保していくか

とで合意しました。しかし母子保健科診療室に関し
ては、基本的には、壁を一つ取り払えば済む話だっ
たのです。であれば、JICAには頼らず、ラオス政
府自らがやってくださいというお願いをしました」
　衣斐は、藤田の話の意味するところを、次のよう
に説明する。
「JICAとラオスは非常に親密な関係を築いています
が、一方で“援助慣れ”してしまっているところがあ
るわけです。私たちとしては、プロジェクトが終わっ
て予算がなくなると、また元の状態に戻ってしまうと
いうのではなく、ラオスが自立的に自らの状況を改善
していけるようになってもらいたい。自立性、持続性
をいかに担保していくかということは、事業を構想す
るうえで私たちが常に念頭に置いていることです」

　2006年にラオス駐在を終えたあと、人間開発部
で感染症対策事業を担当、育児休業を経て財務や
広報など管理部門でのキャリアも積んだ衣斐は、ラ
オス関連の保健統計を確認するたびに、数字の背
景にあるものについて思いを馳せるという。
「子どもが死ぬということは、その数字のすべてに
母親や家族の悲しみが存在するということです。圧

“一番届きにくい人”に届けることこそが
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倒的な格差の中で、子どもたちや母親たちが命を落
としている。それをなんとかしなければというのがや
はり、私が仕事に向かう動機でしょうか」
　2015年に大学院で公衆衛生学を学んだのも、そ
んな思いに突き動かされてのことだ。研究のための
フィールドワークでラオスを再訪した衣斐は、この
国の変化を感じさせる光景にも出会った。ある地方
の保健センターを訪れたとき、男性の助産スタッフ
が働いているのを目にしたのだ。
「かつては、こうした保健センターには助産スタッ
フはいませんでした。彼に話を聞くと、もともと看護
師だったが、地域で求められているから訓練を受け
て助産師の資格もとったということでした。このよう
に少しずつですが、人々の意識も変わってきている
ことは間違いありません」
  だが、変わったのは保健センターの光景だけでは
ない。ラオスはこの間順調な経済成長を続け、GDP
は10年前の３倍以上に拡大している。主に都市部で
増大している中間層・富裕層の間では、糖尿病、高
血圧といった生活習慣病も増加しており、富裕層の
中には、高度医療を求めてタイに渡る人たちもいる
という。その一方で、数多くの貧困層、少数民族が
暮らす地方・山間部の住民たちは、適切な医療サー

2Pa r t 国を創り、世界を変える前線へ
ビスからは遠ざけられたままだ。
「ラオスが順調に経済成長を続ければ、30年後、
40年後にはこうした状況は改善されているかもしれ
ません。しかし、それでは遅すぎる。現状のままで
は格差は広がるばかりで、貧しい人々は常に、肉親
の死と背中合わせに生きていかなければなりません。
そうした“一番届きにくい人たち”にこそ、適切な保
健医療サービスを届けていかなければならないと考
えています」
　衣斐はそのように、自身の仕事の意義を再確認す
る。そして、そうした思いは世代を超えて、藤田にも
共有されている。藤田が“サービスデリバリーの強化”
を目指す事業のアイデアとして紹介してくれたのはまさ
に、“一番届きにくい人たち”に“持続的に”保健医
療サービスを提供していくための構想と言えるだろう。
「山間部の僻地に暮らす人 で々も携帯電話は持って
いるわけです。最新のICT技術を使えば、そうした
状況を活用して、緊急連絡体制や医療情報を提供
するネットワークを比較的安価に構築できるのでは
ないか……そんなことも考えています」

　本部オフィスで仕事をする時、藤田は「シン」と
呼ばれる巻きスカートのようなラオスの民族衣装を
着用している。
「東京にいると、今向き合っている仕事がいったい
誰のためなのかわからなくなることがあります。常に
ラオスで暮らす人たちを身近に感じていたくて、これ
を着るようになりました」
  そうした姿勢は、ロールモデルとして見つめてきた
先輩の背中から自然と学んだものかもしれない。セ
コン県の小さな村の現状を目の当たりにして藤田が
ショックを受けているとき、衣斐は後輩にこんな声
をかけるのを忘れなかった。
「この村はまだましな方よ。今日私たちが会えない
人たちこそが、私たちの協力を最も必要としている
人たち。その人たちを想像することを忘れないで」
　UHCを実現していくためには、制度設計、医療
設備の整備・改善、医薬品供給の適正化、人材育成、
財政管理・財源の確保といった多種多様な事業を
複合的に進めていく必要がある。それら一つひとつ
に根気強く取り組み、形にしていくために求められ
るのは、途上国の人々のより良い未来を願う思いで
あることを、衣斐と藤田の活動が教えてくれるので
はないか。

受け継がれる思いと意志
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02ヨルダン シリア難民受入ホストコミュニティ支援
S t o r y  
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 “人道援助”と“開発援助”を
融合させる事業によって、
難民とホストコミュニティ
双方の未来を築く。
「21世紀最大の人道危機」と呼ばれるシリア内戦は、
国民の約半分、1,000万人以上を難民に
陥れるという過酷な現実を生み出した。
その影響はもちろん、難民を受け入れる国、
ホストコミュニティを直撃する。
そして、シリアの隣国として大量の難民が
流入したヨルダンは、
もともと水不足にあえぐ国でもあった。
そこで、JICAは何を行うのか？
難民を受け入れる
“ホストコミュニティ支援”という
新しい形の事業の実現を目指した、
二人の職員の活動を追ってみよう。

吉川正紀 Masanori YOSHIKAWA

木村真樹子 Makiko KIMURA

中東・欧州部 中東第二課
経済学部卒／2000年入構

地球環境部 水資源グループ
行動社会科学部卒／2014年入構

中東地域の緩衝材、
ヨルダンの重要性
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　チュニジアで勃発した民主化を求める反政府運動
（いわゆる“ジャスミン革命”）に端を発した「アラブ
の春」が、ヨルダンの隣国シリアに飛び火したのは、
2011年３月のことである。各地で起こった反政府デ
モに対してアサド政権が武力弾圧を始めると、多く
の難民が国境を越えてヨルダンに流入するようにな
った。
　当時、JICAイラク事務所に駐在していた吉川正
紀は、難民の多くが流入したヨルダン北部、シリア
と国境を接するマフラック県に足を運んだ。中東地
域に深く関わってきた吉川は、難民の流入が周辺国
にもたらす影響を憂慮していたのだ。
「ヨルダンは長らく、中東の中でも最も政情的に安
定し、地域における緩衝材としての役割を担ってき
た国だと言えます。中東地域では珍しい非産油国で、

多くのアラブ諸国と対立する隣国イスラエルとも、水
やエネルギー資源を共有しています。こうした事情も
あって、さまざまなバランスに配慮する立場を堅持す
ることで、ヨルダンは周辺諸国や世界と良好な関係
を築いてきました。だからこそ、ヨルダンが安定を
保つことは、地政学的に極めて大きな意味を持って
いるわけです。逆にヨルダンが崩れてしまえば、周
辺地域を含む中東全体の流動化へと波及していく
恐れがあります。シリア難民を受け入れるヨルダンの
“ホストコミュニティ”支援は、こうした観点からも
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非常に重要な意義を持つものなのです」

　マフラックを訪ねた吉川の目に飛び込んできたの
は、行き場を失ったシリア難民たちが、学校の体育
館や空き家、建設中のビル等で身を寄せあう姿だっ
た。国境から約15㎞離れたところにザーダリ難民キ
ャンプが設置されていたが、難民の８割以上は、キ
ャンプではなく街の中に新たな居場所を見つけようと
していたのだ。
　だがしばらくすると、明らかに難民と判別できるよ
うな人々は見当たらなくなってきた。難民たちがいな
くなったわけではない。彼らはいつのまにか、地域
コミュニティの中に溶け込んで暮らし始めていたので
ある。そしてそれは、ヨルダンという国の成り立ち、
その歴史を顧みれば、決して意外なことではない。
  ヨルダンは1946年に独立したが、2年後に第一次
中東戦争が勃発すると、何十万人というパレスチナ
難民がこの地を目指した。その後もパレスチナ難民
は増加の一途をたどり、現在は国民の半数余りが
パレスチナ難民とその子孫である。以降も、レバノ
ンやイラク、リビア等で紛争が勃発するたびに、多
くの人々がヨルダンへと避難してきていたのだ。

水不足の国に流入する大量の難民

「ヨルダンが中東の中で中立的で安定した国だとい
う認識は、周辺国ほとんどの人々が持っていると思
います。そうしたこともあって、シリア内戦が始まっ
た2011年から現在までに、100万人近い難民がヨル
ダンに逃れ、住み着くようになりました。ヨルダンの
総人口はもともと600万人ぐらいですから、これだけ
の数の人々が一気に流れ込めば、受け入れ側コミュ
ニティの機能が破綻してしまうおそれがあります」と
吉川は言う。
　なかでも、最も深刻なのが水である。国土の約
75％が砂漠で占められるヨルダンは、従来から慢性
的な水不足に苦しんできた。国民一人あたりの水資
源賦存量は年間145立方メートル。これは、一般的
に水不足と定義される基準である年間1,000立方メ
ートルを大きく下回り、一部のメディアでは「世界で
最初に水が枯渇する国」とも指摘されている。
　首都アンマンを含め、各地で給水制限が続く中、
シリアとの国境に近く、難民流入の影響が大きいイ
ルビッド、アジュルン、ジェラシュ、マフラックとい
う北部の4県では、急増する人口に上下水道の整備
や管理が間に合わず、飲料水の不足にとどまらず、
衛生状況の悪化など、水をめぐるさまざまな問題が
一気に噴き出した。水をめぐってホストコミュニティ
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Makiko KIMURA

Masanori YOSHIKAWA

と難民との間に生じる感情的な摩擦が、新たな紛争
の火種になりかねない、そうした懸念が浮上してき
たのである。

　ヨルダン北部４県を対象にした上下水道整備計画
を提起する『ヨルダン国シリア難民ホストコミュニテ
ィ緊急給水計画策定プロジェクト』と呼ばれるマス
タープラン作成にJICAが着手したのは、2013年12
月である。これは、難民の流入が給水に及ぼす影
響を精査し、ホストコミュニティにおける持続的な上
下水道サービスを確立するためにどのような事業を
行っていけばいいかを、中長期的な視点から示すこ
とを目指すものだ。2015年１月に完成したマスター
プランは、事業完成のターゲットを2035年と設定し、
ホストコミュニティの水不足解消に向けた具体的な
施策が詳細に盛り込まれている。
　2016年６月に水資源グループに配属され、ヨルダ
ン担当となった木村真樹子は、マスタープランの意
義についてこのように説明する。
「JICAは、このマスタープランに基づいて、基本
的に無償資金協力事業の活用を念頭に、送水管や
配水管の新設・更新を中心とする上水道施設整備
などさまざまな事業を具体化していきますが、やはり
我々だけですべての協力ができるわけではありませ
ん。ヨルダン政府とも協議しながら、今回我々がま
とめた計画をさまざまなドナー（援助の主体）にも広
く活用してもらい、世界の力を合わせる形で事業を
実施していくことができれば、ヨルダンにとっても、

“人道援助”と“開発援助”の融合

多くの難民にとってもより良い結果が生まれます。そ
うした、水支援におけるプラットフォームとして、こ
のマスタープランが機能していくことが最良の形だと
考えています」
　木村は、幼い頃からUNICEF等の活動に興味を
持って国際協力の仕事を志し、大学院では平和構
築学を学んだというバックグラウンドを持っている。
そうした木村にとってこのプロジェクトは、また別の
視点からも大きな意味を持つものだ。
「UNICEFやUNHCR（国連難民高等弁務官事務
所）といった国連機関等が手掛けるのは“人道支
援”、JICAが担うのは“開発協力”であり、二国間
援助機関として国を対象とした協力を行うJICAは、
直接難民のみを対象とした支援を行うことはありま
せん。しかし切実な援助の現場を考えれば、“人道
支援”と“開発協力”はシームレスにつながってい
かなければならないはずです。今回のプロジェクト
は、“人道支援”と“開発協力”双方の観点から事
業を実現しようとする、JICAの姿勢を示すものだと
言えると思います」
「“人道”と“開発”を結びつけようという発想は、
JICA職員にDNAのように継承されているもの」と
吉川も語るが、困難に直面する難民に直接裨益する
“人道支援”は、一般にもわかりやすく、社会から
の支持も得やすいという傾向がある。木村や吉川も、
“人道”と“開発”を融合させた「ホストコミュニテ
ィ支援」の意義を、政府関係者やメディア等に説明
するうえで、苦慮する局面が何度もあったという。
「例えば、『今回のJICAの支援によって何人の難民
が救われるのか』といった説明はわかりやすいと思
います。一方で、シリア国内の混乱が長期化する中
で、本質的に難民が“救われる”ということは、コ
ミュニティの中に定着し、生活の基盤を築くという

33



ことです。そこで大切になってくるのが、JICAが手
掛ける“開発”の視点なのです」と木村は語る。

　マスタープランを具体化する事業を進めていくうえ
で、二人が直面した課題はこうした理念的なものだ
けではない。現地の治安状況への不安などを理由
に、無償資金協力事業に関心を持つ日本企業が少
ないという情報を入手したのだ。
「JICAが実施する無償資金協力事業の場合、日本
企業が工事を請け負うのが一般的な形です。私たち
もヨルダン側も、日本の技術・工法によって工事を
実施する前提で計画を進めていましたが、その前提
が崩れてしまったのです」と、木村は当時の混乱を
振り返る。
「日本企業による実施が困難な場合、これまで計画
してきた設計方針や理念を崩さず、当初予定してい
たスケジュールで事業を実施するためには、どうい
うやり方が考えられるのか。吉川さんのチームと協
議を重ねさまざまな可能性を検討しましたが、最終
的に紛争影響地域でのインフラ開発、水道管敷設
工事等の経験を持つ、UNOPS（国連プロジェクト

事業の実施を阻むもの

サービス機関）に実施を委ねることにしたのです」
　JICAは事業の実施において他援助機関との連携
を推進しているが、事業の実施自体を他援助機関
に委ねることは多くはない。吉川、木村をはじめとす
るJICAスタッフにとっては、スピーディーに実施に
漕ぎ着けるための唯一の策であったが、過去の無
償資金協力事業の経験から、JICAと日本の技術に
大きな信頼を寄せるヨルダン政府にとっては、容易
に受け入れられるものではなかった。
「我が国の治安状況はそれほど悪くはない。なぜ日
本企業は来てくれないのか」
　ヨルダン水道庁の担当者からそう詰め寄られた吉
川と木村は、工事完了までJICAがしっかりと関与す
ることを約束し、なんとか先方の了解を取り付けた
という。
「水というのは人が生きていくうえで絶対に必要なも
のです。私は大学院で平和構築の理論等も学びまし
たが、今回のケースは、緊急性が求められる状況
の中でどのように実効性の高い援助を形にしていく
のかを、現場の中で身をもって体験した出来事だっ
たと思います」と木村は語るが、この臨機応変な判
断は、JICAが重視する“現場力”とはどのようなも
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のかを、実証的に教えてくれるものだと言えるのでは
ないか。

　イラクに２年半駐在した吉川には、痛切な思いと
ともに胸に刻んだ教訓がある。イラクに侵攻してきた
イスラム国（IS）が支配地域を広げていた時期のこ
とだ。ある部族の居住地域で、吉川は上水事業の
実施を担当しており、既に工事のための入札が開始
されていた。しかしこの部族は侵攻してきたISの傘
下にあっさりと入ってしまい、このプロジェクトは中
断してしまったのだ。
「おそらくISは、自分たちの傘下に入った方が暮ら
しは良くなると言って説得したのでしょう。もしも、
私が手掛けていた事業が半年ほど早く進んで、住民
たちも何らかの恩恵を感じられる、イラク政府に任
せても生活の改善が見込まれるのではないかと思え
る段階にたどり着いていれば、その後の展開がまっ
たく違ったものになったかもしれません」
　その悔恨が、吉川の時間に対する概念を変えるこ
とになる。
「日本で生活していれば、おそらく今日と明日で社会

“一日の大切さ”を噛みしめることから

に大きな変化はありません。しかし中東では、その一
日で何かが大きく変わってしまうかもしれません。たっ
た一日の差が、その後の国や地域のあり方に大きな
影響を与えることがあるのです。今日という限られた一
日の中で何を優先すべきなのか、何をすることで中東
に変化をもたらすことができるのか、そのことを明確
に意識するようになりました」
　木村は2017年７月にヨルダンの担当からは離れた
が、引き続き水資源グループに所属し、さまざまな
地域に対する有効な水事業のあり方を構想してい
る。吉川は継続してヨルダンを担当しているが、対
象とする領域は経済政策等にも拡大しているという。
ヨルダンは難民の流入も一因として失業率が高まっ
ており、経済成長も鈍化している。その抜本的な対
策となるような政策改革に向けた支援を、円借款等
を活用して実施しているのだ。
　大国の思惑も絡んで、シリアの内戦終息に向けた
道筋は混迷の度合いを深め、周辺各国で難民対策
が必要な状況も続いている。絶望に向き合い、不確
かな明日を見つめる人 に々、今日という“一日”の中
でできることは何なのか？　吉川と木村は、そうし
た思いを胸に、日々の仕事にひたむきに取り組む。
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JICAの総力を結集し、
ミャンマーの
未来を描き出す
国家プロジェクトを
創り上げる。
2011年の民政移管以降、政治・経済の急速な改革、
自由化が進展したミャンマーは、
今や“アジア最後のフロンティア”として
世界から大きな注目を集める存在となっている。
こうした状況を背景として、2012年に
ミャンマー×日本によって調印された
「ティラワ経済特別区開発のための協力覚書」は、
まさに、ミャンマーの未来を描き出す
国家プロジェクトを始動させるものだった。
ここでは、この壮大な構想に血肉を与え、
現場の中でプロジェクトを形にしていった、
二人のJICA職員の動きを追ってみよう。

永井進介 Shinsuke NAGAI

小川 亮 Ryo OGAWA

東南アジア・大洋州部 東南アジア第四課
国際協力研究科修了／2001年入構

民間連携事業部 海外投融資課
法学部卒／2003年入構

まっさらの白地図に構想を描くように
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「歴史や文化の違いというより、共通言語がなかなか
見つからない。そんな感覚から始まりました」
　円借款によってティラワ経済特別区（SEZ）周辺の
包括的インフラ整備を担当する永井進介は、ミャン
マー政府と交渉を始めた2014年７月当時をそう振り
返る。永井が直面した壁の背景には、中国、インド、
タイと国境を接し、地政学的にも極めて重要な位置
を占めるこの国が背負った歴史が影を落としていた。
「1988年の軍事政権によるクーデター以降、西側
諸国による経済制裁にさらされてきた国ですから、
あらゆる分野がグローバルスタンダードから取り残さ
れている。経済、企業活動等に関する法制度や規
制も、電気・水・道路等の経済インフラも、英国植
民地時代のものが手つかずのまま残されているもの
も多い、そんな状態でした」
　しかし、だからこそ、まっさらの白地図に開発構想
を描き込んでいくような本質的な“国創り”に携わる
ことができるのではないか？　それは、開発協力の

仕事に従事する誰もが夢想する、国家の未来をグラ
ンドデザインする壮大なプロジェクトの始まりだった。

　ミャンマーと日本、JICAは、実は歴史的に深い
つながりを持っている。ミャンマー最大規模の発電
所として現在も稼働を続けるバルーチャン第二水力
発電所は、1950年代後半、戦後賠償の一環として
実施された最初期のODAによって建設されたもので

JICAの総合力を結集する
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Ryo OGAWA

ティラワ発電所

ティラワSEZ完成予想図

あり、軍政時代、欧米諸国が足並みを揃えて経済
制裁を実施していた時期も、JICAはミャンマーに事
務所を維持し続け、地道な協力を継続していたのだ。
こうした活動の賜として、ミャンマーには極めて親日
的な文化が根付いている。2011年の民政移管後、
ミャンマーが“アジア最後のフロンティア”として急
速に世界の注目を集める中で、日本、JICAがトッ
プドナー（援助の提供者）としての地位を確立して
いくことになるのも、歴史の中で培われたこうした信
頼関係の素地があったからに他ならない。そして
2012年12月、ミャンマーと日本の未来にとって極め
て大きな意味を持つプロジェクトが動き始める。こ
こでミャンマー政府と日本政府は、「ティラワ経済特
別区開発のための協力覚書」に調印、ミャンマー
政府からも「開国のシンボル的開発モデル」として
大きな期待がかかる、ティラワSEZ開発プロジェク
トがスタートすることになったのだ。

　ティラワSEZは、ミャンマー最大の都市ヤンゴン
から南東約20キロに位置しており、総開発面積は東
京ドーム500個分に及ぶ約2400ヘクタール。この開
発プロジェクトにJICAは、無償資金協力、技術協力、
円借款、海外投融資といったあらゆるODAスキー
ムを総動員して臨む構想を用意した。2400ヘクター
ルのうちの先行開発区域約400ヘクタールをゾーンA
とし、事業主体として、「ミャンマー・ジャパン・テ
ィラワ・デベロップメント社」（以下、MJTD）を設
立することも決定されたが、このMJTDは、ミャン
マー政府とミャンマー企業連合体が51％、総合商社
を始めとする日本の民間企業が39%、そして、JICA
が海外投融資によって10％を出資する日本×ミャン
マーの共同事業体である。つまりJICAは、MJTD
の経営に“株主”として参画するのだ。そして、テ
ィラワSEZが工業団地として発展していくために不
可欠な周辺インフラの整備……発電所建設、上下
水道の整備、道路・港湾・橋梁建設は円借款を活
用して包括的に進められ、経済活動を円滑化してい
くための法整備を始めとする制度設計には技術協力
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Shinsuke NAGAI

によって対応する。民間連携事業部海外投融資課
に所属し、ティラワSEZ開発プロジェクトを担当す
る小川亮は、「本件はまさにJICAの総力を結集して
取り組む、ミャンマー、日本双方にとっての国策プ
ロジェクトであり、民間連携という観点で見ても、こ
れほど近い距離で、JICAと民間企業が協業するケ
ースはかつてないでしょう。本当に、密度の濃い体
験ができていると思います」と語る。
「MJTDは、ティラワSEZを工場建設用地等として
内外の企業に分譲販売することを事業としているわ
けですが、実際に販売するうえで最も重要なポイン
トは、永井が担当している周辺インフラの整備なん
です。電気や水、ロジスティクスなどの民間企業が
事業を行う前提はきちんと用意されますから、安心
してこのSEZに進出してくださいという提案を、
MJTDはさまざまな企業にしていくわけです。従って、
永井の肩には相当なプレッシャーがかかっていたと
思います」
　永井が本プロジェクトの担当となった時点で、円
借款のローンアグリーメントが締結されていたのは、
唯一発電所建設に関するものだけだった。以降永
井は、月に一度のペースでミャンマーの首都、ネピ
ドーに飛び、道路、港湾、橋梁、上水道等を所管
する各省庁関係者との交渉、調整に邁進していく。
「役所はどうしても縦割りの発想になりがちで、各
省庁の担当分野の中で自足してしまう傾向があるの
ですが、ティラワSEZはミャンマーの産業構造転換
と経済発展の起爆剤となるプロジェクトであり、その
中であなた方の役割はこういうことなんだ、というふ
うに、大きな未来の絵姿を示しながら交渉に臨むこ
とに努めました」
 

　ゾーンA開発におけるインフラ整備の最大の難所
となったのは、ヤンゴンとティラワを結ぶ物流の結
節点、バゴー橋の建設だった。現在は片道１車線
の橋しか存在せず、ティラワSEZが本格的に稼働し
た暁には輸送能力が限界を超えることは明らかであ
る。永井とJICAのスタッフは、片道2車線を有する
大型橋梁の建設を前提とした円借款の締結を提案
したが、担当する建設省の役人たちの反応は鈍い。
「なぜこんなにコストがかかるのか、もっといい工法
はないのか」
　永井は彼らの言葉を真摯に受け止め、なぜバゴー

グローバルな基準に照らして
公正な開発を実現する

橋の建設が重要なのか、その本質的な意義を、ティ
ラワSEZのみならず、ミャンマーの産業、経済の発
展という大きなビジョンの一環として語っていった。
「円借款は、相手国政府の“要請”があって初め
て実現されるものですから、我 と々しては、この橋
の建設がミャンマーの将来にとって本当に有益なも
のであるということを納得してもらう必要があるわけ
です。また、いかに低金利、長期返済とはいえ、円
借款はあくまでローンですから、ティラワSEZという
“民間の事業”だけのために、ミャンマー政府が借
金を抱えるわけにはいかないという彼らの思いも理
解できる。ですから我々は、ティラワSEZがこれか
らのミャンマーの国家開発にとっていかに重要な意
味を持つものなのかということ、また、バゴー橋自
体が、ティラワSEZだけでなく、ヤンゴンとタイ、バ
ンコクを結ぶミャンマーの経済発展にとって欠かせ
ない物流の要衝として位置づけられるものだというこ
とを根気強く説いていったのです」
　こうした努力が実を結び、バゴー橋建設のための
円借款は、2016年５月にミャンマー政府から正式の
要請をとりつけ、同年９月に日本政府よりミャンマー
政府に対して支援表明されるに至った。
　また、こうしたプロジェクトを推進していく過程に
おいてJICAがとりわけ注力したテーマの一つが、
開発プロセス自体を、グローバルな基準に照らして
公正でフェアなものにしていくことである。開発用地
で暮らしていた住民に対する「環境社会配慮」に沿
った補償、サポートは、その象徴的な事例と言える
だろう。
「『環境社会配慮』というのは、インフラ開発等が
もたらす負の側面……環境や生態系、地域住民へ
の悪影響……を最小限に抑える、或いは、できる限
り回避するという考え方です。途上国の開発におい
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ては往 に々して、こうした考え方、姿勢がなおざりに
されることが多いのですが、ミャンマーの現行法体
系においても、例えばゾーンAの開発用地で暮らして
いる人たちの立ち退きは、行政からの通達一つで簡
単に実行できてしまうという問題がありました。我々
としては、それではダメなんだということをミャンマー
側に納得してもらい、十分な住民への説明や、必要
となる補償、サポートを用意していったのです」と小
川は振り返る。
　ゾーンAの開発用地には81世帯の住民が暮らして
いたが、これら一人ひとりの住民と対話を重ねたうえ
で合意を形成し、それぞれに寄り添った移転計画を
作成していくようにミャンマー政府を支援していくの
だ。それは、転居先となる住居の用意といったこと
にとどまらず、転職を伴う住民には新たな仕事の斡
旋や職業訓練を実施し、生活形態が変わることに伴
う井戸の使用やゴミ捨てルールの策定といった、コ
ミュニティ作りにまで踏み込んだものだった。
「やはり開発しやすさ、売りやすさといった観点も
開発候補地を検討するうえで重要ではありますが、
この『環境社会配慮』の視点も我々は重視していま
す。また、中長期的な視点でティラワSEZの発展を
考えるなら、進出企業のレピュテーション（風評）リ
スクを排除するという意味でも、グローバルスタンダ
ードに照らして公正な開発がなされる必要があるでし
ょう」と小川は語る。
　こうした永井や小川の努力の集積によって、ティラ
ワSEZはいよいよ、ミャンマーの産業・経済の未来
を担う国家的プロジェクトとして本格的にテイクオフ
していくことになるのだ。

　電力や上下水道、物流施設といった質の高い周辺
インフラを備えた最新鋭の工業団地としてティラワ
SEZ、ゾーンAが開業したのは2015年９月。１年が
過ぎた2016年９月の時点で分譲区画の約8割が既に
販売済みで、60を越える企業の入居が決定している
が、うち半数は日本企業、その他はオーストラリア、
中国、香港、韓国とさまざまな国籍の企業が名を連
ねる。
　そして、こうしたスムーズな分譲・販売が実現し
た背景にも、JICAの技術協力の貢献があった。
SEZの運営・管理にあたる「ティラワSEZ管理委員
会」の中に、企業登記、投資許可、輸出入ライセ
ンス、建築許可、ビザの発給といった、ティラワ

ミャンマーと日本の友好関係の礎として

SEZで事業を行ううえで必要となる許認可を、首都
ネピドーの各担当省庁を回ることなく一括して取得す
ることができる「ワンストップサービスセンター」を
設置したのである。このサービスは、「ASEANで
最も優れたワンストップサービス」と称賛する進出
企業もあるほど、高い評価を得た。
　ミャンマーではティラワのほか、南東部のダウェ
ーでは中国が、西部のチャオピューではタイが、そ
れぞれSEZの開発に協力することを表明しているが、
基本覚え書きの締結から４年弱という短期間のうち
に周辺インフラも含めた開発を実現し、分譲にまで
こぎ着けた例は他にない。
「これはまさに、我々の先輩たちも含めたJICAの
総合力の賜だと思いますし、私個人としても、ミャン
マーのような発展段階の低い国の産業構造転換、
経済発展のトリガーとなるプロジェクトに関われたこ
とは、大きな財産になると思います」と小川が語れば、
「この案件では、マスタープラン作りからスタートし
てプロジェクトに落とし込み、実際にプロジェクトを
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具現化していくプロセスまでを現場で体験できてい
るわけですが、これは本当に開発担当者冥利に尽
きると思います」と永井も言葉を重ねる。
　ミャンマー中央銀行副総裁で、ティラワSEZ管理
委員会委員長も兼任するセ・アウン氏は、2015年９
月に行われたティラワSEZ開業式典のスピーチで次
のように述べた。
「JICAのエキスパートたちの的確で強力なサポート
があったからこそ、わが国にとって初のSEZとなるこ
のプロジェクトは成功をおさめることができたので
す」……この言葉は、JICAの総合力に対する惜し
みない賛辞であると同時に、ティラワSEZが、ミャ
ンマーと日本の友好関係をさらに強化していく礎とな
るものであることを、高らかに宣言するものでもあっ
ただろう。

「私たち開発協力に携わる者にとってのゴールは、

必要とされなくなった時こそが、
開発のゴール

私たちの力が必要とされなくなった時です」と永井
と小川は口をそろえる。それが何年先のことなのか
はわからないが、JICAをはじめとする開発協力機関
の支援を必要としなくなる日こそが、ミャンマー自ら
が、自律的発展プロセスを力強く歩み始める時なの
だ。
　JICAの前身の一つである海外移住事業団の職員
として日系移民の支援をしていた父親の仕事の関係
で、５歳までブラジル、アマゾンにある日本人入植
地で育った永井は、幼い頃から開発協力の仕事に
興味を持つようになった。小川は学生時代にバック
パッカーとしてアジアを旅した時、ベトナムのホーチ
ミンからハノイまで何日もかかる鉄道移動を体験し、
アジアの鉄道インフラの脆弱さを身に染みて感じた
ことが、この道に進むきっかけになった。
　それぞれの“動機”を胸に秘めて開発協力の仕
事に取り組む二人が“ゴール”にたどり着いたとい
う実感を得る時、“アジア最後のフロンティア”ミャ
ンマーは、どんな国に生まれ変わっているのだろうか。
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“インフラ開発”という
固定観念から離脱し、
地域に力強い経済循環を
生み出す、新しい
“回廊開発”を実現する。
2013年の「第５回アフリカ開発会議（TICAD Ⅴ）」に
おいてマスタープランの策定支援が表明され、
2016年のTICAD Ⅵにおいて重点的開発テーマとして
提示された三つの回廊開発計画は、
現在、日本／JICAが推進する
アフリカに対する協力における
中核的テーマであると言えるだろう。
ここでは、新しいコンセプトを持った
この“回廊開発アプローチ”が生まれる
プロセスと、現場の中で事業を
形にしていくための努力を、二人の職員の
活動、思索を辿ることでレポートしてみよう。

讃井一将 Kazumasa SANUI

内山貴之 Takayuki UCHIYAMA

社会基盤・平和構築部 都市・地域開発グループ
工学研究科修了／2005年入構

04アフリカ 回廊開発S t o r y  
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“インフラ開発”という
固定観念から離脱し、
地域に力強い経済循環を
生み出す、新しい
“回廊開発”を実現する。
2013年の「第５回アフリカ開発会議（TICAD Ⅴ）」に
おいてマスタープランの策定支援が表明され、
2016年のTICAD Ⅵにおいて重点的開発テーマとして
提示された三つの回廊開発計画は、
現在、日本／JICAが推進する
アフリカに対する協力における
中核的テーマであると言えるだろう。
ここでは、新しいコンセプトを持った
この“回廊開発アプローチ”が生まれる
プロセスと、現場の中で事業を
形にしていくための努力を、二人の職員の
活動、思索を辿ることでレポートしてみよう。

讃井一将 Kazumasa SANUI

内山貴之 Takayuki UCHIYAMA

社会基盤・平和構築部 都市・地域開発グループ
工学研究科修了／2005年入構

アフリカ部 アフリカ第一課 兼 計画・TICAD推進課
法学部卒／1999年入構

“輸入が９で輸出が１”という不均衡
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「アフリカにおける回廊開発の可能性について調査
してほしい」
　東京の本部からそんな指示を受けた時、当時ケニ
アに駐在していた讃井一将は返答に窮した。回廊開
発はアフリカ各地で既にさまざまな計画が動いてお
り、「なぜ今さら回廊開発なのか」という思いが脳裏
をよぎったのだ。建設関連企業からJICAに転職し、
初めての海外駐在にも慣れてきた2012年のことであ
る。背景には、翌年に横浜で開催される第５回アフ
リカ開発会議（TICAD Ⅴ）に向けた日本政府の意
向があった。讃井への指示は、TICAD Ⅴで日本
政府が提言しようとしていた10個の戦略的マスター
プラン策定支援に回廊開発を盛り込むために、現地
の状況を調査したうえで提案の概要をまとめよ、と
いうものだった。

「ケニアやウガンダ等にまたがって“回廊開発委員
会”という組織も既に存在していましたから、最初
は断れないかと思ったくらいです。しかし、アフリカ
の現状をリサーチしていくうち、考えが変わりました」
と、讃井は振り返る。
　アフリカ大陸54ヵ国の中には、海に接していない
内陸国が16ヵ国存在する。物流の拠点となる港湾を
擁する沿岸国で開発が進み、経済成長が加速する
一方で、内陸国は発展から取り残される……こうし
た沿岸国と内陸国の格差が、アフリカ全体の成長を
阻害する大きな要因となっていた。
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Kazumasa SANUI

ケニア モンバサ港

「アフリカは輸入が９で輸出が１なんです」と、讃
井は言う。
「海外から港に届いた貨物はトラックに積み込ま
れ、内陸に向かう時は満載の状態ですが、帰る時
は空っぽ。もちろん行きも帰りも燃料代はかかりま
すし、ドライバーの人件費も必要ですから、どうし
ても輸送コストが高くなる。従来“回廊開発”と言う
と、道路・橋梁・鉄道といった“インフラ”を造る
ことを意味することが多いのですが、こうした輸送
ルートのみを整備しても、モノの流れのアンバラン
スは改善されません。内陸国から沿岸国に向かう、

新しいモノの流れを生み出すという発想、即ち、“回
廊開発＝インフラ開発”という固定観念から離れた、
新しい開発コンセプトを提示する必要があると考え
るようになりました」

　ケニアに駐在する以前、社会開発部運輸交通グ
ループ（当時）に所属していた讃井は、タイ、ベト
ナム、ラオス、ミャンマーといった国々を結ぶ経済
回廊開発を担当していた。この時手掛けた主要事
業は、橋梁、道路の建設といった、やはりインフラ
開発だったが、インフラ整備によって各国の連結性・
一体性を高め、地域全体の活性化を実現していくこ
とを中核的なテーマとするものであったことは間違い
ない。この頃から、讃井が回廊開発について考える
とき常に参照しているのが、日本の高度経済成長を
牽引した「太平洋ベルト地帯構想」である。
  池田勇人内閣が1960年に発表した「国民所得倍
増計画」における工業立地政策として打ち出された

“コネクティビティ”という視点
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Takayuki UCHIYAMA

ルワンダ ルスモ橋

同構想は、京浜、中京、阪神、北九州といった地
域に集中していた重化学工業拠点の分散と拠点都
市の育成を目指し、資本、労働力、技術といったリ
ソースを適切に配分することで、地域間の均衡のと
れた発展を促していくものだった。
「重要なのは、コネクティビティ（連結性）の発想
です。太平洋ベルト地帯構想が成功したのも、さま
ざまなリソース、地域がつながり、お互いを支え合
うことで、共に発展していくというサイクルが生み出
されたことが大きいでしょう」と、讃井は説明する。
「都市は大きな利益を生み出しますが、アフリカの
都市は自らが獲得した富を輸入で消費してしまい、
内陸部にまで循環していません。例えば、内陸国の
ブルキナファソが沿岸国のガーナにとって不可欠の
役割を担うというように、国と国、都市と都市、ある
いは農村と都市等のコネクティビティを高めていくこ
とで、偏在する富を循環させ、バランスのとれた発
展を促していく。回廊がつなぐ地域を一つの経済圏
と捉え、道路、港湾、鉄道、橋梁といったインフラ
整備のみならず、広く回廊周辺地域の産業ポテンシ
ャルを引き出し、開発していくことで、地域全体の
活性化・発展につなげていく……こうしたコンセプト
を伴った“回廊開発”であれば、アフリカ各国にも
本当に求められるプランになるのではないかと考えま
した」
　調査段階では、ケニア、ウガンダ等の回廊開発委
員会等も訪ね、「JICAとしても回廊開発を手掛けた
いと考えている」というプレゼンテーションを行った
が、当初は冷ややかだった担当者の反応も、讃井
の構想の内実に触れると、ぐっと前のめりになって
議論に加わる様子がうかがえたという。
　こうした讃井のスタディは、「東アフリカ北部回廊
開発」「ナカラ回廊開発」「西アフリカ『成長の環』

広域開発」の三つのプランにまとめられ、2013年６
月、パシフィコ横浜で開催されたTICAD Ⅴにおい
て日本政府が提起し、以降アフリカに対する日本／
JICAの協力の指針となる10個の戦略的マスタープラ
ン策定の構成要素として、世界に披露されることに
なる。

　回廊開発マスタープランに基づく事業にはJICAの
さまざまな部門のスタッフが関わっているが、アフリ
カ部でケニア等の東アフリカを中心とした９ヵ国を担
当するアフリカ第一課と、アフリカ全体の広域開発
の取りまとめ等も担う計画・ＴＩＣＡＤ推進課を兼務
する内山貴之は、「東アフリカ北部回廊開発」の前
線に立つ存在と言えるだろう。2004年から３年間、
東アフリカの内陸国にして世界最貧国の一つ、マラ
ウイに駐在した経験を持つ内山はまた、沿岸部と内
陸部の格差を身をもって知る人材でもある。
「南アフリカ、ダーバンから食用油を運んでいたトラ
ックが途中で事故に遭い、マラウイの商店の棚から
食用油がなくなるといったこともありました。物流を
トラック輸送だけに頼っているので、そこでトラブル
が起こると、マラウイのような内陸国の人々の暮らし
に大きな影響が出る。沿岸部と内陸部の不均衡を
何とかしなければということは、当時から考えていた
テーマでもあります」
  東アフリカ北部回廊は、ケニア、モンバサ港を入
口にして首都ナイロビを通り、ウガンダのカンパラ、
さらにルワンダやコンゴ民主共和国という内陸国へ
つながっていくルートである。学生時代にモザンビ
ークでボランティア活動に従事した経験があり、以
来“アフリカのために働く”ことを切望していた内山
は、JICA入構後もオックスフォード大学大学院に留

現場の中で力を発揮する
マスタープラン
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国境手続円滑化施設整備工事（photo:JICA/Takeshi Kuno）

学してアフリカ学を学び、2015年に念願かなってア
フリカ部の配属となったという経歴を持っている。
先の讃井の話の通り、ケニア、ウガンダといった「東
アフリカ北部回廊開発」の対象地域では既にいくつ
かの回廊開発計画が動き始めていたが、内山が担
ったのは、こうした既存の計画をJICAが提示した
広域開発計画に基づいて捉え直すと同時に、そこに
地域の潜在力を引き出す新たな事業を加えることで、
より発展性を持ったプランへと作り変えていくことだ
ったと言えるだろう。
「それまでの北部回廊開発は、モンバサ港の整備
やナイロビの都市開発といったインフラ面に特化し
たもので、個々の事業の関連性も希薄でした。それ
らをより大きな視点によって包含するマスタープラン
が生まれたわけです。今、アフリカにはさまざまな民
間企業も進出しており、私たちもこうした企業と協力
して事業を行うケースも増えていますが、個々の事
業の優先順位をどのように付けていくか、限られた
リソースを有効活用していくうえでの指針という意味
でも、このマスタープランの存在は大きいと思います」

　それぞれの回廊開発計画は地域的な特色を持ち、
進捗状況も異なっている。先に紹介した「東アフリ
カ北部回廊開発」以外の二つの特徴を、ここで概
観してみよう。
　先ず「ナカラ回廊開発」は、モザンビーク、ナカ
ラ港からマラウイ・ザンビアに至る鉄道と道路を軸
に、その周辺地域の産業活性化を実現することで、
地域全体の発展を目指すものと言える。モザンビー
クは石炭や天然ガスといった資源に恵まれ、今、日
本の総合商社をはじめとする海外資本の大きな注目
を集める国でもある。この天然資源を起爆剤として、

それぞれのプランが目指すものとは？

域内に力強い経済循環を生み出すとともに、開発が
もたらす環境問題、格差等の社会問題を予防・最
小化することが主要なテーマであると言えるだろう。
　次に「西アフリカ『成長の環』広域開発」は、沿
岸国コートジボワール、ガーナ、トーゴと内陸国の
ブルキナファソを結ぶ３本と、コートジボワールとナ
イジェリアを海岸線で結ぶ１本の計４本の回廊を軸
に、沿岸部と内陸部の格差解消を主要なテーマとす
る計画である。ガーナやコートジボワールといった
沿岸国では既に都市化が進んでいるが、内陸部は
未開発の乾燥地域として取り残された状態にある。
ブルキナファソのような内陸部の開発ポテンシャルを
発掘し、域内の発展に“連結”していくことが、大
きなポイントになるだろう。
  現時点で、最も具体的な事業が進行している「東
アフリカ北部回廊開発」を担当する内山が、新たな
案件形成のための指針として、このところ関心を寄
せているのは、“ブルーエコノミー（海洋経済）”で
あるという。
「“ブルーエコノミー”という概念そのものは、海や
湖水といった自然の生態系に倣って、例えば水産業
の振興、湖上交通網の整備、藻を原料としたバイ
オマス発電など、水に関係するさまざまな資源を活用
し、経済循環を生み出していくといった、持続可能
な経済、循環型経済のモデルを提唱するものと言え
ます。今、私が考えているのは、インド洋に面する
ケニア、内陸部のビクトリア湖等における漁業、観光、
海運から船員の教育に至る、“水”に関連したさまざ
まな事業を、回廊開発という観点で捉え直し、現在
は明確な関連性を持っていないこれらの事業の連動
性、循環を生み出すことで、域内の発展に貢献して
いくことができないかということです。ただ、非常に
レンジの広いコンセプトでもあるので、現在は具体
的に取り組むべき対象を絞り込んでいる段階です」
　さらに、東アフリカ北部回廊開発に大きな影響を
与えることになりそうなのが、中国の巨大経済圏構
想「一帯一路」である。中国を起点として、東アジア、
中東、ヨーロッパに至る経済協力関係を構築しよう
とするこの構想には、ケニアをはじめとするアフリカ
東部も含まれる。中国はこの構想の一環として、モ
ンバサとナイロビを結ぶ全長470キロの鉄道を既に
開通させている。
「これまで、JICAが中国と協力して事業を行うこと
はまれでしたが、今回の鉄道建設は、トラック輸送
への依存度を下げて物流を多様化し、コストを下げ
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るという、私たちがマスタープランで描いた開発デ
ザインと合致します。中国のプロジェクトを我々のマ
スタープランの中で位置づけ、さまざまな形で協力し
ていくこともありえると思います」と内山は語る。
　このように、具体的な事業化において先行してい
る東アフリカ北部回廊開発は今後、JICAが推進す
る“回廊開発アプローチ”を、世界に向けてプレゼ
ンテーションしていく役割も担うことになるだろう。

　内山はマラウイ駐在時代に出張でナイロビに出か
けた際、思わず飛び込んだ日本食レストランで新鮮
な魚を口にした時、味覚を感じると同時に自然と涙
がこぼれたという。
「日本人だからこその感激だったと思いますが、内
陸国にいると本当に海産物等は手に入りません。回
廊開発が進んで物流が改善され、沿岸部と内陸部

普遍的なモデルとして
さまざまな地域に応用していく 

の格差が縮まれば、食をはじめとする生活様式その
ものも変化していくのではないでしょうか」
　讃井が現在取り組んでいるのは、アフリカでスタ
ートさせたこの新しいコンセプトを伴った回廊開発
アプローチを、例えば、ミャンマーとタイ、バングラ
デシュとインドといった、他の地域に応用していくこ
とだという。
「こうした地域には今、世界中からインフラ投資等
の資金が集まってきている状況がありますが、本当
に意味のある投資にするためにはやはり、全体像、
グランドデザインが必要です。世界中どこに行っても、
『これがJICAの回廊開発です』と胸を張って提示で
きるモデルを作り上げることが、現在注力しているこ
とと言えます」
　インフラ開発という固定観念から脱した、JICA
が提唱する回廊開発が実現するもの、それは、人、
経済、都市、国等を力強くつなぐ、新しい国際協調
のモデルと言えるのではないか。
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キーワードで読み解く、
JICAと

国際協力の今。
Understanding JICA & International Cooperation 

through Key Words

ここでは、八つのキーワードを切り口として、
JICAの事業内容と国際協力の潮流を概観してみたい。

JICAの事業は当然、
国際社会の動向やグローバルな開発テーマと

密接にリンクしている。
それらを俯瞰しながら、JICAという組織、JICAで働くことの

意義を考えていただければと思う。

1
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1ODA
　現在世界には196の国があるが、そのうちおよそ
150ヵ国が「開発途上国」と呼ばれている国 で々ある。
開発途上国の多くは貧困や紛争といった問題をかか
え、十分な食料や飲み水が得られなかったり、教
育や医療を満足に受けられない状況に置かれてい
る。また、環境破壊や感染症の蔓延、紛争の深刻
化など、地球規模の問題も山積しているが、これら
は決して、開発途上国だけの問題ではない。
　こうした開発途上国が直面する課題を解決し、社
会・経済の開発を支援するために、政府をはじめ国
際機関、NGO、民間企業などさまざまな組織・団体
が経済協力を行っているが、こうした協力のうち、政
府が開発途上国に行う資金・技術の協力を「政府開
発援助＝Official Development Assistance:ODA」
と呼ぶ。ODAはその形態から、二国間援助と多国
間援助（国際機関への出資・拠出）に分けられ、二
国間援助は「技術協力」「無償資金協力」「有償資
金協力」の三つの手法と、ボランティア派遣等の多
様な方法によって実施されている。JICAは日本の
ODAのうち、二国間援助の実施を一元的に担う包
括的開発協力機関である。
　日本は、第二次世界大戦の戦後処理を経て国際
社会の枠組みに復帰し、1954年に「コロンボプラン」
と呼ばれる開発途上国援助のための国際機関に加
盟したが、ここから日本のODAが本格的にスタート
した。以来、60年以上の期間を通じて継続されてき
たODAは、日本と開発途上国との友好関係構築に
大きな貢献を果たし、また、民間の投資を促す“先駆
け”“触媒”としての役割も担ってきたと言えるだろう。

2開発協力大綱
　日本の開発協力、ODAの理念、方針を示すもの
として、2015年２月に閣議決定されたのが「開発協
力大綱」である。それまでは、1992年に制定され、
2003年に改定が行われた「ODA大綱」が、日本の
ODAの指針として機能してきた。「開発協力大綱」
が新たに制定された背景には、ますます多様化、
複雑化が進む開発課題に対して、ODAをより戦略
的に活用していく必要性が生じていること、また、
NGOや民間企業といった多様なアクターとの連携を
進め、民間の資金・ノウハウを開発に呼び込むため
の“触媒としての開発協力”のあり方が求められる
ようになっていること、等が挙げられるだろう。ここ
では、この「開発協力大綱」に示された「基本方針」
と「重点課題」を概観してみよう。

基本方針
①「非軍事的協力による平和と繁栄への協力」…戦
後一貫して平和国家としての道を歩んできた日本にと
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って最もふさわしい国際貢献の形であり、開発協力
の軍事的用途及び国際紛争助長への使用を回避す
るという原則を遵守したうえで、国際社会の平和と
安定、繁栄の確保に積極的に貢献していく。
②「人間の安全保障の推進」…“人間の安全保障”
とは、個人の保護と能力強化により、恐怖と欠乏か
らの自由、そして、一人ひとりが幸福と尊厳を持って
生存することを追求するという、日本の開発協力の
根本にある理念。日本は、特に脆弱な立場に置か
れやすい子ども、女性、障害者、難民といった人々
に焦点を当て、その保護と能力強化を通じて、人間
の安全保障の実現と国際社会における主流化を促
進していく。
③「自助努力支援と日本の経験と知見を踏まえた対
話・協働による自立的発展に向けた協力」…相手国
からの要請を待つだけでなく、日本から積極的提案
を行うなど、対話・協働重視の開発協力を進め、開
発途上国の自助努力を後押しし、将来の自立的発
展を目指すという、日本の伝統的姿勢を示すもの。

重点課題
①「『質の高い成長』とそれを通じた貧困削減」…
貧困削減のためには経済的成長の実現が不可欠だ
が、その成長とは a.成長の果実が社会全体に行きわ
たり、誰一人取り残さないという意味での“包摂性”、
b.環境との調和への配慮や経済社会の持続的成長、

地球温暖化への視点といった“持続可能性”、c.経
済危機や自然災害を含むさまざまなショックへの耐
性および回復力を持つ“強靱性”、の三つを備えてい
る必要がある。日本のODAにおいては、この三つを
同時に実現する「質の高い成長」を目指すこと。
②「普遍的価値の共有、平和で安全な社会の実現」
…「質の高い成長」による安定的発展を実現するた
めには、一人ひとりの権利が保障され、人々が安心
して経済社会活動に従事し、社会が公正かつ安定
的に運営されることが不可欠であるが、日本はそう
した発展の前提となる基盤を強化する観点から、自
由、民主主義、基本的人権の尊重、法の支配とい
った普遍的価値の共有や、平和で安定し、安全な
社会の実現のための支援を行う。
③「地球規模課題への取組を通じた持続可能で強
靱な国際社会の構築」…人類が共通して直面する
環境・気候変動、水問題、大規模自然災害、感染症、
食糧問題、エネルギー問題等の地球規模課題は、
国際社会全体に大きな影響を与え、特に脆弱な立
場に置かれた人々に深刻な被害を及ぼす。こうした
観点から日本は、気候変動対策、ユニバーサル・
ヘルス・カバレッジ、防災の主流化、生物多様性の
保全並びに森林、農地、及び海洋における資源の
持続可能利用、等を推進していく。

　この「開発協力大綱」で提示された内容はそのま
ま、JICAの活動のアウトラインを示すものであると
言っていいだろう。
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SDGs3
　2015年９月、ニューヨーク国連本部において開催さ
れた「国連持続可能な開発サミット」において、「我々
の世界を変革する：持続可能な開発のための2030年
アジェンダ」が、193の加盟国によって全会一致で採
択された。そして、その行動計画としてかかげられた
目標が「持続可能な開発目標～Sustainable Devel-
opment Goals=SDGs」である。SDGsは、2000年
に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継
と位置づけられ、17の目標（ゴール）と、その達成
を目指すうえでのより具体的な169のターゲットによ
って構成されている。「誰も置き去りにしない～
leaving no one left behind」ことを中核的な理念
に掲げるSDGsは、まさに、この地球上に生きるす
べての人々がより幸福で豊かな未来を築くために、
国際社会が協力して取り組まなければならない課題
を明示していると言えるだろう。
　SDGsは、国際社会の平和・安定・繁栄を目指し、
人間の安全保障と質の高い成長を実現するという
JICAのミッションとも合致しており、JICAはその達
成に貢献していくための“３本の柱”を設定し、既
に数多くの取り組みを行っている。その３本の柱の

内容とは、
１　JICAは、国際社会の平和、安定、繁栄を目指
し、「人間の安全保障」と「質の高い成長」を実現
していく。SDGsはこの理念を加速、推進するもの
であり、JICAはリーダーシップを発揮しゴールの達
成に積極的に取り組む。
２　JICAはSDGsすべてのゴールについて統合的
に取り組むが、日本の知見や技術、開発協力の経
験を活かすことのできる10のゴールについて、中心
的役割を果たしていく（10のゴール＝飢餓・栄養、
健康、教育、水・衛生、エネルギー、経済成長・
雇用、インフラ・産業、都市、気候変動、森林・
生物多様性）。
３　JICAは、SDGsの達成を加速するため、国内
の知見の活用、国内外のパートナーとの連携、イノ
ベーションを図り、SDGsの達成に向けてインパクト
を確保する。

というもの。さまざまなスキームを駆使して、包括的・
総合的な協力を展開するJICAは、SDGsの達成に向
けても主導的な役割を果たしていくことになるだろう。
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JICAの機能

ODA
（政府開発援助） 二国間援助 技術協力

JICA

円借款

無償資金協力

民間連携
◦海外投融資
◦中小企業
　海外展開支援等

その他
◦国際緊急援助
◦市民参加協力

多国間援助

4
　JICAは日本のODAにおける二国間援助の中核
を担う世界最大規模の開発援助機関であり、技術
協力、有償資金協力、無償資金協力、民間連携と
いった多様なスキームを駆使することで、開発途上
国の人々に真に求められる事業を実現していくこと
に努めている。世界を見渡しても、これほど包括的・
総合的な協力を手掛ける機能・能力を有する機関は
他に存在しない。JICAが個々の事業の中で駆使す
る機能、スキームを、ここで概観してみよう。
　先ず「技術協力」は、主に日本の技術・知識・
経験を活かして、途上国の未来を担う人材の育成や
政策・制度の構築等を支援するもの。途上国の課
題・ニーズに応じた専門家の派遣や研修を実施する
ことで、途上国自身の問題解決能力向上を促してい
くものである。
　次に「円借款」は、長期返済・低金利という緩やか
な融資条件によって、途上国が開発への取り組みを
実施するための資金を貸し付ける有償資金協力の
代表的なスキームであり、一般的に、多額の資金を
要するインフラ整備等に活用されることが多い。　
　所得水準が低い途上国を対象に、返済義務を課
さずに社会・経済開発のための資金を提供するのが

「無償資金協力」。これは、学校、病院、井戸、道
路といった生活に不可欠な基礎インフラの整備にあ
てられることが多い。
　また、日本の民間企業による優れた技術・製品
の導入、事業参入等を支援するものとして、近年ま
すます重要性が高まっているのが「民間連携」であ
る。ここでもJICAは、途上国における開発効果が
期待される事業を推進する企業に融資・出資を行う
「海外投融資」や、中小企業の海外展開支援とい
ったさまざまなスキーム、メニューを用意している。
　この他にもJICAは、海外で大規模な災害が発生
した際にレスキュー隊・医療チームの派遣や物資の
供与等を行う「国際緊急援助」、青年海外協力隊事
業等に代表される「市民参加協力」といった多彩な
援助メニューを擁しており、事業の現場においてこ
れらを臨機応変に組み合わせ、途上国の実情に沿
った協力を実現していくことを目指している。こうし
たJICAの活動は、日本の国際社会におけるプレゼ
ンス向上に大きな役割を果たし、グローバル化の進
展によって相互依存を深める世界の中で、国際益・
国益を実現していくという、極めて戦略的意味を持
つものだと言えるだろう。

5
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プロジェクトサイクル

Project 
Cycle

01

0204

03

プロジェクト
形成

プロジェクト
監理

プロジェクト
評価・

フォローアップ

援助戦略の
策定

5
　JICAが推進するプロジェクトは、「プロジェクトサ
イクル」と呼ばれる、一定のプロセスを経て実行さ
れる。案件によっては、この“サイクル”の始まりか
ら終わりまでには長い期間を要するものもあり、そう
した案件では、これらステップの一つひとつを、世
代をまたいで複数の職員が担当することになる。「プ
ロジェクトサイクル」の各段階でJICA職員が担うの
は主に、次のような業務である。

Step 1  援助戦略の策定
　相手国政府との政策対話や他ドナーとの協議、
詳細な現地調査を実施し、対象国の現状とニーズ
を正確に把握・分析する。日本や世界各国がたどっ
てきた発展の道筋を参考にしながら、相手国の数
年から数十年先の国家開発計画を見据え、最も効
果的な支援戦略を策定。刻一刻と変化する開発途
上国の発展の息吹を肌で感じ、相手国政府の高官
と対象国の将来についてその最前線で議論する。こ
れが、JICAによる「国創り」の基本となる。一国の
将来に大きな影響を及ぼす業務であるだけに、担当
職員には不断の研鑽が求められる。

Step 2  プロジェクト形成
　援助戦略に基づき具体的なプロジェクトを発掘・
形成する。JICAの支援の特徴は、相手国からの要
請を受けて行う「要請主義」。しかし単に相手国か
らの要請を待っているのではなく、JICAが調査を
実施、ニーズを発掘し相手国政府に提案するなど、
積極的に関与することも求められる。プロジェクト形
成にあたっては、専門家やコンサルタントの力を借
りながら、対象地域・分野の分析・把握を行い、
課題解決に最適な支援メニューを検討し、プロジェ
クト実施に繋げていく。

Step 3  プロジェクト監理
　プロジェクトが開始された後、当初の計画通りに
活動が実施されているかどうかを適切に監理する。
開発途上国での事業実施にはさまざまな予想外の
事態が発生するが、現地の事情をよく踏まえたうえ
で臨機応変に対応し、問題を解決することが求めら
れる。また発生した問題を解決するだけでなく、必

要であればプロジェクト内容の見直しや追加的な支
援を検討し、プロジェクトがより効果的なものとなる
よう軌道修正を図る。

Step 4  プロジェクト評価・フォローアップ
　プロジェクト完了後、プロジェクトが当初想定して
いた効果を上げているのかどうかを評価する。プロ
ジェクト開始前に行った事前評価に基づき、実際の
結果との比較を定量的に実施する。この際、できる
限り外部の第三者による「外部評価」を実施するよ
うにしている。また、結果を対象プロジェクトの改
善に役立てるだけでなく、評価結果を通じて得られ
た教訓や提言をプロジェクト形成時にフィードバック
することで、今後類似のプロジェクトを実施する際
に、より効果的な、精度の高い案件形成を行うこと
を目指す。
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JICAのビジョン6
Leading the world with trust

1 使命感

JICAは、開発協力大綱の下、
人間の安全保障と質の高い成長を実現します。

信頼で世界をつなぐ

JICAは、人々が明るい未来を信じ多様な
可能性を追求できる、自由で平和かつ豊かな世界を希求し、

パートナーと手を携えて、信頼で世界をつなぎます。

誇りと情熱をもって、使命を達成します。

2 現場
現場に飛び込み、人びとと共に働きます。

3 大局観
幅広い長期的な視野から
戦略的に構想し行動します。

4 共創
様々な知と資源を結集します。

5 革新
革新的に考え、前例のないインパクトをもたらします。 

Commitment

Gemba

Strategy

Co-creation

Innovation

Missionミッション

Visionビジョン

アクションActions

　2017年７月、JICAは「信頼で世界をつなぐ～
Leading the world with trust」という新たなビジ
ョンを発表した。2015年には、「開発協力大綱」
「SDGs」といった、JICAの事業環境にも大きな影
響を及ぼす枠組み、目標が設定されたが、これらも
踏まえて、新しい時代に向き合うJICAのあり方を表
明したのが、このビジョンであると言えるだろう。
　JICAは、長い開発協力の歴史の中で、一貫して
相手国の立場を尊重しつつ、対等な目線・立場で共
に解決策を模索するという姿勢・アプローチを貫い
てきた。これを体現する言葉が“オーナーシップ”“パ
ートナーシップ”であり、相手国との間に確かな信
頼関係を構築するために求められる姿勢を示すもの
にほかならない。今、国際社会の中では、孤立主義、
排外主義的な思潮が台頭しつつあるが、日本の代
表として開発途上国との関係構築の前線に立つ
JICAは、「信頼で世界をつなぐ」ことで、国際協調
の流れを後押しする力とならなければならない。今
回策定された新たなビジョンは、そうしたJICAの意
志、決意を表明するものである。
　またこのビジョンと共に、JICAに課せられる“ミッ
ション”、職員の行動指針とも言える“アクション”
も新たに規定されたが、先ず“ミッション”は、「JICA
は、開発協力大綱の下、人間の安全保障と質の高
い成長を実現します」という、個々の事業の上位概
念としての目標であり、「使命感／現場／大局観／共
創／革新」という五つからなる“アクション”は、職
員の仕事に向かう姿勢を示すものだと言えるだろう。
　JICAはこれからも、「信頼で世界をつなぐ」とい
うビジョンのもとに、ますます多様化・複雑化する世
界に対峙し、課題解決を通じ世界を変えていく存在
であり続ける。

　開発途上国の社会開発やインフラ開発ニーズに
対し、途上国の政府予算やODAのみで対応するこ
とは難しい。実際に、今や途上国への資金の流れ
は民間によるものが大きなウェイトを占めており、
SDGsにおいても、課題解決のために民間企業とパ
ートナーシップを形成していくことの重要性が唱えら
れている。民間企業等との協力によって途上国の開
発課題に対処していく方法を総称して「民間連携」
と呼ぶが、日本企業が有する優れた技術、ノウハウ
に対する途上国の期待・信頼は非常に高く、これら
を効果的に導入・移転することは、雇用創出、人材
育成といった、持続的な開発効果を生み出すことに
つながる。JICAは、このような可能性を持った「民
間連携」アプローチを促進していくために、さまざ
まなスキーム、メニューを用意している。
　先ず、先の「機能」の項でも紹介した「海外投融
資」は、途上国で事業を行う民間企業に融資また
は出資を行うことで、その事業展開を支えていくも
の。インフラ整備、貧困削減、気候変動対策とい
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民間連携7
　開発途上国の社会開発やインフラ開発ニーズに
対し、途上国の政府予算やODAのみで対応するこ
とは難しい。実際に、今や途上国への資金の流れ
は民間によるものが大きなウェイトを占めており、
SDGsにおいても、課題解決のために民間企業とパ
ートナーシップを形成していくことの重要性が唱えら
れている。民間企業等との協力によって途上国の開
発課題に対処していく方法を総称して「民間連携」
と呼ぶが、日本企業が有する優れた技術、ノウハウ
に対する途上国の期待・信頼は非常に高く、これら
を効果的に導入・移転することは、雇用創出、人材
育成といった、持続的な開発効果を生み出すことに
つながる。JICAは、このような可能性を持った「民
間連携」アプローチを促進していくために、さまざ
まなスキーム、メニューを用意している。
　先ず、先の「機能」の項でも紹介した「海外投融
資」は、途上国で事業を行う民間企業に融資また
は出資を行うことで、その事業展開を支えていくも
の。インフラ整備、貧困削減、気候変動対策とい

開発パートナーシップ8
　SDGsの目標17は、「持続可能な開発のための実
施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを
活性化する」ことを訴えている。これは、SDGsの
達成には、開発途上国だけでなく先進国を含む国
際社会全体、そして、民間企業、NGO、市民社会
といったあらゆるステークホルダーの力を集め、そ
の連携を強化していくことが必要であることを説くも
のだ。SDGsの達成をはじめ昨今の高度化する開発
課題に対しては、資金規模の確保やその効率的な
活用の観点においても、また、各援助機関に蓄積
された技術・ノウハウの共有、分担といった観点に
おいても、従来以上にドナー（援助の提供者）間の
緊密な連携が求められるようになっている。JICAは
こうした観点から、開発協力に関する国際的な議論
にも積極的に参画し、JICAの経験・知見を発信す
ることで、世界の開発協力の質の向上や、日本のア

プローチ、ODAのあり方に対する理解を広げるよう
努めている。
　また一部ドナーとは、戦略的パートナーとして、
組織レベルでの定期的な協議も行っている。トップ
同士による対話も定期的に実施されており、例えば
近年では世界銀行との定期協議における保健や防
災、持続可能な都市、中東・北アフリカ地域での
連携等に関する議論のほか、アジア開発銀行
（ADB）、国連開発計画（UNDP）、国連難民高等
弁務官事務所（UNHCR）といった機関とも定期協
議が行われている。加えて、中国、韓国、タイ、イ
ンドネシア、ブラジル、トルコといった新興国が新
たなドナーとして台頭してくるなかで、こうした国 と々
の対話を通じて、援助アプローチや開発課題への
取り組みを共有し、総体として開発協力の質を高め
ていくことにも、JICAは積極的に取り組んでいる。

ったさまざまな課題に取り組む事業が、既に「海外
投融資」の資金を活用して立ち上げられている。また、
途上国におけるPPPの推進も、昨今JICAが注力し
ているテーマの一つである。PPP（Public Private 
Partnership＝官民連携）とは、“官”が手掛ける
事業に民間の力を導入することで、より効率的な事
業運営を行っていくことを目指すものだが、JICAは、
民間企業の個別事業を支援するだけでなく、途上
国政府に対するPPP制度の啓発、政策・制度の構
築や実施能力強化の支援等も行っている。
　この他にも、途上国における事業展開を希望する
中小企業の市場調査、普及・実証事業への協力、
SDGsの達成に資するビジネスに対する現地調査の
支援、自社の社員を青年海外協力隊やシニア海外
ボランティアとして途上国に派遣し、人材育成や海
外展開に活用してもらう取り組みなど、JICAはさま
ざまなアプローチによって、「民間連携」の可能性を
広げている。
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国連機関の一つとして、約170ヵ国でさまざまな開発協力事業を展開する国連開発計画（UNDP）は、
世界各国の開発課題をリポートする「人間開発報告書」を毎年発行するなど、
まさに、国際協力におけるアジェンダセッターとも呼べる存在である。ここでは、UNDP駐日代表、
近藤哲生氏に、近年のUNDPの活動におけるテーマ、そして、
国際協力の現場におけるJICAとの連携等について、話を聞いた。

事業を計画し実行していくうえでの緻密さ、
長期的視点、クオリティの高さにおいて、
JICAの能力は出色のものだと思います。
近藤哲生氏 Tetsuo KONDO 国連開発計画（UNDP）駐日代表

──近年のUNDPの活動における中
核的なテーマについて、先ず教えてい
ただければと思います。

近藤　我々は４年ごとに戦略計画を
策定して活動していますが、近年重
点分野として取り組んでいるのは、貧
困削減等を「持続可能な開発」によ
って実現していくこと、国家運営等に
おける「民主的なガバナンス」の確立、
そして、災害や危機に対する「強靱性
（レジリエンス）」の構築という三つで
す。2015年９月に開催された国連サミ
ットにおいて「持続可能な開発目標
（SDGs）」が採択され、2030年まで
に国際社会が協力して実現を目指し
ていく17の目標と169のターゲットが
示されましたが、UNDPの戦略計画
も、このSDGsの達成を目指すうえで
の活動指針であると言えるでしょう。
　そもそもUNDPは、SDGs策定プロ
セスにさまざまなタスクチームを主導
する形で深く関与しており、これに先
立つ「ミレニアム開発目標（MDGs）」

二国間協力と多国間協力の
相互補完関係

の時代には、スコアキーパーとして世
界各国の目標達成状況をモニターし
ていく役割を担ってきました。やはり
開発というのは、科学的データに基
づいて達成・進捗状況が証明されな
ければプロジェクトが成功したとは言
えませんから、MDGsを推進してい
くプロセスでは、UNDPなどの国連
機関がテーマごとの評価指標を定
め、エビデンスを提供してきたわけ
です。
　従ってSDGsは、MDGsの成果を
引き継ぐものであることは言うまでも
ありませんが、ここで新たに盛り込ま
れた課題も含まれています。例えば、
格差の問題。これまで、国連の議論
において格差が正面から採り上げら
れたことはなかったのですが、格差
の拡大を是正していかなければ、世
界は分断の方向に向かい、社会はま
すます不安定になるということを
SDGsは初めて訴えた。これは、大き
な進歩ではないかと思います。
──なるほど。国際協力の現場にお
いて、UNDPとJICAはどのように連
携しているのかということ、そして、

JICAの活動に関する評価について、
次にお聞きしたいと思います。

近藤　JICAが手掛ける協力はバイラ
テラル（二国間協力）であり、UNDP
はマルチラテラル（多国間協力）か
つグラント（Grant：無償協力）を扱
う機関ですから、相互補完関係とい
うのは自ずと出てきます。例えば、あ
る国の選挙制度を改革するといった
場合、プロジェクトを主導するのは国
連機関として政治的中立性が保たれ
るUNDPのようなマルチラテラルな
機関が担うのが相応しい場合も多い。
そのうえで、JICAの緻密なプランニ
ング能力によって、制度設計の部分
で協力してもらう。こうした政治的中
立性、各援助機関の協調体制を築い
ていくような国際性、そして治安状況
に応じた安全性の確保といった部分
において、我 と々JICAは補完関係を
持ちながら協力しているわけです。
　私は、プロジェクトをプランニング
し実行していくうえでの緻密さ、長期
的視点、クオリティの高さにおいて、
JICAは出色の能力を持っていると考

世界から見たJICA
I n t e r v i e wI n  F o c u s02
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近藤哲生（こんどうてつお）氏
1981年に外務省に入省し、在フラン
ス大使館、在ザイール（現コンゴ民主共
和国）大使館、日本政府国連代表部など
に勤務。2001年にはUNDPに出向し、
イラク復興支援信託基金ドナー委員会
事務局長、国連イラク支援派遣団特別
顧問等も務めた。2005年にUNDPに
移籍し、以降、東ティモール人道支援
調整・資金担当上級顧問、コソボ事務
所常駐副代表、チャド事務所長等を歴
任。2014年1月、駐日代表に就任。

事業を計画し実行していくうえでの緻密さ、
長期的視点、クオリティの高さにおいて、
JICAの能力は出色のものだと思います。

JICAの活動に関する評価について、
次にお聞きしたいと思います。

近藤　JICAが手掛ける協力はバイラ
テラル（二国間協力）であり、UNDP
はマルチラテラル（多国間協力）か
つグラント（Grant：無償協力）を扱
う機関ですから、相互補完関係とい
うのは自ずと出てきます。例えば、あ
る国の選挙制度を改革するといった
場合、プロジェクトを主導するのは国
連機関として政治的中立性が保たれ
るUNDPのようなマルチラテラルな
機関が担うのが相応しい場合も多い。
そのうえで、JICAの緻密なプランニ
ング能力によって、制度設計の部分
で協力してもらう。こうした政治的中
立性、各援助機関の協調体制を築い
ていくような国際性、そして治安状況
に応じた安全性の確保といった部分
において、我 と々JICAは補完関係を
持ちながら協力しているわけです。
　私は、プロジェクトをプランニング
し実行していくうえでの緻密さ、長期
的視点、クオリティの高さにおいて、
JICAは出色の能力を持っていると考

えています。一例を挙げると、外務
省勤務時代の1986～89年に、私は在
ザイール（現コンゴ民主共和国）大使
館に駐在しましたが、この頃JICAの
協力によってコンゴ河に架かるマタディ
橋という吊り橋が建設されました。そ
の後ザイールでは内戦が勃発し、日本
人がアクセスできない時期が長らく続
きましたから、私も含めて関係者は、
あの橋はもう朽ち果てて落ちているの
ではないかと心配していました。それ
が、2014年にJICAの方が視察のため
に現地を訪れてみると、橋はまだピカ
ピカの状態を保っていたというのです。
それは、日本人が入れない間も、
JICAの研修を受けた橋梁保守管理の
専門家たちが、自ら後進を育成しなが
ら橋の補修・点検を続けていたからな
のです。ただ単に橋を建設するだけで
なく、それを維持していくための技術
も併せて伝え、保守管理をやり続けな
ければならないという姿勢までも移植
できている。こうした長期的視点に立
った計画性、仕事のクオリティといった
ものは、これからも世界に発信していっ
ていただきたいと考えています。

──お話の中でも触れられましたが、
近藤代表は外務省からUNDPへ移ら
れ、コソボ、チャド、東ティモールと
いったさまざまな国際協力の現場を体
験しておられます。そうした視点から、
国際協力に携わる人材に求められる姿
勢とはどのようなものなのか、また、
JICAを志望する学生の皆さんへのア
ドバイスをいただければと思います。

近藤　私は「踊る大捜査線」という刑
事ドラマが好きなのですが、あの中の
名セリフ「事件は会議室で起きてるん
じゃない、現場で起きてるんだ」とい
うのは、まさに私の姿勢に通じるもの
があります。私がいつも自分に言い聞
かせているのは、“問題に近づかなけ
れば解決はおぼつかない”ということ。
どこまでも問題に近づいて、そこで何
が本当に起きているのかを自分で確認
することから始めることが、解決に至
る一番の近道なのです。こうした現場
主義の姿勢は、開発協力に携わる人
材にとってとても重要なものではないで

「開発」とは、
内なる可能性を引き出すこと

しょうか。
　あと一つ、お話ししておきたいのは、
開発協力というのは、外から来たもの
が何かを教える、提供するということ
ではなくて、途上国自体が持っている
力を引き出し、それを有機的につなげ
ていくことで、コミュニティや社会をよ
り良いものにしていくことだということ
です。そもそも、“develop（開発）”という
言葉は、“de”と“velop”という二つの要
素から成り立っていて、“de”はデトック
スの“デ”と同じで何かを出す、外すと
いうこと。そして“velop”は、“envelope
（封筒）”と同義の、“包む”という意
味のラテン語から派生したもののよう
です。つまり“develop”という言葉は、
内なるポテンシャリティを引き出すとい
う意味を含み持っているわけです。
　私がUNDPに入ってまだ間もない頃、
よく先輩に“If you want to develop 
this country, you develop yourself 
first”と言われました。JICAを志望さ
れる学生の皆さんも、先ず自分を鍛え、
高めることこそが大切だという考え方
を持って、さまざまなことに取り組んで
いって欲しいと思います。

57



在外事務所長座談会─
3Par t

What is an International 
Cooperation 

Professional?

国創りの
前線を担う、
「国際協力の
プロ」とは？

What is an International 
Cooperation 

Professional?

JICAにおける在外事務所長という仕事は、
JICA、あるいは日本を代表して一つの国と向き合い、

援助戦略のグランドデザインを
描く立場であると言える。途上国の人 に々本当に求められる

協力を実現していくためには、
狭義の専門性を超えた力が必要になってくる。
セネガル、バングラデシュ、パレスチナ、
それぞれの国において、事務所長として
プロジェクトの前線に立つ３人の言葉から

「国際協力のプロ」に
求められる力のあり方を検証してみたい。

国創りの
前線を担う、
「国際協力の
プロ」とは？
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──先ず学生の皆さんへの自己紹介も兼ねて、
皆さんの入構動機と、それぞれご担当されてい
る国の主要な開発課題、JICAがどのような取り
組みをされているかといったことについて教え
ていただければと思います。
森谷　私は大学時代山岳部に所属していて、１
年のうち３分の１くらいは山にいるような生活
をおくっていました。ですから正直言って、あ
まり勉強はしていませんでしたね（笑）。海外
での登山にも憧れて、いろいろ山の写真を眺め
たりするわけですが、ヒマラヤにしろキリマン
ジャロにしろ、憧れる山の麓にはだいたい途上
国の風景がある。いつかこういう場所に行って
みたいという思いが、JICAで働くことにつなが

それぞれのJICAとの出会い っていったように思います。
　現在私はセネガル事務所で働いていますが、
セネガルは1960年の独立以来内戦や紛争が一度
も起こっていない、西アフリカにおいては非常
に珍しい安定した民主主義国で、大雑把に言っ
て最貧国の水準にある約1000ドルという国民一
人当たり所得（GNI）を、10年後に約2000ドル、
20年後には中進国水準の約4000ドルに引き上げ
ていくという国家目標を掲げています。我々
JICAとしては、こうした国としての成長目標を
後押ししていくために、港湾や道路といったイ
ンフラ整備から主要産業である農業・水産業の
支援といった、さまざまな協力を行っています。
また、急速な経済成長は社会にさまざまな歪み
をもたらすことも多いのですが、我々としては、

森谷裕司 Yuji MORIYA
セネガル事務所長　1987年入構

“自分自身で現場に足を運び、
自分の目で見て、自分の頭で考えて下した
判断なのかということを、常に自分に
問いかけるようにしています。”

──森谷
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“誰一人取り残さない”インクルーシヴな成長
を実現するために、国民皆保険制度の整備や初
等教育の改善といった、公共サービス、教育等
の分野にも力を入れています。
平田　私が大学生だった1980年代後半、日本に
おいて大きな問題となっていたのは何と言って
も日米貿易摩擦です。当時の雰囲気を学生の皆
さんにお伝えするのはなかなか難しいのです
が、毎日のように日本車を叩き壊す米国の労働
者の映像がニュースで流れたりして、非常に緊
張感のある状況だった。そうした中で、海外経
済協力基金（OECF）総裁や外務大臣も務めら
れたことがある経済学者の大

お お き た さ ぶ ろ う

来佐武郎さんが、
日本主導で第二のマーシャルプラン（※注1）
をやろうということを提唱されたのです。つま

り、日本の貿易黒字を世界に環流し途上国開発
を進めようということですね。私はこの考え方
に非常に感銘を受け、そうした仕事ができると
ころはどこなのかということを調べて、JICAに
たどり着いたわけです。
　バングラデシュは現在順調な経済成長を続け
ていて、GNIも1700ドルという水準まできてい
ます。しかし、海外からの投資を呼び込むため
のインフラはまだまだ不足していて、成長のボ
トルネックになっている。これを解消していく
ために、港湾、発電所等の大規模開発を円借款
で支援するなど、JICAはさまざまな分野の協力
を行っています。また、セネガル同様インクル
ーシヴな成長を実現していくことも大きなテー
マであり、例えばこの国では、就学率はほぼ

※注１──第二次大戦で被災した欧州諸国のために、1947年から米国が推進した復興援助計画。計画を提唱した当時の米国国務長官ジョージ・マーシャルの名を冠してこう
呼ばれることが多いが、正式名称は欧州復興計画（European Recovery Program）。

写真提供：今村健志朗／JICA

S e n e g a l
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100％にもかかわらず、初等教育をドロップア
ウトする児童が２割以上いる。教育の質を高め、
国の発展を担う人材を育てていくことなども、
非常に重要な課題であると考えています。
三井　私は高校時代くらいから海外で貧しい人
を助けるような仕事をしたいという思いを抱く
ようになり、大学では国際協力関連のゼミに所
属していました。ですから、JICAに出会うのは
必然だったとも言えますが、実は最初に就職し
たのは大手鉄鋼メーカーでした。当時の鉄鋼メ
ーカーは途上国におけるプラントエンジニアリ
ング事業を手掛けており、民間の立場で開発に
従事したいと考えていたのですが、なかなか希
望は叶わず、JICAに転職したという経緯があり

ます。もちろん、転職は大正解でした（笑）。
　今私がお話ししている場所は、パレスチナの
ラマッラにある事務所ですが、やはりパレスチ
ナにおける事業の最大の特徴は、占領地におけ
る開発支援であるということ。従って、開発に
関するテーマがすぐに政治問題に結びついてし
まう。そうした中で、日本政府が掲げる「二国
家解決」（※注2）の実現を目指し、パレスチナ
とイスラエル双方と良好な関係を築いている日
本だからこそ実現できる協力を行っていくこと
が大きなテーマであると言えます。人やモノの
移動が厳しく制限され、国境管理すら独自に行
うことができないといった現状がありますから
課題は山積していますが、JICAとしては、行財
政制度の強化、経済の自立化、民生の安定化と
いう３つの柱を掲げ、産業開発、教育、保健医療、
農業振興、難民問題への対応、観光振興といっ
たさまざまなテーマに取り組んでいます。

──なるほど。では次にお聞きしたいのは、“所
長”というお仕事についてです。JICAの在外事
務所長というお立場は、JICA、あるいは日本を
代表して一つの国に向き合うということだと思
いますが、そこで求められるのはどのようなも
のなのでしょうか？
森谷　やはり、現場における意思決定と責任を
負うというのが所長の最も重要な役割ではない
かと思いますが、それはある意味で非常にプレ
ッシャーのかかる、孤独な仕事であると言えま
す。本部にいる時は、振り返れば必ず誰か相談
できる上司がいるわけですが、現場では最終的

在外事務所長という仕事に
求められるものとは？

に自分自身で判断しなければならない。そこで
重要になってくるのは、コミュニケーションと
バランス感覚ではないでしょうか。普段からさ
まざまな関係者とコミュニケーションをとっ
て、それぞれの意見や考え方、情報等を把握し
ておかないと、大事な局面で決断することはで
きませんし、世の中には市民から為政者までい
ろいろな立場の人がいてこの世界が成り立って
いるわけですから、それらのバランスをとりな
がら判断していかないと独り善がりの誤った方
向に行ってしまうことになりかねない。私が
日々心がけているのは、このようなことでしょ
うか。
平田　JICAの在外事務所長というのは、開発分
野における日本の代表として、大臣や次官をは
じめとする政府関係者や各国援助機関の代表者
と接することになるわけですから、森谷さんが
おっしゃるように非常に責任が重い仕事である

※注2──難民、入植地、エルサレム、国境画定など個 の々問題の解決を図って、イスラエルとともに共存共栄するパレスチナ国家を建設すること。

“プロということで私が最近考えているのは、
心を揺さぶるようなアジェンダを
提示できる存在、ということですね。”

──平田
写真提供：谷本美加／JICA

ことは間違いありません。また、担当国のニー
ズや議論のコンテクストを正しく東京に伝えな
ければならない立場でもありますから、アンテ
ナを高くし、政府関係者のみならずさまざまな
現地の方々とのネットワークを築いて、多様な
角度からの情報が得られるようにしておくこと
も大切でしょう。加えて、リスクの感覚も極め
て重要です。ここダッカでも２年前にテロ事件
が発生しましたが、現在もJICAのプロジェクト
に関連して大勢の専門家やコンサルタントの方
たちに働いていただいていますし、プロジェク
トに従事される日本企業の方もだいたい200名
くらいこちらに来ておられる。そういう方々の
安全を確保していくことは我々にとって最優先
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──なるほど。では次にお聞きしたいのは、“所
長”というお仕事についてです。JICAの在外事
務所長というお立場は、JICA、あるいは日本を
代表して一つの国に向き合うということだと思
いますが、そこで求められるのはどのようなも
のなのでしょうか？
森谷　やはり、現場における意思決定と責任を
負うというのが所長の最も重要な役割ではない
かと思いますが、それはある意味で非常にプレ
ッシャーのかかる、孤独な仕事であると言えま
す。本部にいる時は、振り返れば必ず誰か相談
できる上司がいるわけですが、現場では最終的

在外事務所長という仕事に
求められるものとは？

平田 仁 Hitoshi HIRATA
バングラデシュ事務所長　1989年入構

“プロということで私が最近考えているのは、
心を揺さぶるようなアジェンダを
提示できる存在、ということですね。”

──平田

ことは間違いありません。また、担当国のニー
ズや議論のコンテクストを正しく東京に伝えな
ければならない立場でもありますから、アンテ
ナを高くし、政府関係者のみならずさまざまな
現地の方々とのネットワークを築いて、多様な
角度からの情報が得られるようにしておくこと
も大切でしょう。加えて、リスクの感覚も極め
て重要です。ここダッカでも２年前にテロ事件
が発生しましたが、現在もJICAのプロジェクト
に関連して大勢の専門家やコンサルタントの方
たちに働いていただいていますし、プロジェク
トに従事される日本企業の方もだいたい200名
くらいこちらに来ておられる。そういう方々の
安全を確保していくことは我々にとって最優先

のテーマですから、リスクの感覚を研ぎ澄まし
て、それでいて常にオープンで機嫌良くしてい
なければならないと考えています。不機嫌な人
には近寄り難いですから、情報が入って来ない
ですよね（笑）。
三井　私は2014年からパレスチナ事務所で次長
を務め、2015年から所長になったわけですが、
やはり最後は自分が責任をとるという、そこが
次長の頃とは一番違う点でしょう。ここは場所
柄、安全対策も極めて重要になってきますが、
集めた情報に基づいて、ベストオプションだけ
でなくオプションB、Cも常に想定して行動する
ことが大切だと考えています。また、判断の優
先順位、クライテリアを明確にして部下とも共
有し、決断がブレないようにすること、自分に
エクスキューズを与えないようにすることも、
責任を引き受けるうえでは重要なのではないで
しょうか。

森谷　先ほどコミュニケーションの大切さとい
うことをお話ししましたが、そのことを痛切に
感じたのが、2008年、ブルキナファソで初めて
事務所長を任されたときのことです。このとき
は、既に20年ほどの勤務経験もあり、自分なり
の開発に対する考え方も持っているつもりでし
たし、コートジボワールに駐在したこともあり
ましたから、アフリカについても良くわかって
いるつもりでいた。こうすればうまくいくとい
うロジックを頭の中で構築して、意気揚々と現
地に乗り込んだわけです。それが、例えば先方
の農業大臣などにこういうことをやってはどう
でしょうかと提案すると、やんわりと否定され
るのです。彼が言いたかったのはつまり、「理

屈は正しいが、それは我々アフリカが求めてい
ることではなく、あなたがやりたい援助でしょ
う」ということ。あれは、個人的には衝撃的な
体験でした。私がここでコミュニケーションと
言っているのは、先方の本質的なニーズ、人々
にとって役に立つことは何か、今何をやるべき
なのかといったことを、現場の中でさまざまな
関係者と接する中で、その都度考えていかなけ
ればならないということ。海外という全く異文
化の現場においては、既存の知識や固定観念に
依拠して判断するのでは誤った方向に行ってし
まう。それ以来私は、自分自身で現場に足を運
び、自分の目で見て、自分の頭で考えて下した
判断なのかということを、常に自分に問いかけ
るようにしています。
平田　固定観念に囚われてはならないというこ
とは全く同感です。私はこれまで３度インドネ
シアを担当していますが、1990年の最初の時、
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スハルト大統領下のインドネシアは非常に中央
集権的な体制が敷かれていて、ジャカルタで話
をすれば全て片付くというようなところがあり
ました。それが10年後、アジア通貨危機後には、
政治的な思惑もあってドラスティックに地方分
権が進められ、事業を進めるためには地方行政
機関も含めたさまざまなところにコンタクト
し、話をまとめていかなければならないという
状況が生まれていたのです。このように同じ国
であっても、政治や社会の変化によって旧来の
方法論が通用しなくなることもある。政治や文
化を含めたその国の歴史、コンテクストを踏ま
えたうえで、今、ここにある状況を虚心坦懐に
見つめ、考えるということが大切だと思います。
三井　私は極端に現場志向の人間ですが（笑）、
財務部や調達部といった管理部門での業務も経
験しており、配属された当時は嫌だなと思って
も（笑）、今にして思えば、あの頃学んだもの
は自分にとってとても大きな財産になっている
と感じています。責任をとる、決断するといっ
たことを含めて、JICA内部の制度・仕組みを深
く理解していることは、自分の動ける範囲を広
げてくれることでもある。制度ありきでものご
とを考えるのではなく、いかに制度を活かし、
目標を達成するかという視点を持つことも、ハ
イレベルな判断を行ううえで大切なのではない
でしょうか。
　また所長という仕事を担ううえで、知識等を
超えた人間力を問われる局面が多々あるという
ことも痛感しています。人間力とはさまざまな
経験の総体として築かれるものだと思います
が、私自身、いくつかの魂を揺さぶられるよう
な出来事も含め、JICAでの現場体験を通じて数

多くのものを学び、体に染み込ませてきました。
2005年から4年間駐在したアフガニスタンでは、
カウンターパートの職員が何人もテロに巻き込
まれて亡くなり、彼らの遺志をどう引き継いで
いけるかと現場で泣いた思い……ここパレスチ
ナでも、生まれてから死ぬまでガザから出られ
ない人々が沢山いますが、彼らの思い、願いを
どのようにJICAの事業につないでいけるか……
そうした体験、思索の全てが、私という人間を
形作り、仕事に向かう力になっていることを実
感しています。

──さまざまなお話をうかがってきましたが、
最後にお聞きしたいのは「国際協力のプロと
は？」ということについてです。今、皆さんの
お話の中で共通して語られたのが現場体験の重
要性ということでしたが、このあたりが、狭義
の専門性を超えて、本当に現地で求められる協
力を実現していくうえでのポイントになるでし
ょうか？
森谷　先ず現場で起きていることを自分の目で
見て理解し、現地の人々と一緒に解決策を考え
ること……JICAという“装置”の動かし方や
国際的な開発潮流を熟知したうえで、そうした
行動をとれる人が、やはり「国際協力のプロ」
ではないかと思います。我々開発協力に携わる
人間は往々にしてセクターごとに課題を捉えよ
うとする傾向がある。しかし例えば、アフリカ
の農村に行って農民の方々の１日を観察してみ
ると、朝は畑で水をまき、お昼には保健センタ
ーを手伝い、夕方になったら川に行って漁をす
るといった具合に、一人の人間が“畑作農家”

「国際協力のプロ」を目指すために

“いくつかの魂を揺さぶられるような
出来事も含め、JICAでの現場体験を通じて

数多くのものを学び、
体に染み込ませてきました。”

──三井写真提供：久野真一／JICA
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とか“保健普及員”とか“漁師”といった一つ
の職業だけを持っているのではないということ
がわかる。つまり、人の生活をセクターで区分
することはできないのです。そうした現実をし
っかりと理解しないままに、観念論として会議
室の中で考えた計画を持ち込んでも、現地の人
に本当に求められる協力は実現できません。や
はり、我々のプロフェッショナリズムの根幹に
あるのは、人々に喜んでもらうこと、社会の役
に立つことですから、そのために求められるの
は、現場に立って、現地の人々と一緒に考える
という姿勢ではないでしょうか。
平田　プロということで私が最近考えているの
は、心を揺さぶるようなアジェンダを提示でき
る存在、ということですね。JICAだけでできる
ことには限りがありますから、本当に力を発揮
する協力を実現していくためには、他のドナー
や民間企業等も含めた多くの関係者を巻き込ん
でいかなければなりません。その“巻き込む力”
を生み出す、心を揺さぶるアジェンダを示せる
存在……それが、本物の「国際協力のプロ」で
はないかと私は思います。かつて2008年の金融
危機の際に、当時の世銀総裁、ロバート・Ｂ・
ゼーリックが「これは実は食糧危機なのだ。食
糧ニューディール政策を！」という発言をし、
メディアにも大きく採り上げられたことで、一
気に食糧支援の流れが生まれたことがありまし
たが、心を揺さぶるようなアジェンダというの
は、例えばそういうこと。私もまだまだそうし
たレベルには至っていませんが、本当に大切な
ことを、明快に、タイミングを捉えて発信して
いけるような能力の獲得を目指していくこと
は、国際協力に携わる全ての人間にとって重要

多くのものを学び、体に染み込ませてきました。
2005年から4年間駐在したアフガニスタンでは、
カウンターパートの職員が何人もテロに巻き込
まれて亡くなり、彼らの遺志をどう引き継いで
いけるかと現場で泣いた思い……ここパレスチ
ナでも、生まれてから死ぬまでガザから出られ
ない人々が沢山いますが、彼らの思い、願いを
どのようにJICAの事業につないでいけるか……
そうした体験、思索の全てが、私という人間を
形作り、仕事に向かう力になっていることを実
感しています。

──さまざまなお話をうかがってきましたが、
最後にお聞きしたいのは「国際協力のプロと
は？」ということについてです。今、皆さんの
お話の中で共通して語られたのが現場体験の重
要性ということでしたが、このあたりが、狭義
の専門性を超えて、本当に現地で求められる協
力を実現していくうえでのポイントになるでし
ょうか？
森谷　先ず現場で起きていることを自分の目で
見て理解し、現地の人々と一緒に解決策を考え
ること……JICAという“装置”の動かし方や
国際的な開発潮流を熟知したうえで、そうした
行動をとれる人が、やはり「国際協力のプロ」
ではないかと思います。我々開発協力に携わる
人間は往々にしてセクターごとに課題を捉えよ
うとする傾向がある。しかし例えば、アフリカ
の農村に行って農民の方々の１日を観察してみ
ると、朝は畑で水をまき、お昼には保健センタ
ーを手伝い、夕方になったら川に行って漁をす
るといった具合に、一人の人間が“畑作農家”

「国際協力のプロ」を目指すために

なことではないかと考えています。
三井　基本的には、現場のニーズを把握して自
身が持っているリソースとマッチングさせ、ソ
リューションを導くことができる人材というこ
とではないでしょうか。もちろん、組織に所属
している以上妥協も必要になりますから、その
ソリューションは必ずしもベストではなくセカ
ンドベストかもしれませんが、それはそれでい
いと思います。多くの関係者のインタレストの
最大公約数を見極め、現実的な処方箋を提示す
る力も、プロフェッショナルとして重要な要件
なのではないでしょうか。国際協力というのは
ある意味で、自分が育った国の文化や思想、倫
理規範とは異なる“基準”を持つ人々とのチー
ムプレイによって、“最大公約数の真理”を追
求する作業であるとも言えます。そこにはさま
ざまな困難が伴うことは言うまでもありません
が、人間力を高めるフィールドとして、これほ
ど魅力的なものは他に無いのではないかと私は
考えています。

三井裕子 Yuko MITSUI
パレスチナ事務所長　1997年入構

“いくつかの魂を揺さぶられるような
出来事も含め、JICAでの現場体験を通じて

数多くのものを学び、
体に染み込ませてきました。”

──三井
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JICAは、多様な能力、個性を持った
職員の可能性を最大限に引き出し、

社会人として充実した生活を営んでもらうために
さまざまな能力開発機会や働き方の

選択肢を用意している。
JICAに存在する魅力的な“機会”を活かして、

職員たちは何を掴み取ったのか。
ここでは、４人の職員の言葉を通じて、

JICAにおけるキャリア形成とワークスタイルの
多様性をご紹介したいと思う。



ものごとの本質を
俯瞰的に捉える視点……
それを、JICAの中に
環流させていくために。

［国際機関への出向］
01

本質的な議論を通じて獲得されるもの

西井洋介 Yosuke NISHII

南アジア部 南アジア第一課
総合政策学部卒／2001年入構

3Pa r t キャリアとワークスタイルの多
ダイバーシティ

様性

　入構以来、イラク、シリア、ヨルダンといった中
東諸国の担当、トルコへの駐在とさまざまな業務を
担当してきましたが、一度外からの視点でJICAの
事業を客観的に捉え直してみたいと考えるようになっ
たことが、国際機関への出向を希望した大きな動機
でした。また以前から、グローバルなフィールドで
戦う体験をしてみたいとも考えていましたから、そう
したチャンスがあれば必ず挑戦しようと思っていたの
です。
　念願叶って2013年からおよそ３年半、ワシントン
D.C.の世界銀行本部で勤務することになりました。
私に与えられた職務は、日本理事室の“理事補（ア
ドバイザー）”というもの。180以上の加盟国によっ
て構成される世銀の意思決定は、25人の理事に託
されています。アメリカに次ぐ第二の出資国である日
本には、１名分の理事ポストが割り当てられていま
すが、この理事をサポートするのが“理事補”の基
68

西井洋介 20年間のハイライト

2009

2010-2012

2013-2016

2016-2017
ハーバード大学ケネディ行政大学院に留
学。官民連携に関連した理論を学ぶ他、
リーダーシップをはじめとするソフトスキル
を研鑽した。解決策のない課題へ立ち向
かう際の新たな視点、フレームワークを習
得することができた。また、全く違う業界経
験を有する多種多様な同級生との率直
な意見交換を通じ、自分の経験、価値観、
強み・弱みを再認識し、自身のキャリア／
人生を見直す機会となった。

世銀日本理事室に出向。グローバルレベ
ルでの上位政策での議論に触れる機会
であった。セーフガードポリシー改革や、調
達制度改革に交渉担当官として関わる
中で、日本としての立ち位置や目指すべ
き方向性を考えさせられる経験となった。
また、世銀が生き残りをかけ、新たな援助
潮流の中での比較優位の確立や組織
改革による効率化に悩んでいる姿を垣
間見たことは、JICAの組織の在り方を考
えさせられる経験でもあった。

JICAトルコ事務所に赴任。事務所員とし
て、技協・無償事業総括の他、一部円借
款事業を担当。ドナー化しつつあるトルコ
を支援し、連携するため、JICAとトルコ国
際協力援助庁との間で業務協力覚書を
締結。トルコを地域支援の中核にすべく、
トルコと協力しての他国への協力を拡充
した。トルコのように経済発展が進み、自ら
がドナー化しつつある高中進国との関係
において、日本の援助が果たす意義や役
割を考えさせられる経験となった。

ベトナム国「植林クリーン開発メカニズム
（AR-CDM）促進のための能力向上開発
調査」を担当。本案件で形成された事業
は、世界で４件目、ベトナムでは初めての
AR-CDM案件として承認を取得。また、
当時として数少ない民間CSR連携案件
となった。先進的事例として毎日新聞１面
に取り上げられた他、第8回国連森林フォ
ーラムのサイドイベントにてケーススタディ
を発表。JICAの事業経験が世界に通用
すると実感する経験となった。

本的な仕事です。私は、財務省、外務省、JBICか
ら出向されている他３名と共に、この理事補の仕事
を務めることになりました。
　ハイレベルな意思決定はもちろん、理事が集まっ
て行われる理事会に委ねられていますが、議事運営
をスムースに行うためには当然、事前に各国の意向
を調整しておく必要があります。この調整段階の検
討・議論は我々理事補に任されることが多いのです
が、このプロセスは私にとって非常に鮮烈な体験で
した。何がそれほど鮮烈だったのか？　先ず一つは、
議論の方法論です。日本の多くの組織にも“理念”
や“ビジョン”と呼ばれるものがありますが、たい
ていの場合それらは、所謂“お題目”的なものとし
か捉えられていないのではないでしょうか。一方世
銀の議論では、こうした“上位概念”の内実を徹底
的に詰め、それをアクションレベルにまでカスケード
ダウンさせていきます。
　そしてもう一つ、私にとって驚きだったのは、我々
が依拠している常識、スタンダードが、世界の中で
は決して当たり前ではないということを再認識させら
れたことでしょう。それをリアルに突きつけられたの
が、“セーフガードポリシー”改訂の局面。セーフガ
ードポリシーとは、JICAで言うところの“環境社会
配慮”に相当し、環境問題をはじめとして、人権、
ジェンダー等に関するさまざまなガイドラインを規定
するものです。この規定に、例えば“先住民”とい
う表現を盛り込もうとすると、民族紛争を経てきたア
フリカの国の代表は非常に反発する。彼らにとって
は、先住民配慮というものを明示すること自体が、
新たな紛争の火種になりかねないからです。相手国
の立場に立って、というのはJICAでも常識のように
語られますが、まだまだ我々のやり方は“押し付け”
になってしまっているところがあったのではないかと
いうことを、こうした議論を経験することで痛感させ
られました。
　世銀出向の後、ハーバード大学ケネディ行政大学
院への留学も経験することができましたが、こうした
体験によって獲得したものはやはり、ものごとの本質
を俯瞰的に捉える視点ではないかと思います。JICA
の事業、ODAのあり方についても、日本はこれから
どういう国になっていくべきかといった、本質的な議
論に基づいて考えていく必要があるでしょう。多くの
得がたい機会をいただいた者として、こうした視点を
JICAの中にインプットし、環流させていく役割を担
わなければならないと考えています。
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［海外大学院への留学］
02

ミャンマーの歴史的移行期に
立ち会う中で芽生えた思い

瀬戸典子 Noriko SETO

中東・欧州部 中東第一課
法学部卒／2009年入構

3Pa r t キャリアとワークスタイルの多
ダイバーシティ

様性

　法学部の出身ではありますが、入構の際に大学で
の勉強と仕事を明確に関連付けて捉えていたわけで
はありません。法律を軸にしてキャリアを築いていく
ことを真剣に考えるようになったのは、むしろ入構後、
総務部法務課での業務を経験してからでした。2011
年から３年間在籍した総務部法務課では、事業部
からの法律相談への対応、コンプライアンス研修
等の業務を担当しましたが、ここでの仕事は私に、
組織運営上、法律が極めて有効なツールであること
を再認識させてくれるものだったと言えます。
　海外長期研修で専攻することとなった国際人権法
について専門的に学んでみたいと考えるようになった
直接的なきっかけは、2014～17年のミャンマー駐在
でした。ミャンマーで私が主に担当したのは、タイ
国境の少数民族地域に対する支援事業。事業開始
当時は、ミャンマー政府と少数民族武装勢力との全
国停戦合意締結に向けた交渉の途上でした。そのよ
うな状況では、私たちが取り組んだ少数民族地域

少数民族地域の
現場から持ち帰った
問題意識を
アカデミックに追求し、
その成果を、JICAの
事業全体に
敷衍していくために。
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での開発支援も、“平和の配当”、即ち、和平が実現す
れば開発の恩恵が受けられることを政府が少数民
族側に示す手段として利用される可能性があり、慎
重に進めざるを得ませんでした。しかし当然、少数民
族側には政府とは異なる考えがあり、政府と協力す
るJICAの事業を快く思わない方 も々いる。一方で、紛
争の影響で貧困に苦しむ住民がコミュニティには存
在する。この過程で感じた平和構築事業の困難さ
は、私自身の問題意識として強く刻印されることにな
りました。その後ミャンマーは、少数民族武装勢力
との全国停戦合意を経て、2015年11月に実施され
た総選挙でアウン・サン・スー・チー氏が率いる国民
民主連盟＝NLDが歴史的勝利を収めますが、業務
を通じて兆した問題意識と、このドラスティックな変
化を間近に見聞した体験を、一度アカデミックな環境
の中で整理してみたいという思いが高まり、英国エセ
ックス大学法科大学院への留学に志願したのです。
　大学院で私が特に学びたかったのは、開発と人
権の関連について。エセックス大学は国際人権法に
関して世界的に権威とされる大学の一つですが、そ
れもあってクラスメイトは人権関連の業務に携わる
弁護士やNGO職員経験者が多く、開発の仕事に従
事しているのは私だけ。貧困削減による人権の実現
という目標は共通して持っているものの、クラスメイ
トの多くは、必ずしも開発が人権実現に資するもの
ではないと捉え、開発協力がもたらす恩恵には否定
的でした。そのような葛藤の中で、お互いの立場を
超えて理解を深めることができた大学院での経験、
そして、ミャンマーでの実務経験を国際人権法学の
観点から論文にまとめ上げられたことは、私自身の
中での大きな自信となり、その後の自分の仕事を考
える上でのスタート地点となっていることは間違いあ
りません。
　現在は中東・欧州部に所属し、主にエジプトにおけ
る円借款案件の形成・監理を担当していますが、将
来的には、開発と人権に関する日本・JICAの立場、
考え方を、世界に向けて発信していくような仕事をし
てみたいということを漠然と考えています。また、少数
民族問題や平和構築の現場に、もう一度戻りたいと
いう思いも強いですね。ミャンマー駐在時代、ラカイ
ン州北部の少数民族集落で見た凄惨な光景、彼ら
の何とかしてほしいという必死の眼差しは、決して
忘れることができません。自分の知見を彼らのような
人々のために役立てたいというのは、私にとってJICA
で働く上での最大のテーマの一つになっています。

瀬戸典子 12年間のハイライト

2009-2011

2011-2014

2017-2018
イギリスの法科大学院では、国際社会で
活躍する第一人者である教授から、体系
的に国際人権法を学び、また世界中から
集まったクラスメイトと議論する機会を得ら
れ、学び多き充実した一年を過ごすことが
できました。休む間もなく学び続けた大学
院生活の楽しみは、クラスメイトとの国内
旅行やおしゃべり。いつか一緒に仕事が
できたらいいね、とお互いに話しています。

法律を軸としたキャリアパスを歩もうと決めたのは、総務部法務課での3年間の業
務があったからです。法的紛争や法律相談の対応を行う日々の業務は苦労も多
くありましたが、顧問弁護士や上司、先輩と協力しながら、論理的に法的問題を解
決する糸口を探していくプロセスは貴重な学習の機会でした。対症療法的な法
務から予防法務へと移行し、組織のコンプライアンス意識を高める取り組みにも
関与できました。

入構後、インドネシアでのOJTを経て、同
国担当として地域開発や地熱発電事業
を担当しました。インドネシアは協力の歴
史が長く、現地カウンターパート職員から
学ぶことも多くありました。OJT研修生とし
て1か月滞在したプロジェクトを国担当とし
て再訪し、思い入れのあるプロジェクトの
改善に向けた議論を行えたことは強く記
憶に残っています。所属課の上司や先輩
に恵まれ、楽しい新人生活を過ごすことが
できました。

2015
ミャンマー駐在中に迎えた2015年総選挙の投票日に、アウン・サン・スー・チー現
国家最高顧問率いるNLDの赤い政党旗で埋め尽くされたヤンゴンの街の光景
は忘れることができません。2014年から3年半の駐在期間中に、ミャンマーの移
行期を支え、更なる国の発展を目指す新旧双方の政権と一緒に現地で仕事を
行うことができ、得難い経験をすることができました。
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プロジェクトの
先にある人々の営みに
思いを馳せる、
その “想像力”は、
あらゆるJICAの
事業の起点になる。

［JICA専門家としての派遣］
03

プロジェクトの「現場」に
身を置くという貴重な経験

左近充直人 Naoto SAKONJU

審査部 環境社会配慮審査課
教養学部卒／2005年入構

アフリカ部でモザンビークの支援計画の
取りまとめと、円借款事業の案件形成を
担当しました。内戦によって発展が遅れな
がらも、資源開発等の大型事業にけん引
され好調な経済成長を続けるモザンビー
ク。こうした開発ポテンシャルが期待され
る国に対する支援を、相手国やJICA内
の関係者は勿論、日本政府や民間企
業、NGO等外部のステークホルダーとも
意見交換しながら検討し、形にしていく作
業は、開発のダイナミズムを強く感じさせ
るものでした。

地球環境部でエチオピアでの参加型森
林管理計画プロジェクトを担当しました。
このプロジェクトでは、保護区内の住民に
森林保護に協力してもらう代わりに、住民
が古くから飲んできた野生の森林コーヒー
の認証取得を通じて生計向上を支援す
る取り組みを実施しました。私が担当した
時期に丁度プロジェクトで支援する森林
コーヒーが日本で商品化される話が進ん
でおり、JICAの事業が開発と環境保全
の両立に貢献する可能性を感じました。

3Pa r t キャリアとワークスタイルの多
ダイバーシティ

様性

　先ず、JICAにおける「専門家」という呼称につい
て説明しておく必要があるでしょう。JICA職員は、
相手国政府と共に開発の方向性を検討し、それを
達成していくための事業を構想して実施に移し、そ
れら事業の監理や評価を行うことを主な業務として
います。一方で「専門家」は、プロジェクトの現場
において事業の実施に携わるさまざまな分野の専門
能力を持った人材で、一般的には外部から招聘され
ることが多いと言えます。従って、JICA職員が事業
の実施者として現場に派遣されることは大変貴重な
機会です。私は2010年からおよそ２年間、マレーシ
ア、ボルネオ島サバ州において、既に10年来JICA
が協力してきた生物多様性保全プロジェクトの現場
に主に“業務調整担当”として派遣されました。“業
務調整担当”というのは、プロジェクトの現場で全
72

左近充直人 16年間のハイライト

2006-2007

2009

2010-2012

2012-2016
アフリカ部でモザンビークの支援計画の
取りまとめと、円借款事業の案件形成を
担当しました。内戦によって発展が遅れな
がらも、資源開発等の大型事業にけん引
され好調な経済成長を続けるモザンビー
ク。こうした開発ポテンシャルが期待され
る国に対する支援を、相手国やJICA内
の関係者は勿論、日本政府や民間企
業、NGO等外部のステークホルダーとも
意見交換しながら検討し、形にしていく作
業は、開発のダイナミズムを強く感じさせ
るものでした。

写真提供：渋谷敦志／JICA

写真提供：谷本美加／JICA

ボルネオ島での生物多様性保全プロジェ
クトでは、10年間の協力における技術移
転の経験を踏まえて、国連生物多様性
条約に連動する形で州の政策をまとめあ
げる支援を行いました。内外関係者の連
絡調整、予算管理、研修の企画・運営、
他の専門家の補助といったさまざまな業
務を担当しましたが、こうした経験を通じ、
現場への想像力を養うと同時に、国際潮
流を強く意識した協力手法を学ぶことが
できたのも大きな収穫でした。

地球環境部でエチオピアでの参加型森
林管理計画プロジェクトを担当しました。
このプロジェクトでは、保護区内の住民に
森林保護に協力してもらう代わりに、住民
が古くから飲んできた野生の森林コーヒー
の認証取得を通じて生計向上を支援す
る取り組みを実施しました。私が担当した
時期に丁度プロジェクトで支援する森林
コーヒーが日本で商品化される話が進ん
でおり、JICAの事業が開発と環境保全
の両立に貢献する可能性を感じました。

中部センターで研修員受入・市民参加協
力事業を担当しました。JICAは海外でプ
ロジェクトを実施するだけでなく、国内でも
研修員受入事業を中心とした協力を行っ
ていますが、日本の経験を伝えてくださる
研修講師をはじめ、さまざまな関係者の協
力によってJICAの事業は成り立っている
ことを痛感しました。一方で、一般市民の
方々からすると国際協力は縁遠く、さらに
理解を促進していく取り組みが必要だと
も感じました。

体のコーディネーション、マネジメント等を担う役割
ですが、こうした職務にも外部のコンサルタント等を
「専門家」として起用するケースが多いです。当然、
JICA職員は、事業の最終的な裨益者を想像し事業
の構想や監理を行いますが、「専門家」としての派
遣は、特に途上国での滞在経験も豊富ではなかっ
た私自身にとって、現場に対する想像力を獲得して
いく得がたい機会となりました。
　ボルネオ島サバ州は、多種多様な動植物の宝庫と
して知られていますが、急速に森林の伐採やプラン
テーション開発が進められた結果、木材資源は減
少し、世界的に見ても大変貴重な生物多様性が危
機にさらされるようになりました。そこでマレーシア
政府は、生物多様性や生態系保全活動の体制・手
法整備と、それを担う人材育成に関する技術協力を、
JICAに要請しました。
　マレーシアの行政区分は連邦政府と州政府に分
かれており、このプロジェクトにおける私たちの直接
的なカウンターパートはサバ州政府。この、サバ州
政府天然資源庁の中に置かれたプロジェクトオフィ
スを拠点に、熱帯雨林の中の“現場”に出張を重
ねるような形で、当時の私たちは仕事に取り組んで
いました。例えばある時は、カウンターパートと共に
山を越え谷を越え、半日ほどかけないとたどり着け
ないような保護区内にある村を訪れて、保護区の管
理と村民の生活の折り合いを付けてもらうための調
整に臨んだこともあります。生態系保全のために田
畑を切り開くのを我慢してもらうかわりに、村に新た
な生計手段をもたらす支援をしていく、といった交渉
を村民の方たちと行うわけですが、こうした、報告
書を読むだけでは決して見えてこないリアルな現場の
空気を体感できたことは、私にとって大きな財産にな
りました。
　現在は審査部に所属し、JICAの環境社会配慮ガ
イドラインに基づいて、個別事業の適切性を確認し
ていく業務の総括を担当していますが、ボルネオ島
の現場で培われた感性、視点は、その後の業務に
も確実に活きていると感じています。例えば、住民
との合意形成や、環境保全の実務についても、「専
門家」としての経験があるからこそ、個別事業の現
場を訪れなくても想像できる部分が大きいです。プ
ロジェクトの先には必ず、影響を受ける住民、ステ
ークホルダーがいる。そうした人々の営みに思いを
馳せる“想像力”は、JICAのすべての業務におい
て重要です。
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仕事と子育ての
両方を選ぶ……
それを支える充実した
制度と組織文化。

［仕事と子育ての両立］
04

生じる制約以上に、
かけがえのないものを得る

眞田明子 Akiko SANADA

社会基盤・平和構築部 都市・地域開発グループ
工学研究科修了／2002年入構

3Pa r t キャリアとワークスタイルの多
ダイバーシティ

様性

　2011年11月に娘が生まれましたが、その年の９月
から産休をとり、育休期間を経て、翌年４月末から
業務復帰しました。そもそも、私の両親が共働きだ
った影響も大きいと思いますが、家庭や子どもを得
ることで仕事を諦めるという気持ちはまったくありま
せんでした。ですから、仕事と子育てのどちらをとる
かで悩んだことはありません。私にとっては常に両方。
両方のバランスをどうとるかは常に試行錯誤していま
すが、JICAの同世代職員に子どもを持つ友人が多
く、彼女たちと日常的に情報交換できることは心強
いです。JICAでは、仕事と子育てを両立することは、
極めて自然で普通なこととして受け入れられていると
思います。
　しかしやはり、生活は劇的に変わりました。現在
の一日のタイムテーブルは、朝６時に起床して朝食
の支度をし、８時過ぎに家を出て子どもを保育園に
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仕事と子育ての
両方を選ぶ……
それを支える充実した
制度と組織文化。

眞田明子 19年間のハイライト

2005-2008

2008-2009

2011-

社会基盤・平和構築部 都市・地域開発グループ
工学研究科修了／2002年入構

JICAに入って約8年間、思い切り仕事に
のめりこんでいましたが、長女が生まれて
生活が一変しました。子育てと仕事の両
立に試行錯誤する中で、常に優先度を考
えて仕事をする、無駄な仕事を削減する、
判断を早くするなどを心がけるようになりま
した。また、家に戻れば家族の時間に全
力投入。気持ちの切り替えが以前よりも
上手になったと思います。そして何より、
子育てと仕事における人材育成は、どちら
も同じ「人づくり」。すぐに結果を求めない
忍耐力や相手国の人々の生活や人生を
想像する力が養われていると思います。

バングラデシュ赴任の後、海外長期研修
の制度を使って英国に1年間留学しまし
た。現地では、「都市政策と環境管理」を
テーマに学びました。さまざまな国からの
留学生と一緒に過ごし、欧米の都市政
策・環境政策に関わっている先生方と議
論した経験は、さまざまな価値観を持つ
人 と々の協働や自分の意見を発信する
訓練となり、また欧米の考え方やその歴
史的・文化的背景を知る貴重な機会とな
りました。一方で、日本の教育のレベルの
高さを見直す機会ともなりました。

バングラデシュ事務所で担当した案件の
一つに、首都ダッカの廃棄物管理サービ
スの改善を目指す「クリーンダッカ・プロジ
ェクト」がありました。このプロジェクトの取
り組みの中で、ダッカ市役所の職員の行
政マンとしての使命感が育ち、市民との
協働や他部署との連携をするように変化
していったことは、JICAの仕事の可能性
の大きさと意義を実感したという意味でと
ても大きな体験でした。このときの関係者
の努力や試行錯誤を記録に残すべく、プ
ロジェクトの専門家と共著で書籍を出版
しました（「クリーンダッカ・プロジェクト～ゴ
ミ問題への取り組みがもたらした社会変
容の記録～」）。

　2011年11月に娘が生まれましたが、その年の９月
から産休をとり、育休期間を経て、翌年４月末から
業務復帰しました。そもそも、私の両親が共働きだ
った影響も大きいと思いますが、家庭や子どもを得
ることで仕事を諦めるという気持ちはまったくありま
せんでした。ですから、仕事と子育てのどちらをとる
かで悩んだことはありません。私にとっては常に両方。
両方のバランスをどうとるかは常に試行錯誤していま
すが、JICAの同世代職員に子どもを持つ友人が多
く、彼女たちと日常的に情報交換できることは心強
いです。JICAでは、仕事と子育てを両立することは、
極めて自然で普通なこととして受け入れられていると
思います。
　しかしやはり、生活は劇的に変わりました。現在
の一日のタイムテーブルは、朝６時に起床して朝食
の支度をし、８時過ぎに家を出て子どもを保育園に

送り届けた後、９時半に出勤。子どものお迎えを私
が担当する日は、夕方５時45分にダッシュで職場を
出て保育園に向かい、夕食の支度をはじめとする家
の仕事を済ませ、子どもを寝かしつけた後に残りの
家事や仕事をしてから眠る、といった感じです。子
どもと一緒に寝てしまうことも多いですが、その場
合は朝早く起きます。大変だなぁ、と思われる方も
いるかもしれませんが、私自身のスタンスは出産前
も後も何も変わりません。仕事に関しても子育てに
関しても、持てる時間の中で全力投球。仕事の生
産性はむしろ高まったと思います。
　学部～大学院を通じて土木工学を学んだこともあ
り、仕事における私自身のテーマは、「都市」に携
わることでした。2005年から３年７ヵ月駐在したバン
グラデシュでは、首都ダッカの廃棄物処理能力向上
プロジェクトをはじめとした都市環境や交通分野等
の案件を担当しました。これらはもちろん都市の重
要な要素の一部ではあるのですが、私自身としては
都市全体の処方箋を書けるような能力、視点を獲
得して、より良い案件づくりができるようになりたいと
考えるようになりました。そうした意味では、現在担
当している「タイ国未来型都市持続性推進プロジェ
クト」は、まさに待望の業務。これは、タイの地方
都市に持続可能な発展をもたらす開発計画を策定
し、国家政策の中に盛り込んでいこうというもので、
私はタイ政府関係者やさまざまな専門家と協議を重
ねながら、プロジェクトの形成を行いました。
　確かに、仕事のうえでは子どもを持つことでさまざ
まな制約も生まれますが、得るものもまた大きい。
自分自身が最も変わったと思うのは、人の立場、状
況を深く観察・想像し、共感できるようになったこと。
それは、子育てに関してだけでなく、他者が置かれ
ている状況を慮って、思いやりを持って接することが
できるようになったということです。途上国のカウン
ターパートに対しても、今は彼らが抱えている葛藤
等も含めて思いを巡らすことができるようになった。
そうした意味では、家庭や子どもを持つことが、仕
事に対しても良いフィードバックをもたらしているの
ではないでしょうか。
　JICAは、制度的に見ても、職場環境的に見ても、
仕事と子育ての両立を目指す職員へのサポートが非
常に充実した組織だと思います。子どもを育てなが
らも充実したキャリアを重ねていきたいと考える方に
とって、JICAは間違いなく、最良の職場の一つな
のではないでしょうか。
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I n t e r v i e w

新しい価値を生み出す
創造的な事業に挑み、
JICAに自己変革をもたらす
若い力のために。
2003年の独立行政法人化、2008年のJBICとの一部業務の統合等に代表されるように、
JICAはさまざまな大きな変革を経て、現在の姿に至っている。
今、激しい変化の中にある世界において、新たな価値を伴う国際協力を実現していくためには、
JICA自身もまた、自己変革を遂げ続ける必要があるだろう。
ここでは、JICAの変化・進化を現場の中でつぶさに見てきた人事部長、井倉義伸に、
変化する時代の中でJICAに求められるもの、
そして、それを牽引していく人材について、話を聞いた。

井倉義伸 Yoshinobu IKURA 人事部長

部長は1986年に入構され、パプア・ニューギニア
やマレーシアでの駐在も含めさまざまなお仕事を経
験してこられたわけですが、そうした中でもとりわ
け印象深く記憶されているもの、そして、それらが
部長の中に遺したもの等について、先ずお話をお
聞きしたいと思います。

　ご紹介いただいた通り、私は1986年に現在の
JICAの前身の一つである国際協力事業団に入った
わけですが、以降2003年の独立行政法人化、
2008年のJBICとの統合といった大きな変革を経て、
JICAの組織体制や業務内容は劇的に変化しまし
た。そのことに改めて大きな感慨を覚えます。
　これまで担当してきた仕事は、どれも私自身にとっ
ては重要な意味を持つものですが、国際協力の仕
事に臨むうえでの姿勢や思考方法を確立する出発点
になったという意味で、二部署目、鉱工業開発調査部
（当時）時代に、インドネシアの輸出振興政策策定
に携わったことは特に大きな体験だったと思います。
　これは、インドネシアに対する技術協力事業の一
つだったのですが、国家開発計画全体の中で輸出

促進策がどういう意味を持つのか、インドネシアが
外貨を獲得していくためにはどういった産業を育成
し、その実現に向けてどういう手を打って行かなけ
ればならないのかといったことを、コンサルタントの
方たちと共にリサーチを行い、インドネシア政府へ
の政策提言としてまとめていくわけです。この時は、
パブリックマネジメントのマスターを持っている先輩
職員が指導担当として付いてくれましたが、この方
の思考方法、着眼点、関係者との接し方等には随
分影響を受けました。ロジカルシンキングの方法論、
インドネシアの開発の歴史の中で、今自分が手掛け
ている仕事はどういう意味を持つのかといった、国
家開発全体を俯瞰的に捉える姿勢……。輸出振興
策という“課題を見る視点”に加え、国際協力に携わ
る者にとって極めて重要な、“国を見る視点”とでも言
うべきものを養ううえで、このプロジェクトから得た
ものは私にとって、非常に大きな位置を占めるものだ
ったと言えます。
　また、1992年から駐在したパプア・ニューギニア
で担当した、首都・ポートモレスビーに高校を建設
するというプロジェクトも、鮮烈に記憶しているもの
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の一つです。これはもともと、ODAで高校の校舎を
建設する事業としてスタートしたのですが、現地は
非常に治安が悪く、物価も家賃も高い。こうした環
境で校舎だけ建てても、肝心の先生はなかなか集ま
ってくれず、結果的に我々の協力も無駄になってしま
う可能性が高い。そこで私は、学校の近くに教員住
宅も併せて建設する必要があるということを、日本
の外務省に対して訴えたのです。現地の実情を踏ま
え、パプア・ニューギニアの教育水準を底上げする
というプロジェクトの理念を本当に実現しようとする
のであれば、安全で安価な教員住宅と校舎をセット
で用意することは必須であると……。粘り強い交渉
の甲斐あって私の主張は認められましたが、一旦決
定しているODAの目的、ファイナンスの規模を変更
するということは、当時としては非常に珍しいことだ
ったのです。先例に囚われず、現地の実情に即して
何が本当に必要なのかを考えること……JICAが事
業を推進するうえで最も大切にしていることの一つに
“現場主義”がありますが、私にとってこの事業は、
現場主義の重要性をリアルに体得することができた
経験だったと言えるでしょう。その後、2011年の東
日本大震災の際、その高校の生徒たちが中心となり、
約350万円の義援金を被災地に贈ってくれたことを
知ったときは、本当にうれしかった。

冒頭、時代の流れの中でJICAの組織や事業内容も
劇的に変化したというお話がありましたが、そうし
た変革によってJICAの社会・世界の中での存在感、
担うべき役割といったものはどのように変わってき
たのかということ、そして、そうした変化を受けて
JICA職員に求められるものはどのように変わってき
ているかということを、次にお聞きしたいと思います。

　私が若手職員だった1980年代後半から90年代に
かけてのJICAの最大のテーマは、端的に言えば、
当時世界第２位の経済大国となった責任を国際協力
の分野でも果たしていくこと、即ち、ODAの量的拡
大だったわけです。実際、1991年から2000年まで
日本のODAは世界最大だったわけですが、肝心の
協力の中身、質の部分への拘りが十分ではなかった
というのが正直なところではないでしょうか。流れが
変わってきたのはやはり、JICAが独立行政法人化
する2003年前後。このあたりから、我々自身が確
かな価値を生み出す仕事をしなければならないとい
う問題意識が強まり、国を見る視点や課題を見る視

点をしっかりと持ったうえで仕事に取り組まなければ
ならないという、自己変革の機運が高まっていった
のです。そうして導入されたのが、現在まで続く「課
題部」「地域部」を軸にした組織体制でした。また
この独立行政法人化のタイミングで、先頃亡くなら
れた緒方貞子さんが民間から初の理事長に就任され
たことも非常に大きかった。本当に必要とされている
ところにしっかりと協力していかなければならないと
いう考え方の基に、平和構築などに本格的に取り組
むようになったのも緒方理事長就任以降のことです
し、現在も新人教育の要の一つである海外OJT（入
構１年目に新入職員全員が開発途上国に短期間赴
任する制度）も、緒方さんの現場主義の思想を反
映する形で導入されたのです。
　2008年にJBICの金融業務の一部が統合されたこ
とで、いよいよJICAは包括的機能を備えた開発援
助機関としての体制を整え、業務の幅も飛躍的に拡
大するわけですが、近年においてますます重要にな
ってきているのはやはり、他のアクターといかに連携
していくかということでしょう。JICAだけでできるこ
とには限りがありますから、民間企業や大学、NGO
といったさまざまな機関と連携することで、集合的な、
より大きなインパクトを追求していく。ただ自分たち
の予算でプロジェクトを独立的に推進していくだけ
でなく、多様なアクターを巻き込み、彼らの力を引
き出すことで、より大きな価値を生み出すことを追求
していく。そうした“触媒”としての役割をJICAが担
うようになってきていることが、最も大きな変化と言
えるのではないか思います。
　従ってJICA職員は、かつての開発中心の業務の
中で求められた、決められた業務を間違いなくやり
遂げる、いわゆる“能吏”的な職能を超えて、さま
ざまなアクターとの連携を推進していくファシリテー
ター的な力であったり、そうした連携の中からより
大きなインパクト、価値を生み出していくプロデュー
サー的な能力が求められるようになっていることは間
違いないでしょう。また、中小企業の海外進出支援
や途上国人材の受入サポートといった事業も拡大し
ていますが、職員のマインドセットとしても、開発途
上国の国創り、すなわち開発途上国の人々の豊かな
未来を築くことを使命としつつ、ODAを通じて日本
を支え、強くするという観点も併せ持つことが非常
に重要になっている。先にお話ししたように、JICA
自身が自己変革を重ねながら時代の変化に対応して
きたという歴史を持っていますから、職員もまた、社
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この独立行政法人化のタイミングで、先頃亡くなら
れた緒方貞子さんが民間から初の理事長に就任され
たことも非常に大きかった。本当に必要とされている
ところにしっかりと協力していかなければならないと
いう考え方の基に、平和構築などに本格的に取り組
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し、現在も新人教育の要の一つである海外OJT（入
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ってきているのはやはり、他のアクターといかに連携
していくかということでしょう。JICAだけでできるこ
とには限りがありますから、民間企業や大学、NGO
といったさまざまな機関と連携することで、集合的な、
より大きなインパクトを追求していく。ただ自分たち
の予算でプロジェクトを独立的に推進していくだけ
でなく、多様なアクターを巻き込み、彼らの力を引
き出すことで、より大きな価値を生み出すことを追求
していく。そうした“触媒”としての役割をJICAが担
うようになってきていることが、最も大きな変化と言
えるのではないか思います。
　従ってJICA職員は、かつての開発中心の業務の
中で求められた、決められた業務を間違いなくやり
遂げる、いわゆる“能吏”的な職能を超えて、さま
ざまなアクターとの連携を推進していくファシリテー
ター的な力であったり、そうした連携の中からより
大きなインパクト、価値を生み出していくプロデュー
サー的な能力が求められるようになっていることは間
違いないでしょう。また、中小企業の海外進出支援
や途上国人材の受入サポートといった事業も拡大し
ていますが、職員のマインドセットとしても、開発途
上国の国創り、すなわち開発途上国の人々の豊かな
未来を築くことを使命としつつ、ODAを通じて日本
を支え、強くするという観点も併せ持つことが非常
に重要になっている。先にお話ししたように、JICA
自身が自己変革を重ねながら時代の変化に対応して
きたという歴史を持っていますから、職員もまた、社

会・世界の状況を柔軟に捉えて、新しい試みに挑ん
でいけるような姿勢を持つことが必要ではないかと
思っています。

なるほど。さまざまなお話をうかがってきましたが、
最後に、JICAを志望する学生の皆さんを含めた、
若い人材に期待するものについてお話しいただけれ
ばと思います。

　若干迂遠なところから話を始めるようですが、昭
和の時代というのは敗戦から立ち上がって経済大国
を目指すという過程で、多くの人が、豊かになるのだ
という時代のエートスを共有していたように思いま
す。社会システムにしても勤労価値観にしても、経
済大国化を実現したこの昭和モデルが長らく日本の
ベースになっていたわけですが、それが完全にメル
トダウンしたのが平成の30年だったのではないでし
ょうか。現代の日本というのはそうした意味で、国
民共通の目標といったものがなかなか見つけにくい
時代になっているように思います。
　そうした状況の中で若い方に期待するものは、や
や抽象的な言い方になりますが、新しい価値を自ら
創造し、それに積極的にコミットすることで、社会に
インパクトをもたらしていくことに対する熱意、意欲

を持って欲しいということでしょうか。従来型の仕事
を間違いなくこなしていくだけでなく、開発途上国に
とっても日本にとっても、何が本当に求められている
のかということを柔軟な発想で考え、臆せず新しいこ
とにチャレンジしていく。そうした、自ら課題を発見
し、新たな価値を創造していくような仕事をしていく
ことが、今、とても大切になっているように思います。
　また最近では、社会課題の解決をチャリティでは
なくビジネスとしてやっていこうとしている起業家の
方たちも増えていますし、SDGsを重要な事業テー
マと位置づけている企業も数多く存在します。そうし
た、ソーシャルなテーマに仕事を通じて取り組んで
行きたいという意欲を持っている方にとっても、社会
課題が最も顕在化している開発途上国を主要なフィ
ールドとして、ダイナミックにインパクトのある事業
を推進しているJICAは間違いなく、最も魅力的な機
会を提供できる存在であるはずです。
　さまざまな変革を経てJICAが現在の姿に至ってい
ることは先にお話ししましたが、この激しい時代の
変化の中で自己変革を怠れば、我々はいずれ存在
意義を無くしてしまうでしょう。JICAにヴァージョン
アップをもたらす新しい発想を携えた、自己変革のト
リガーとなる若い力に、一人でも多くJICAの門を叩
いていただきたいと私は願っています。
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人材育成制度 採用関連情報

※各部による研修や専門家派遣前研修の聴講・勉強会（技術協力プロジェクトや円借款の実務研修、インフラ・農業・ジェンダー・障害者支援他の課題別研修など）への参加が可能。
※外部の学校やセミナー（語学など）、通信教育（語学・経済・財務など）の補助制度あり。
※新入職員に対しては、入構時及び入構数か月後に、新入職員導入研修を行っています。研修では、社会人としての基礎知識を得るとともに、JICAでの業務や組織の概要、
　実務で求められるさまざまな知識について学びます。「国を見る視点」や「課題を見る視点」を身に付けるためのワークショップなども実施しています。

開発途上国の経済・社会開発に貢献する人材の育成のために、業務に必要な知識や専門性を高めるさまざまな
研修制度があります。JICA職員としての基本を習得する導入研修の他、
マクロ経済や財務分析などの専門研修、英語･仏語・西語などの語学研修、海外留学をサポートする制度などがあります。

● キャリアコンサルテーション
● 世界銀行や国連機関などの国際機関、中央省庁、自治体、民間企業等への出向制度
● 育児休業からの復職者向けのキャリアパスワークショップ
● ナレッジマネジメントネットワーク
　（所属部署を越えて、開発課題等に関連する知見の蓄積・発信等を促進する活動） など

上記の研修等の制度の他、多様なキャリア開発機会があります。

若手 中堅 管理職

職階別研修

コアスキル・専門能力
強化研修

語学研修

新入職員導入研修

マクロ経済研修 課題別セミナー

国・地域別
援助研究セミナー

財務分析研修

事業マネジメント研修

海外留学支援、国内大学通学支援

その他研修補助制度、公的資格補助制度

集合語学研修（英語、仏語、西語）

海外語学研修

キャリア開発

主任調査役・主事研修 新任
管理職
研修

現職
課長向け

研修

現職
次長向け

研修
執行職
研修

経営職
ワークショップ

コアスキル研修（JICAアカデミー）

新入職員海外OJT

業務職研修
（3年次）
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採用関連情報

総合職　50名程度

応募資格等の詳細につきましては、採用HPよりご確認ください。

https://www.jica.go.jp/recruit/shokuin/index.html

本部（事業部門・管理部門）、国内拠点（15カ所）、海外拠点（約90カ所）他。
採用後は、概ね2～4年のローテーションで本部、国内機関及び海外への異動があります。
海外赴任は必須です。

2022年4月

（１）初任給（2020年度実績）大学卒：月給212,827円、院卒：月給225,600円
（２）手当…… 賞与、特別都市手当、住居手当、通勤手当、他
 ※処遇には、人事評価が反映されます。

完全週休2日制（土・日）、祝日、年末年始、年次有給休暇（4月採用の場合初年度20日）、
夏季・年末年始・特別休暇（慶弔含む）

９：30～17：45（休憩45分）

採用予定人数

勤務場所

応募資格

採用時期

給与等

休日・休暇

勤務時間

● 社会保険完備 ● 財形貯蓄  ● 各種クラブ活動 
● 産休・育児休業制度 ● 職員研修 

若手 中堅 管理職

職階別研修

コアスキル・専門能力
強化研修

語学研修

募集要項

採用実績

選考プロセス

待遇

福利厚生

Step 1
応募エントリー

Step 2
各種コンテンツ

Step 3
選考

採用年 合計
内訳

男性 女性 文系 理系

2020年 48名 27名 21名 38名 10名

2019年 38名 20名 18名 29名 9名

2018年 40名 23名 17名 27名 13名

内々定● エントリーシート提出
● Web試験
● 面接選考
※選考の詳細は、マイペ
ージでご連絡いたします。

● 3月～4月にJICA業務
をより深く知るための各
種コンテンツをご提供し
ます。

● 採用HPよりエントリ
ーをお願いします。
http://www.jica.
go.jp/recruit/shokuin/
index.html
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理事長室

監査室

総務部

安全管理部

情報システム室

広報室

人事部

財務部

管理部

企画部

東南アジア・大洋州部

東・中央アジア部

南アジア部

中南米部

アフリカ部

中東・欧州部

民間連携事業部

ガバナンス・平和構築部

人間開発部

経済開発部

社会基盤部

地球環境部

国内事業部

資金協力業務部

インフラ技術業務部

審査部

調達・派遣業務部

評価部

青年海外協力隊事務局

国際緊急援助隊事務局

緒方貞子平和開発研究所

理事長

副理事長

理事

監事

上総審議役

国内拠点

在外事務所

支所

本部

拠点
［国内］ 本部（東京）、国内拠点（15カ所）
北海道（札幌・帯広）、宮城、福島、茨城、東京、神奈川、
長野、愛知、石川、兵庫、広島、香川、福岡、沖縄
［海外］ 約90ヵ所
アジア、大洋州、北米、中南米、アフリカ、中東、欧州

機構概要

※新卒採用についてのお問い合わせは03-5226-9758（直通）／
メール jicaps-saiyou@jica.go.jp

※外交政策の遂行上の必要から外務省が自ら実施するものを除く

独立行政法人　国際協力機構
Japan International Cooperation Agency（JICA）

理事長　北岡伸一

2003年10月１日

8兆2,132億円（2020年３月末時点）

1,929名（定員ベース／2020年1月末時点）

独立行政法人国際協力機構法（平成14年法律
第136号）に基づき設立。開発途上地域等の経済
及び社会の開発若しくは復興又は経済の安定に
寄与することを通じて、国際協力の促進並びに我
が国及び国際経済社会の健全な発展に資するこ
とを目的とする。

● 研修員受入
● 専門家派遣
● 機材供与
● 技術協力センター設置・運営
● 開発計画に関する基礎的調査

● 円借款
● 海外投融資 

〔開発途上国への技術協力〕 

〔無償資金協力〕 

〔国民等の協力活動の促進〕 
〔海外移住者・日系人への支援〕 
〔技術協力のための人材の養成及び確保〕 
〔調査および研究〕 
〔緊急援助のための機材・物資の備蓄・供与〕 
〔国際緊急援助隊の派遣〕 

〔有償資金協力〕 

〒102-8012 東京都千代田区二番町５ -25
 二番町センタービル

03-5226-6660～6663（代表）

名称 組織図

代表者名

所在地

電話番号

設立年月日

資本金

常勤職員数

目的

主な業務内容
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理事長室

監査室

総務部

安全管理部

情報システム部

広報室

人事部

財務部

管理部

企画部

東南アジア・大洋州部

東・中央アジア部

南アジア部

中南米部

アフリカ部

中東・欧州部

民間連携事業部

社会基盤・平和構築部

人間開発部

地球環境部

農村開発部

産業開発・公共政策部

国内事業部

資金協力業務部

インフラ技術業務部

審査部

調達部

評価部

国際協力人材部

青年海外協力隊事務局

国際緊急援助隊事務局

研究所

理事長

副理事長

理事

監事

国内拠点

海外拠点

本部

拠点
［国内］ 本部（東京）、国内拠点（15カ所）
北海道（札幌・帯広）、宮城、福島、茨城、東京、神奈川、
長野、愛知、石川、兵庫、広島、香川、福岡、沖縄

［海外］ 約90ヵ所
アジア、大洋州、北米、中南米、アフリカ、中東、欧州
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 国を創り、世界を変える力となる。
Y o u  h a v e  t h e  p o w e r  t o  c h a n g e  t h e  w o r l d

2021年３月発行

企画・発行　国際協力機構（JICA）

制作　（株）マイナビ
　　（有）ダイマクション
取材・原稿　城島 充／辻 匡男（Dymaxion）
アートディレクション　白石良一
デザイン　丸山太央（白石デザイン・オフィス）
イラストレーション　橋本 聡
写真　岡田卓士
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〒102-8012 東京都千代田区二番町5-25 二番町センタービル
人事部 採用班　TEL：03-5226-9758

（受付時間／平日9：30～17：30）
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